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社会福祉法人制度改革について

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料１
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社会福祉法等の一部を改正する法律

１．社会福祉法人制度の改革１．社会福祉法人制度の改革

２．福祉人材の確保の促進２．福祉人材の確保の促進

【施行期日】平成29年４月１日（1の(2)と(3)の一部,(4),(5)の一部,2の(1),(4)は平成28年４月１日、２の(3)は公布の日（平成28年３月31日）

（１）経営組織のガバナンスの強化
○ 議決機関としての評議員会を必置（小規模法人について評議員定数の経過措置）、一定規模以上の法人への会計監査人の導入等

（２）事業運営の透明性の向上
○ 財務諸表・現況報告書・役員報酬基準等の公表に係る規定の整備 等

（３）財務規律の強化(適正かつ公正な支出管理・いわゆる内部留保の明確化・社会福祉充実残額の社会福祉事業等への計画的な再投資）
○ 役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与の禁止 等
○ 「社会福祉充実残額（再投下財産額）」（純資産の額から事業の継続に必要な財産額（※）を控除等した額）の明確化

※①事業に活用する土地、建物等 ②建物の建替、修繕に要する資金 ③必要な運転資金 ④基本金及び国庫補助等特別積立金

○ 「社会福祉充実残額」を保有する法人に対して、社会福祉事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務付け 等

（４）地域における公益的な取組を実施する責務
○ 社会福祉事業及び公益事業を行うに当たって、無料又は低額な料金で福祉サービスを提供することを責務として規定

（５）行政の関与の在り方
○ 所轄庁による指導監督の機能強化、国・都道府県・市の連携 等

福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため、
・社会福祉法人制度について経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等の改革を進めるとともに、
・介護人材の確保を推進するための措置、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直しの措置を講ずる。

（１）介護人材確保に向けた取組の拡大
○ 福祉人材の確保等に関する基本的な指針の対象者の範囲を拡大（社会福祉事業と密接に関連する介護サービス従事者を追加）

（２）福祉人材センターの機能強化
○ 離職した介護福祉士の届出制度の創設、就業の促進、ハローワークとの連携強化 等

（３）介護福祉士の国家資格取得方法の見直しによる資質の向上等
○ 平成29年度から養成施設卒業者に受験資格を付与し、5年間をかけて国家試験の義務付けを漸進的に導入 等

（４）社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直し
○ 退職手当金の支給乗率を長期加入者に配慮したものに見直し
○ 被共済職員が退職し、再び被共済職員となった場合に共済加入期間の合算が認められる期間を２年以内から３年以内に延長
○ 障害者支援施設等に係る公費助成を介護保険施設等と同様の取扱いに見直し 2
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○ 公益性・非営利性を確保する観点から制度を見直し、国民に対する説明責任を果たし、地域社会に貢献する
法人の在り方を徹底する。

２．事業運営の透明性の向上

□ 財務諸表の公表等について法律上明記

１．経営組織のガバナンスの強化

□ 理事・理事長に対する牽制機能の発揮

□ 財務会計に係るチェック体制の整備

○ 議決機関としての評議員会を必置 ※理事等の選任・解任や役員報酬の決定など重要事項を決議

(注）小規模法人について評議員定数に係る経過措置を設ける。

○ 役員・理事会・評議員会の権限・責任に係る規定の整備
○ 親族等特殊関係者の理事等への選任の制限に係る規定の整備

○ 一定規模以上の法人への会計監査人の導入 等

○ 閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大
○ 財務諸表、現況報告書（役員報酬総額、役員等関係者との取引内容を含む。）、
役員報酬基準の公表に係る規定の整備 等

３．財務規律の強化
① 適正かつ公正な支出管理の確保

② いわゆる内部留保の明確化

③ 社会福祉事業等への計画的な再投資

① 役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与を禁止等
② 純資産から事業継続に必要な財産（※）の額を控除し、福祉サービスに再投下可能
な財産額（「社会福祉充実残額」）を明確化
※①事業に活用する土地、建物等②建物の建替、修繕に必要な資金③必要な運転資金 ④基本金、国庫補助等特別積立金

③ 再投下可能な財産額がある社会福祉法人に対して、社会福祉事業又は公益事業
の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務付け（①社会福祉事業、②地域公益事業、③その
他公益事業の順に検討） 等

3

□ 社会福祉法人の本旨に従い他の主体では
困難な福祉ニーズへの対応を求める

○ 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり、日常生活又は社会生活上支援を
要する者に対する無料又は低額の料金で福祉サービスを提供することを責務として
規定 ※利用者負担の軽減、無料又は低額による高齢者の生活支援等

５．行政の関与の在り方

□ 所轄庁による指導監督の機能強化

□ 国・都道府県・市の連携を推進

○ 都道府県の役割として、市による指導監督の支援を位置付け

○ 経営改善や法令遵守について、柔軟に指導監督する仕組み（勧告等）に関する

規定を整備

○ 都道府県による財務諸表等の収集・分析・活用、国による全国的なデータベース

の整備 等

社会福祉法人制度の改革（主な内容）

3

４．地域における公益的な取組を
実施する責務
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○ 社会福祉法人について、一般財団法人・公益財団法人と同等以上の公益性を担保できる経営組織とする。

＜改正前＞

理事
理事長
理事会

●理事会を業務執行に関する意思決定機関として
位置付け、理事・理事長に対する牽制機能を
働かせる。
●理事等の義務と責任を法律上規定。

評議員
評議員会

●評議員会を法人運営の基本ルール・体制の決定
と事後的な監督を行う機関として位置付け、
必置の議決機関とする。
※小規模法人について評議員定数の経過措置

（決議事項）
・定款の変更
・理事・監事・会計監査人の選任、解任
・理事・監事の報酬の決定 等

監事
●監事の権限、義務（理事会への出席義務、
報告義務等）、責任を法律上規定。

会計
監査人

●一定規模以上の法人への会計監査人による
監査の義務付け（法律）。

＜改正後＞

●資産額100億円以上若しくは負債額50億円以上
又は収支決算額10億円以上の法人は２年に１回、
その他の法人は５年に１回の外部監査が望まし
いとしている（通知）。

●評議員会は、任意設置の諮問機関であり、
理事・理事長に対する牽制機能が不十分。

（審議事項）
・定款の変更
・理事・監事の選任 等

●監事の理事・使用人に対する事業報告の要求や
財産の調査権限、理事会に対する報告義務等が
定められていない。

●理事会による理事・理事長に対する牽制機能が
制度化されていない。

●理事、理事長の役割、権限の範囲が明確でない。
（注）理事会、理事長は通知に規定が置かれている。

4

経営組織の在り方について
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備置き・
閲覧

公表

事業報告書 ○ －

財産目録 ○ －

貸借対照表 ○ ○
（通知）

収支計算書（事業活動計算書・資金
収支計算書）

○ ○
（通知）

監事の意見を記載した書類 ○ －

現況報告書（役員名簿、補助金、社
会貢献活動に係る支出額、役員の
親族等との取引状況を含む。）

－ ○
（通知）

役員区分ごとの報酬総額 － －

定款 － －

役員報酬基準 － －

事業計画書 － －

備置き・
閲覧

公表

○ －

○ －

○ ○

○ ○

○ －

○ ○

○
（※）

○
（※）

○ ○

○ ○

○ －

備置き・
閲覧

公告・
公表

○ －

○ －

○ ○

○ ○

○ －

○ －

○ －

○ －

○ ○

○ －

公表

－

－

○
（通知で措置済）

○
（通知で措置済）

－

○

○

－

－

－

改正前 改正後 公益財団法人
規制改革
実施計画

○ 社会福祉法人の高い公益性に照らし、公益財団法人以上の運営の透明性を確保することとし、以下の事項を法令上明記。
・ 定款、事業計画書、役員報酬基準を新たに閲覧対象とすること
・ 閲覧請求者を利害関係人から国民一般にすること
・ 定款、貸借対照表、収支計算書、役員報酬基準を公表対象とすること

○ 既に通知により公表を義務付けている現況報告書（役員名簿、補助金、社会貢献活動に係る支出額、役員の親族等との取
引内容を含む。）について、規制改革実施計画を踏まえ、役員区分ごとの報酬総額を追加した上で、閲覧・公表対象とすること
を法令上明記。

○ 国民が情報入手しやすいホームページを活用して公表。

（※）現況報告書に記載
5

運営の透明性の確保について
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社会福祉事業 公益事業

収
支
差

社会福祉法人の事業

Ⅰ 適正かつ公正な支出管理
Ⅱ 再投下可能な財産の明確化
Ⅲ 福祉サービスへの再投下

Ⅰ 適正かつ公正
な支出管理

Ⅲ 福祉サービスへの再投下

公益性を担保する財務規律

「社会福祉充実計画」（再投下計画）

○ 地域のニーズに対応した新しいサービスの展開、人材への投資
○ 無料又は低額な料金による福祉サービスの提供等

「日常生活・社会生活上の支援を必要と
する者に対して無料又は低額な料金に
より福祉サービスを提供する責務」

いわゆる内部留保

事業継続に必要な財産
・事業に活用する土地、建物等
・建物の建替、修繕
・手元流動資金

Ⅱ 再投下可能な財産の
明確化

①社会福祉事業等投資額
社会福祉事業等に関する
・施設の新設・増設
・新たなサービスの展開
・人材への投資

② 「地域公益事業」投資額
・無料又は低額の料金により行う公益事業

③公益事業投資額

・会計制度の整備（新会計基準の導入）
・評議員会による内部牽制
・外部監査（会計監査人）の導入
・財務諸表の公表 等

・公認会計士又は税理士による計画の記載内容の確認
・「地域協議会」による地域の福祉ニーズの反映
・所轄庁による計画の承認
・実績の所轄庁への報告と公表 等

・法人による役員報酬
基準の設定と公表
・役員区分毎の報酬
総額の公表

・親族等関係者への
特別の利益供与を
法律上禁止
・関係者との取引内容
の公表
（対象範囲の拡大）

・一定規模以上の
法人に会計監査人
の設置義務化

適正な役員報酬

利益供与の禁止

会計監査人

社会福祉法人の財務規律について

6
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社会福祉法人改革の施行スケジュールについて

２８年度 ２９年度

～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７月～

関係法令
改正等

法人

評議員会
関係

理事会
関係

会計監査
人関係

社会福祉
充実計画
関係

※残額のある
法人のみ

所轄庁

○新評議員による定時評議員会
の開催（決算、新役員等）

○旧役員による理事会の
開催（決算、新役員等）

○予備調査の結果に基づく法人による改善

○定款変更認可

○関係政令公布

○関係省令公布

○関係通知発出

○定款例
（案）等事
務連絡発
出【済】

●施行

●旧評議員任期満了

新評議員の任期開始

○全国担当者説明会
の開催（7/8）

○ブロック別担当
者会議の開催

○充実計画承認

○評議員選任・解任委員会の設置
○新評議員の選任

○定時評議員会による会計
監査人の選任

○定時評議
員会によ
る承認

○会計監査
開始

○適宜FAQ発出

○会計監査人候補者の選定
⇒予備調査の実施

●旧役員任期満了
新役員の任期開始

○新役員による理事会の
開催（理事長の選定等）

○公認会計士・税理士
による確認
※地域公益事業を位置
付ける場合には、地域協
議会等の意見聴取

＜決算見込み＞
○社会福祉充実残額の試算
↓（残額がある場合のみ）

○社会福祉充実計画（案）の
検討・作成

○会計監査
契約締結

検討会等による検討

社会福祉法人会計監査
円滑実施協議会

対象法人
の基準の
決定

○定款変更案の検討

○評議員候補者の検討

○評議員選任・解任委員候補者の検討

○所轄庁
への承
認申請

7

○定款変更（新評議員の
選任方法等）の手続
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社会福祉法人制度改革の施行に向けた留意事項

（経営組織の見直し）

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の施行
に向けた全国担当者説明会

資料２

※ 現時点の考え方に基づくものであり、資料の内容については、今後変更等があり得る。
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１．社会福祉法人の各機関について

1
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○ 社会福祉法人について、一般財団法人・公益財団法人と同等以上の公益性を担保できる経営組織とする。

＜改正前＞

理事
理事長
理事会

●理事会を業務執行に関する意思決定機関として
位置付け、理事・理事長に対する牽制機能を
働かせる。
●理事等の義務と責任を法律上規定。

評議員
評議員会

●評議員会を法人運営の基本ルール・体制の決定
と事後的な監督を行う機関として位置付け、
必置の議決機関とする。
※小規模法人について評議員定数の経過措置

（決議事項）
・定款の変更
・理事・監事・会計監査人の選任、解任
・理事・監事の報酬の決定 等

監事 ●監事の権限、義務（理事会への出席義務、
報告義務等）、責任を法律上規定。

会計
監査人

●一定規模以上の法人への会計監査人による
監査の義務付け（法律）。

＜改正後＞

●資産額100億円以上若しくは負債額50億円以上
又は収支決算額10億円以上の法人は２年に１回、
その他の法人は５年に１回の外部監査が望まし
いとしている（通知）。

●評議員会は、任意設置の諮問機関であり、
理事・理事長に対する牽制機能が不十分。

（審議事項）
・定款の変更
・理事・監事の選任 等

●監事の理事・使用人に対する事業報告の要求や
財産の調査権限、理事会に対する報告義務等が
定められていない。

●理事会による理事・理事長に対する牽制機能が
制度化されていない。

●理事、理事長の役割、権限の範囲が明確でない。
（注）理事会、理事長は通知に規定が置かれている。

経営組織の在り方について

2
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監事

理事会

評議員

評議員会

監査

報告（不整な点があった場合）

諮問機関

理事会の設置や権限
に関する規定がない

理事長

諮問 意見

理事

社会福祉法人の経営組織のガバナンス強化について

理事長

監事

会計監査人
（一定規模以上
の法人は必置）

選定、解職

理事

理事会

評議員

評議員会

選任、解任

報告
監
査

説明
（求めに応じ）

説明（求めに応じ）

法人運営に係る
重要事項の
議決機関

現行 改正後

・業務執行の決定
・理事の職務執行の監督 法人の代表、

業務の執行

理事の職務
執行の監査
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評議員・評議員会の改正のポイント
（現行） （改正後）

評議員会

位置付け 諮問機関（原則）
法人運営に係る重要事項の議決機関
・役員の選任、解任 等

設置義務
任意設置
※ 通知において、保育所等のみを経営
する法人以外には、設置を求めている。

必置

評議員

資格

社会福祉事業に関心を持ち、
又は学識経験のある者で、当
該法人の趣旨に賛成して協力
する者
※ 地域の代表者を加えるとともに、利用
者家族を加えることが望ましい。

社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を
有する者
※ 法人において、上記の者として適正な手続により選任さ
れるものであれば、特段の制限はない。

員数
13名以上
（理事の定数（6名以上）の2倍
を超える数）

7名以上
（理事の員数（6名以上）を超える数）
※ 経過措置の対象法人は、3年間4名以上（平成27年度収
益が4億円以下の法人とする予定）

理事との兼務 可能 不可

親族等特殊関
係者の制限

各評議員について、特殊関係
に当たる者を一定数に制限
（理事と同様）

各評議員・各役員について、特殊関係に当た
る者は評議員にはなれない。
※ 他の同一法人の制限については、社会福祉法人を対象
外とするとともに、それ以外の法人は1/3の上限を設ける。

選任方法
理事会の同意を得て、理事長
が委嘱

定款で定める方法（例：評議員選任・解任委
員会）によって選任
※ 理事が評議員を選任・解任する旨の定めは法律上認めら
れない。 4
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評議員会・理事会について

理事会（必置） 評議員会（必置）

位置付け 業務執行の決定機関

○以下の職務を行う。（法第45条の13第2項）
・社会福祉法人の業務執行の決定
・理事の職務の執行の監督
・理事長の選定及び解職

運営に係る重要事項の議決機関

○社会福祉法に規定する事項及び定款で定めた
事項に限り、決議することができる。（法第
45条の8第2項）

決議事項 ・理事長及び業務執行理事の選定及び解職

・評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の

決定

・重要な財産の処分及び譲受け

・多額の借財

・重要な役割を担う職員の選任及び解任

・従たる事務所その他の重要な組織の設置、変

更及び廃止

・コンプライアンス(法令遵守等)の体制の整備
※一定規模以上の法人のみ

・計算書類及び事業報告等の承認

・その他の重要な業務執行の決定 等

・理事・監事・会計監査人の選任及び解任

・理事等の責任の免除（一部・全部）

・理事･監事の報酬等の決議

・役員報酬等基準の承認

・計算書類の承認

・定款の変更

・解散の決議

・合併の承認

・社会福祉充実計画の承認

＜参考＞理事・理事長・業務執行理事の職務等について（法第45条の16及び第45条の17）
○理事：法令及び定款を遵守し、社会福祉法人のため忠実にその職務を行う。
○理事長：社会福祉法人の業務を執行し、職務の執行状況を理事会に報告する。

社会福祉法人の一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。
○業務執行理事：社会福祉法人の業務を執行し、職務の執行状況を理事会に報告する。 5
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理事

監事

会計監査人

評議員

理事、監事、会計監査人、評議員と法人との関係

○ 法人とその理事、監事、会計監査人及び評議員は、委任の関係にある。

○ 民法の規定により、委任を受けた者（受任者＝理事・監事・会計監査人・評議員）は、
「善良な管理者の注意をもって、委任事務を処理する義務」（＝善管注意義務）を負う。

○ このため、理事、監事、会計監査人及び評議員は、常勤・非常勤、報酬の有無にかかわ
らず、その職責に応じた注意義務をもって職務に当たることが求められる。

社
会
福
祉
法
人

委任

善管注意
義務

法人運営に係る重要事項の
議決機関である評議員会を構成

業務執行の決定、理事長等の職務
の監視を担う理事会を構成

理事長は法人を代表し、業務を執行

理事の職務執行を監査

計算書類等を監査
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評議員・理事・監事・会計監査人について①
評議員 理事 監事 会計監査人

員数

理事の員数を超える数（法第40
条第3項）
※ 経過措置（一定規模を超えな
い法人は、平成29年4月1日から
3年間、4人以上とする。）

6名以上（法第44条第3項） 2名以上（法第44条第3項） 法人に応じて

資格
要件

社会福祉法人の適正な運営に必要
な識見を有する者（法第39条）

・ 理事のうちには、次に掲げる者
が含まれなければならない（法第
44条第4項）。
① 社会福祉事業の経営に関する
識見を有する者（同項第1号）
② 当該社会福祉法人が行う事業
の区域における福祉に関する実
情に通じている者（同項第2
号）
③ 当該社会福祉法人が施設を設
置している場合にあっては、当
該施設の管理者（同項第3号）

・ 監事には、次に掲げる者
が含まれなければならない
（法第44条第5項）。
① 社会福祉事業について
識見を有する（同項第1
号）
② 財務管理について識見
を有する者（同項第2号）

・ 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければならない
（法第45条の2第1項）。
・ 公認会計士法の規定により、計算書類について監査すること
ができない者は、会計監査人となることができない（同条第3
項）。

選任
・
解任
方法

定款で定める方法
（法第31条第1項第5号）
※ 法人関係者でない中立的な立
場にある外部の者が参加する機
関の決定に従って行う方法等
※ 理事又は理事会が評議員を選
任・解任する旨の定めは無効
（同条第5項）

・ 理事の選任・解任は、評議員会
の決議による（法第45条の4第1
項）

・ 監事の選任・解任は、評
議員会の決議による（法第
45条の4第1項）。
・ 理事による、監事の選任
に関する議案の評議員会へ
の提出に対する監事の同意
又は請求については、監事
の過半数をもって決定する
（法第43条第3項において準
用する一般法人法第72条）。

ア 会計監査人の選任
・ 会計監査人は、評議員会の決議によって選任する（法第43条
第1項）。
・ 理事が評議員会に提出する、会計監査人の選任及び解任並び
に会計監査人を再任しないことに関する議案の内容は、監事の過
半数をもって決定する（法第43条第3項において準用する一般法
人法第73条第1項）。

イ 会計監査人の解任
・ 会計監査人が以下のいずれかに該当するときは、評議員会の
決議によって、当該会計監査人を解任することができる（法第
45条の4第2項）。
① 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
② 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。
③ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに
堪えないとき。

・ 理事が評議員会へ提出する会計監査人の解任に関する議案の
内容は、監事の過半数をもって決定する（法第43条第3項におい
て準用する一般法人法第73条第1項）。
・ 監事は、上記①から③のいずれかに該当するときは、監事の
全員の同意によって、当該会計監査人を解任することができる
（法第45条の5第1項）。この場合、監事の互選によって定めた
監事は、その旨及び解任の理由を解任後最初に招集される評議員
会に報告しなければならない（法第45条の5第3項）。
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評議員・理事・監事・会計監査人について②
評議員 理事 監事 会計監査人

任期

・ 選任後4年以内に終了する会
計年度のうち最終のものに関す
る定時評議員会の終結の時まで
（法第41条第1項）
・ 定款で「4年」を「6年」ま
で伸長することが可能（同項た
だし書）
・ 定款によって、任期の満了
前に退任した評議員の補欠とし
て選任された評議員の任期を、
退任した評議員の任期の満了す
る時までとすることは可能。

・ 理事の任期は、選任後２年以
内に終了する会計年度のうち最終
のものに関する定時評議員会の終
結の時まで（法第45条）。
・ ただし、定款によって、その
任期を短縮することも可能である。
・ また、理事を再任することは
差し支えなく、期間的な制限はな
い。

・ 監事の任期は、選任後2年
以内に終了する会計年度のう
ち最終のものに関する定時評
議員会の終結の時まで（法第
45条）。
・ ただし、定款によって、そ
の任期を短縮することも可能
である。
・ また、監事を再任すること
は差し支えなく、期間的な制
限はない。

・ 会計監査人の任期は、選任後1
年以内に終了する会計年度のうち
最終のものに関する定時評議員会
の終結の時まで（法第45条の3第1
項）。
・ 定時評議員会において別段の決
議がされなかったときは、再任さ
れたものとみなされる（第45条の
3）。

欠員が
生じた
場合の
措置

・ 平成29年4月1日以降、評議
員に欠員が生じた場合には、任
期の満了又は辞任により退任し
た評議員は、新たに選任された
評議員が就任するまで、なお、
評議員としての権利義務を有す
る（法第42条第1項）。
・ また、評議員に欠員が生じ、
事務が遅滞することにより損害
を生ずるおそれがあるときは、
所轄庁は利害関係人の請求によ
り又は職権で、一時評議員の職
務を行うべき者を選任すること
ができる（法第42条第２項）。

・ 平成29年4月1日以降、理事に
欠員が生じた場合には、任期の満
了又は辞任により退任した理事は、
新たに選任された理事が就任する
まで、なお、理事としての権利義
務を有する（法第45条の6第1
項）。
・ また、理事に欠員が生じ、事
務が遅滞することにより損害を生
ずるおそれがあるときは、所轄庁
は利害関係人の請求により又は職
権で、一時理事の職務を行うべき
者を選任することができる（法第
45条の6第1項）。

理事と同様

・ 会計監査人に欠員が生じた場合
において、遅滞なく会計監査人が
選任されないときは、監事は、一
時会計監査人の職務を行うべき者
を選任しなければならない（法第
45条の6第3項）。
・ なお、法人の責めによらない理
由（監査法人の倒産等）により、
会計監査人による会計監査報告を
所轄庁に届け出ることができない
場合においては、所轄庁は届出の
猶予等を行うことが必要。

8
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２．評議員・評議員会について
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評議員

○評議員会の招集請求
○議案等の提案 【評議員の権限（主なもの）】

・ 評議員会の理事に対する招集請求（理事が遅滞なく招集手続を行わ
ない等の場合は、所轄庁の許可を得て自ら招集できる。）

・ 議題提案権（議題提案権の行使は、評議員会の４週間前まで）
・ 議案提案権（評議員会の場で、議題の範囲内で議案の提案が可能）

【評議員の義務】
・善管注意義務

【評議員の責任】
・損害賠償責任、特別背任罪等

【評議員会の権限（主なもの）】
・理事、監事、会計監査人の選任・解任
・定款の変更、計算書類の承認、社会福祉充実計画の承認、合併の承認、
役員の報酬の決定等
※監事の解任、定款の変更、合併の承認については2/3の多数による決議が
必要
※報酬の決定は、定款に額が定められていないときに限る。

評議員会

監事理事 会計監査人

○理事・監事・会計監査人
の選任・解任

○理事・監事の報酬決定

○説明
○評議員会の
招集(理事)

○ 評議員会は、これまでの諮問機関とは異なり、法人運営の基本ルール・体制を決定するとともに、役員の
選任・解任等を通じ、事後的に法人運営を監督する機関として位置付けられることとなる。

○ 従来の評議員会に対し諮問されていた業務執行に関する事項についての意思決定は理事会で行うこととな
り、評議員会の決議事項は法に規定する事項及び定款で定めた事項に限定される（法第45条の8第2項）。

○ なお、法律において評議員会の決議を必要としている事項について、理事、理事会その他の評議員会以外
の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、効力を有しない（同条第3項）。

評議員・評議員会

【評議員の選任・解任】
・ 定款で定める方法による。ただし、理事・理事会が評議員を選任・
解任する旨の定款の定めは無効

代理出席、書
面表決は不可
（「決議の省
略」の手続は

可）
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○ 法人の理念や経営状況を理解した上で中立的な立場から審議できる者を評議員として選任す

ることが重要。こうした視点に立った評議員の選任が可能となる運用とする。

評議員の選任方法の例

※ 法律上、評議員の選任方法は定款に定め、所轄庁の認可が必要とされている（一般財団法人・公益財団法人と同じ）。

理事が評議員等を選任・解任する旨の定めは法律上認められていないが、それ以外は基本的に社会福祉法人が定めた方式

で評議員を選任できる。

・ 一般財団法人・公益財団法人の運用では、評議員は、中立的な選定委員会等の方法により選任されている。

定
款
変
更
案
の
決
定

※

法
定
事
項

所
轄
庁
に
よ
る
定
款
変
更
の
認
可

※

法
定
事
項

理
事
会
に
よ
る
評
議
員
選
定
委
員
会

の
設
置

理
事
会
に
よ
る
評
議
員
候
補
者
の
推
薦

理
事
会
に
よ
る
推
薦
理
由※

の
説
明

※

経
歴
、
役
員
等
と
の
関
係
を
含
む
。

選
定
委
員
会
に
よ
る
審
議
・
決
議

評議員の選任方法（運用）
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評議員選任・解任委員会のイメージ

（評議員の選任及び解任）
第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選任・解
任委員会において行う。
２ 評議員選任・解任委員会は、監事○名、事務局員○名、外部委員○名の合計○名で構成する。
３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営につい
ての細則は、理事会において定める。
４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適任と
判断した理由を委員に説明しなければならない。
５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。ただし、
外部委員の○名以上が出席し、かつ、外部委員の○名以上が賛成することを要する。

問 評議員選任・解任委員会は誰が招集するのか

答 評議員選任・解任委員会の招集は、法人運営の状況を把握し、業務執行に関し責任を負う理事会において
決定し、理事が行うことが適当である。

問 理事が評議員選任・解任委員となることは可能か。

答 理事又は理事会が評議員を選任する旨の定款の定めは無効であることから（法第３１条第５項）、理事が評
議員選任・解任委員となることは認められない。

問 評議員選任・解任委員である事務局員に法人の職員がなることは可能か。
答 事務局員に法人の職員（介護職員等を含む。）がなることは可能である。
問 評議員選任・解任委員会において、監事・事務局員・外部委員を委員にしないことは可能か。

答 監事・事務局員を委員としないことは可能であるが、評議員選任・解任委員会が法人関係者でない中立的な
立場にある外部の者が参加する機関であることから、少なくとも外部委員1名を委員とすることが適当である。

FAQ

定款例（抜粋）
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（参考）評議員会、理事会、評議員選任・解任委員会の関係

評議員会
（理事の員数以上）

理事会
（理事６名以上）

評議員選任・解任
委員会

（監事○名・事務局員○名・外部
委員○名）

○外部委員等の選任
○評議員候補者の推薦の提案
○評議員の解任の提案

○評議員の選任・解任

○役員候補者の推薦の提案
○役員の解任の提案

○役員の選任・解任

＜業務執行機関＞

＜議決機関＞

理事長

※ 人数については、法人の規模等
に応じて、各法人において判断す
る（外部委員を含む３名以上）。
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社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者

○ 法律上、評議員は、社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者のうちか

ら選任することとされている。

第39条 評議員は、社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者のうち

から、定款の定めるところにより、選任する。

○ この識見を有する者については、法人において「社会福祉法人の適正な運営に必

要な識見を有する者」として適正な手続により選任されている限り、制限を受けるも

のではない。

問 当該法人の経営について理解している地域住民は評議員となることができるのか。
答 法人において、「社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」として適正な
手続により選任されているのであれば、評議員となることは可能である。

問 当該法人の職員であった者は評議員となることはできるか。
答 可能である。ただし、牽制関係を適正に働かせるため、退職後、少なくとも１年程度経
過した者とすることが適当である。

FAQ
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情報の提供

自治体

社会福祉協議会

相談

社会福祉法人

評議員会

○ 社会福祉法人が所在する地域の地方自治体や社会福祉協議会が、社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を
有する者に関する情報を収集し、評議員の確保が困難な法人の求めに応じて、人材の情報を提供する等の支
援を行う。

○ 地方自治体が行うべき支援及び社会福祉協議会に期待される取組は以下のとおり。なお、法人において、評
議員の確保に取り組んだにもかかわらず、平成29年3月31日までの選任に間に合わなかった場合においては、
所轄庁は、以下の取組の一環として評議員の確保のための支援を行うとともに、期限についても柔軟に対応
する。

地域における評議員の確保を支援する仕組み

＜所轄庁＞
○ 法人からの評議員の確保に関する相談に応
じて必要な支援を行う（法人の自主性・自律
性を阻害しないことに配慮が必要）。

＜所轄庁及び所轄庁に該当しない都道府県＞
○ 社会福祉協議会が行う取組を支援する。具
体的には、地域の各種団体に対し、広く人材
の情報の提供に係る協力要請を行うとともに、
得られた情報を社会福祉協議会へ提供するこ
とが考えられる。

＜市区町村社会福祉協議会＞
○ 担当者（部署）を決定し、法人からの要請
に応じて、社会福祉法人の適正な運営に必要
な識見を有する人材に関する情報提供 等

＜都道府県・指定都市社会福祉協議会＞
○ 担当者（部署）を決定し、市区町村社協に
対する支援を実施。専門職団体等と連携し、
必要な情報を市区町村社協に対し、情報提供。

○ 社会福祉法人からの要請にも対応できるよ
う相談窓口を設置 等
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３．理事・監事及び理事会について
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① 理事長の職務及び権限等
○ 理事長は、理事会の決定に基づき（法第45条の13第2項第1号）、法人の内部的・対外的な業務執行権限
を有する（法第45条の16第2項第1号）。対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有する（法第45条
の17第1項）。
○ 理事長は、3か月に1回以上（定款で、毎会計年度に4ヶ月を超える間隔で2回以上とすることが可能）、
自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない（法第46条の16第3項）。※業務執行理事も同様

② 業務執行理事の職務及び権限等
○ 理事長以外にも社会福祉法人の業務を執行する理事として業務執行理事を理事会で選定することができる
（法第45条の16第2項）。業務執行理事は、理事長と違い代表権はないため、対外的な業務を執行する権限
はない（法第45条の17第2項）。

③ ①及び②以外の理事の職務及び権限等
○ 理事長及び業務執行理事以外の理事は、理事会における議決権の行使等を通じ、法人の業務執行の意思決
定に参画するとともに（法第45条の13第2項第1号）、理事長や他の理事の職務の執行を監督（同項第2号及
び第3号）する役割を担うこととなる。

理事

【理事長の権限】
・法人の代表、業務の執行

【理事の義務（主なもの）】
・善管注意義務、忠実義務
・利益相反取引の制限
・評議員会における説明義務
・監事に対する報告義務

【理事の責任（主なもの）】
・法人に対する損害賠償責任
・第三者に対する損害賠償責任
・特別背任罪、贈収賄罪

理事会

理事長（、業務執行理事）

理事長の選定、
理事の職務執行の監督

理事会の招集

職務執行状況の報告

理事

評議員会

説明
招集

理事の選任・解任
報酬の決定（定款に額が定められていないとき）

【理事長の義務（主なもの）】
・理事会への職務執行状況の報告義務
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○ 監事は、理事の職務の執行を監査するために、監事には各種の権限が付与され、また義務が課され
る。
○ 監事が複数いる場合でも、その権限は各監事が独立して行使でき、義務は各監事がそれぞれ負う。

監事

監事

出席、
招集請求

理事会

理事

職務執行の
監査、
事業の報告
要求、
行為の差し
止め請求

評議員会

説明
議案等の調査

監事の選任・解任
報酬の決定

【監事の権限（主なもの）】
・理事の職務執行の監査、監査報告の作成
・計算書類等の監査
・事業の報告要求（理事、職員に対し）、業務・財産の
状況調査

・理事会の招集請求
・理事の行為の差止め請求（法人に著しい損害が生ずる
おそれがあるとき）

・会計監査人の解任

【監事の義務（主なもの）】
・善管注意義務 （→理事と同じ）
・理事会への出席義務
・理事会への報告義務 （理事の不正行為又はそのおそ
れ、法令・定款違反、著しく不当な事実があるとき）

・評議員会の議案等の調査・報告義務 （報告義務につ
いては法令・定款違反又は著しく不当な事項がある場
合）

・評議員会における説明義務 （→理事と同じ）

【監事の責任】
・損害賠償責任、刑事罰等、いずれも理事と同じ。
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【理事会の権限（主なもの）】
・法人の業務執行の決定
・理事の職務の執行の監督、理事長の選定及び解職
・利益相反取引の承認、計算書類・事業報告の承認
※ 以下の重要事項の決定は理事に委任できない。
① 重要な財産の処分及び譲受け
② 多額の借財
③ 重要な役割を担う職員の選任及び解任
④ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変
更及び廃止

⑤ 内部管理体制
⑥ 定款の定めに基づく役員等の責任の免除

理事会

理事長（、業務執行理事）

理事長の選定、
理事の職務執行の監督

理事会の招集

職務執行状況の報告

理事

評議員会

説明
招集

理事の選任・解任
報酬の決定（定款に額が定
められていないとき）

○理事会の権限等
・ 理事会は、全ての業務執行の決定や理事の職務執行の監督を行うこととなる。
・ 法律又は定款に定める評議員会の決議事項以外の事項については、評議員会に諮る必要はない。
① 理事会の職務
(ア) 業務執行の決定（法第45条の13第2項第1号）
(イ) 理事の職務執行の監督（法第45条の13第2項第2号）
(ウ) 理事長の選定および解職（法第45条の13第2項第3号及び同条第3項）

② 理事に委任することができない事項
・ 社会福祉法人においては、重要な財産の処分及び譲り受け等、法第45条の13第4項各号に列挙
されている事項についての決定を理事に委任することができないこととしている（同条第4項）。
これは、一部の理事による専横や複数の理事が法人の運営を巡って対立し、それぞれ独自に決定す
るといった混乱した事態が生ずるのを避けるためである。

理事会

代理出席、書
面表決は不可
（「決議の省
略」の手続は

可）
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４．会計監査人について
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評議員会

監事

会計監査人の
選任・解任

意見の
陳述
（監事
と意見
が異な
る場合
等）

報告
（求め
があっ
たとき
等）

会計監査
人の解任

会計監査人

【会計監査人の権限（主なもの）】
・計算書類等の監査
・会計帳簿等の閲覧・謄写、会計に関する報告要求
（理事、使用人に対し）
・定時評議員会における意見の陳述 （計算書類の適
合性について監事と意見が異なる場合）

【会計監査人の義務（主なもの）】
・善管注意義務 （→理事と同じ）
・監事への報告義務（理事の不正行為、法令・定款違
反の重大な事実を発見したとき、監事からの求めが
あったとき）
・定時評議員会における意見の陳述（会計監査人の出
席を求める決議があったとき）

【会計監査人の責任】
・損害賠償責任については理事と同じ。刑事罰につい
ては、贈収賄罪は適用あり。

○ 会計監査人（公認会計士又は監査法人）は、計算書類等の監査を行う。

○ 会計監査人を置く法人では、計算書類等は、理事会の承認を受ける前に、監事と会計監査人による
二重の監査を受けることになる。ただし、会計監査人による計算書類等の監査が適正に行われている
ときは、監事は計算書類等の監査を省略できる。

会計監査人
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【第１様式】

○法人単位貸借対照表

○法人単位資金収支計算書

○法人単位事業活動計算書

【計算書類】

・借入金明細書

・寄附金収益明細書

・補助金事業等収益明細書

・事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

・事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残
高明細書

・基本金明細書

・国庫補助金等特別積立金明細書

【附属明細書】

【第２様式】

○貸借対照表内訳表

○資金収支内訳表

○事業活動内訳表

・基本財産及びその他の固定資産

（有形・無形固定資産）の明細書

・引当金明細書

・拠点区分資金収支明細書

・拠点区分事業活動明細書

・積立金・積立資産明細書

・サービス区分間繰入金明細書

・サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

・就労支援事業別事業活動明細書

・就労支援事業製造原価明細書

・就労支援事業販管費明細書

・就労支援事業明細書

・授産事業費用明細書

【第３様式】

○事業区分貸借対照表内訳表

○事業区分資金収支内訳表

○事業区分事業活動内訳表

【第４様式】

○拠点区分貸借対照表

○拠点区分資金収支計算書

○拠点区分事業活動計算書

③拠点区分別①法人単位 ②事業区分別

（1）計算書類及び附属明細書に関する証明範囲について

法人単位の計算書類

及びそれに対応する

附属明細書の各項目を

証明範囲とする。

※証明範囲としては上記とするが、法人単位の計算書類及びその附属明細書は拠点区分別の積み上げであるため、必要に応じ
て、拠点区分別の計算書類及びそれらの附属明細書についても確認の対象となる。

会計監査の実施範囲（証明範囲の設定）
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Ｈ29/7 H30/7

監査の準備期間 監査契約 （初年度） 監査契約 （2年度以降）

監査
報告書

平成29年度決算について
会計監査の実施

監
査
契
約

会
計
監
査
人

候
補
者
選
定

予備調査
及び改善期間

Ｈ29/3

評
議
員
会
選
任

③予備調査及び改善期間

⑤定時評議員会にて選任 平成29年５月～６月

⑥監査契約締結 平成29年６月～７月

社会福祉法人

①複数の会計監査人候補者からの提案書等の入手社会福祉法人

②会計監査人候補者の選定
社会福祉法人

会計監査人候補者

※年月の記載は例示

社会福祉法人

会計監査人候補者

④理事会にて会計監査人の選任にかかる評議員会の議題を決議
平成29年５月～６月

社会福祉法人

社会福祉法人

会計監査人

提
案
書
等

の
入
手

① ②

③

④⑤ ⑥

※会計監査人の設置義務が課される社会福祉法人については、改正法附則第８条に基づき、施行日（平成29年４月１日）以後最初に
招集される定時評議員会において会計監査人を選任することとなり、当該会計監査人は、平成29年度決算について監査することになる。

会計監査人監査に係るスケジュール例
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◆社会保障審議会福祉部会報告書（平成２７年２月１２日）
【会計監査人の設置の義務付けの対象とならない法人に対する対応】（抄）

会計監査人の設置の義務付けとならない法人については、
・公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人による財務会計に係る態勢整備状況の点検等

・法人が作成する計算書類等の会計基準との整合性の点検及び改善支援
・経理体制の現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計帳簿の記載、証憑書類の整理方法等に係る現状把握、効率化等改善に対する支援
・会計ソフトの設定、入力科目等の設定、入力マニュアルの提示等パソコン会計の導入支援 等

・法人全般の統制
例）ガバナンス体制（理事会、評議員会、監事等）、各種規程・業務手順の整備、職務分掌体制、予算
実績分析体制等に対する支援 等

・各種事業の統制
例）購買、固定資産管理、資金管理、人件費、収益、在庫管理等の各業務におけるリスクに対応した適
切な手続き等に対する支援 等

・決算の統制
例）決算・財務報告に関する規程の整備、決算業務体制、伝票承認や決算整理業務の分掌体制、計算書
類等の確定作業等に対する支援 等

○財務会計に関する内部統制の向上に対する支援の例

○財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援の例

○ 以下の例に掲げられたような支援項目から、当該法人の事業規模や財務会計に係る事務態勢等に即して、必要
な支援を選択して、専門家を活用することが考えられる。

（支援の例）

会計監査人非設置法人に対する専門家の活用方法
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下記団体から構成員を推薦
・日本公認会計士協会
・社会福祉法人 全国社会福祉協議会全国社会福祉法人経営者協議会
・公益社団法人 全国老人福祉施設協議会
・公益財団法人 日本知的障害者福祉協会
・社会福祉法人 全国社会福祉協議会全国児童養護施設協議会

社会福祉法人会計監査円滑実施協議会

今般の社会福祉法の改正により、一定規模以上の社会福祉法人は会計監査人の設置が義務付けられた
ところであるが、制度施行までの間に会計監査の内容やそのメリット・意義についての理解を深めるとともに、
会計管理に関する社会福祉法人の職員研修などの実施方法について協議を行い、会計監査人制度の導入に
向けた十分な態勢を確保する観点から協議会を設置する。

１．導入の趣旨

（１）社会福祉法人を含む関係者に対し、会計監査人制度の内容やメリット等の周知方法
（２）会計監査の受入に必要な会計処理や会計帳簿の整備に係る会計管理に関する職員研修の実施方法

（３）公認会計士等の側において、社会福祉法人の特性に合わせた監査（非営利性を担保するための適正支出
等に重点を置いた監査、行政目的との連動）を実施するための具体策の検討

２．協議事項

３．構成員

○ 第１回目 ６月１６日
○ 第２回目 ７月１５日
○ 第３回目以降 随時開催

４．スケジュール
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○ 会計監査の概要とメリット
（日本公認会計士協会）

○ 社会福祉法人における会計監査受入準備について
（日本公認会計士協会）

○ 上記に係る社会福祉法人への効果的な周知方法
（日本公認会計士協会、福祉関係団体）

第１回目 ６月１６日

○ 上記（第１回目の各項目）に係る社会福祉法人への具体的な周知方法の調整
（日本公認会計士協会、福祉関係団体）

○ 会計監査工程と具体的内容について
（日本公認会計士協会）

○ 社会福祉法人の特性にあわせた監査について
（日本公認会計士協会）

第２回目 ７月１５日
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５．内部管理体制について

27
- 36 -



内部管理体制について

○ 一定の事業規模を超える法人は、法人のガバナンスを確保するために、理事の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他社会福祉法人の業務の適正を確保するために必要
な体制の整備（内部管理体制の整備）について、基本方針を理事会において決定し、当該方針に基づ
いて、規程の策定等を行うこととなる（法第45条の13第4項第5号及び第5項）。

１．概要

○ 内部管理体制の内容については、法に規定されている理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制のほか、厚生労働省令で以下の内容を規定する予定である。
① 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
③ 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
④ 職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑤ 監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
⑥ ⑤の職員の理事からの独立性に関する事項
⑦ 監事の⑤の職員に対する指示の実効性の確保に関する事項
⑧ 理事及び職員が監事に報告をするための体制その他の監事への報告に関する体制
⑨ ⑧の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
⑩ 監事の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は
債務の処理に係る方針に関する事項

⑪ その他監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

２．内部管理体制の内容

＜法人における作業の流れ＞

① 内部管理体制の現状把握
・ 内部管理状況の確認、
内部管理に係る規程等の
整備状況の確認

② 内部管理体制の課題認識
・ 現状把握を通じて、業
務の適正を確保するため
に必要な体制と現状の体
制を比較し、取り組むべ
き内容を決定

③ 内部管理体制の基本方針
の策定
・ 法人の内部管理体制の
基本方針について、理事
会で決定

④ 基本方針に基づく内部管
理体制の整備
・ 基本方針に基づいて、
内部管理に係る必要な規
程の策定及び見直し等

※ 一定規模については、会計監査人と同様。
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６．役員等の兼務について
（特殊関係者含む）
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社会福祉法人の役員等の兼務について

会計監査人 監事 理事 評議員 職員

会計監査人 ×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

×
（公認会計士法）

監事 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第44条第2項）

理事 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

×
（社福法第40条第2項） ○

評議員 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

×
（社福法第40条第2項）

職員 ×
（公認会計士法）

×
（社福法第44条第2項）

○ ×
（社福法第40条第2項）

評議員 監事

顧問会計士
顧問税理士
顧問弁護士

法律面・経営面の
アドバイスのみ

○
（問21）

○
（問38）

記帳代行業務・税理士業務 ×
（問21）

×
（問38）

財務会計に係る
態勢整備状況の
点検等の支援

助言にとどまる場合 ○
（問22）

○
（問39）

業務執行に当たる場合 ×
（問22）

×
（問39）

会計監査人

記帳代行業務 ×
（問42）

税理士業務 ×
（問43）

１．法人の役員・評議員・会計監査人・職員との兼務関係

２．評議員・監事・会計監査人と顧問会計士等との兼務関係
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Ａ社会福祉法人

理事（６名以上）

監事（２名以上）

評議員（理事定数を超える数） Ａ法人の評議員・理事・監事が役員等※1と
なっている他の法人（社福除く。）※2

役員・評議員
から受ける金
銭等により生
計を維持する

者

事実上婚姻
関係と同様
の者

※理事のうちには、各理事と、親族等特殊関
係者が3人を超えて含まれてはならない
※各理事並びに当該理事と、親族等特殊関係
にある者が理事総数の3分の1を超えてはな
らない。

※監事のうちには、各役員と、
親族等特殊関係者が含まれ
てはならない。

兼
職
禁
止

役
員
等

兼職禁止

兼職禁止

役
員

※評議員のうちには、各評議員と、親族等
特殊関係者が含まれてはならない。

※評議員のうちには、各役員と、親族等特
殊関係者が含まれてはならない。

（※1）法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事など法人の経営に従事している者（評
議員は含まれない。）

（※2）当該理事等を含め1/3までは兼務可能

役員等※1 職員

親族

配偶者
３親等内
の親族

配偶者
３親等内
の親族

親族

配偶者
３親等内
の親族

親族

生計を一

生計を一

親族等の特殊の関係がある者
（親族等特殊関係者）

･･･法律で定める者 ･･･省令で定める予定の者

役員・評議
員に雇用さ
れる者

生計を一

親族

配偶者
３親等内
の親族

Ａ
法
人
の
理
事
・監
事
・評
議
員
と
右
の
特
殊
関
係
に
あ
る
者
は
選
任
不
可
（理
事
の
場
合
は

ま
で
）

1/3

社会福祉法人における親族等の特殊の関係のある者
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Ａ社会福祉法人 Ｂ社会福祉法人

〔理事〕

○○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
○○○●

〔理事〕

○○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
●○○○

兼務可
（人数制限なし）

評議員の特殊関係者①

問 A社会福祉法人の評議員には、B社会福祉
法人の評議員が就任することは可能か。
可能な場合、人数制限はあるのか。

（答）
１．人数に制限なく兼務可能である。

Ａ社会福祉法人 Ｂ法人（社福以外）

〔理事〕

○○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
○○○●

〔理事〕

●○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
○○○○

兼務可（1/3まで）
※監事・職員も同様

問 A社会福祉法人の評議員には、社会福祉
法人でないB法人の役員又は職員が就任す
ることは可能か。

（答）
１．可能である。ただし、A社会福祉法人の
評議員とB法人の役員又は職員を兼務して
いる者が、A法人の評議員総数の３分の１
を超えて含まれてはならない。
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Ａ社会福祉法人 Ｂ社会福祉法人

〔理事〕

○○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
○○○●

〔理事〕

●○○○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
○○○○

兼務可
（人数制限なし）
※監事・職員も同様

（図１）

Ａ社会福祉法人 Ｂ社会福祉法人

〔理事〕

○○○○○●

〔監事〕

○○

〔評議員〕

●●○
●●○○

〔理事〕

●●●●○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
●○○○

兼務不可
※監事・職員も同様

（兼務）

（図２）

評議員の特殊関係者②

Ａ社会福祉法人 Ｂ社会福祉法人

〔理事〕

○○○○○●

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○●
○○●●

〔理事〕

●●●○○○

〔監事〕

○○

〔評議員〕

○○○
●○○○

（兼務）

兼務可
（評議員の過半数未満）
※監事・職員も同様

（参考）

問 A社会福祉法人の評議員には、B社会福祉法人
の役員や職員が就任することは可能か。

（答）
１．人数に制限なく兼務可能である。（図１）
２．ただし、牽制関係を適正に働かせる観点から、
A社会福祉法人の評議員の過半数をB社会福祉
法人の役員が占める場合においては、A社会福
祉法人の役員又は職員がB社会福祉法人の評議
員となることはできない。（図２）
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７．評議員、理事、監事及び会計監査人
の報酬について
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【評議員の報酬】
○ 評議員の報酬は定款で定めなければならない。
【理事の報酬】
○ 理事の報酬は、定款にその額を定めていないときは、評議員会の決議によって定める。
【監事の報酬】
○ 監事の報酬は、定款にその額を定めていないときは、評議員会の決議によって定める。
○ 定款又は評議員会の決議によって監事の報酬総額のみが決定されているときは、その具体的な配分は、
監事の協議（全員一致の決定）によって定めることとなる。

【会計監査人の報酬】
○ 会計監査人の報酬は、監事の過半数の同意を得なければならない。

※無報酬の場合は、その旨定めることとなる。

評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬

問 理事、監事及び評議員の区分ごとの報酬等の総額については、職員としての給与も含めて公表することとし
ているが、職員給与を受けている理事が１名しかいない場合、当該理事の職員給与額が実質的に特定される
ことがあるが、このような場合であっても、公表する必要があるのか。

答
１．（略）個人情報の保護の観点から、職員給与を受けている理事が１名の場合であって、個人の職員給与が特
定されてしまう場合には、職員給与の支給を受けている理事がいる旨明記した上で、職員給与の支給を当該
理事の職員給与額を含めずに役員報酬等の総額を公表することとして差し支えない。

FAQ

【区分ごとの報酬総額の公表】
○ 理事、監事及び評議員の区分ごとの報酬総額については、平成２９年度以降の現況報告書に記載の上、
公表。
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社会福祉法人定款例（案） 

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の

施行に向けた全国担当者説明会 
資料３ 
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 1 
 

事
務

連
絡
 

平
成
２
８
年
６
月
２
０
日
 

 

都
道
府
県
 

各
 
指
定
都
市
 
社
会
福
祉
法
人
担
当
課

（
室
）
 
御
中
 

 
 
 
中

核
市
 

 

厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
 
   

社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
人
定
款
例
（
案
）
に
つ
い
て
 

   
 
社

会
福
祉

法
人

制
度

改
革
に

伴
い
、

各
社

会
福

祉
法
人

に
お
い

て
、

今
後

、
定
款

変
更
等

の
作

業
が

必
要
と
な
り
ま
す
。
 

今
般
、

各
社

会
福

祉
法
人

に
お
け

る
定

款
変

更
等
の

事
前

準
備
作

業
の

参
考
と

し
て
活

用
い

た
だ
け

る
よ
う
、
別
添
の
と
お
り
、
社
会
福
祉
法

人
定
款
例
（
案
）
を
お
示
し
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
 

今
後
、
「
社
会
福
祉
法
人

の
認
可
に
つ
い
て
」
（
平

成
1
2
年

1
2
月

1
日
障
第

8
9
0
号
、
社
援
第

2
6
1
8

号
、
老
第

7
9
4
号
、
児
発
第

9
0
8
号
）
別
紙
２
の
社
会
福
祉
法
人
定
款
準
則
に
つ
い
て
は
、
「
準
則
」

と
し
て

の
位

置
付
け

か
ら

「
例
」

と
し

て
改
正

す
る

こ
と
を

予
定

し
て
お

り
、

そ
の
際

に
は

、
租
税
特

別
措
置
法
（
昭

和
3
2
年
法
律
第

2
6
号
）
第

4
0
条
の
特
例
（
公
益
法
人
等
に
財
産
を
寄
附
し
た
場
合
の

譲
渡
所

得
等

の
非
課

税
）

と
の
関

係
、

所
轄
庁

に
お

け
る
定

款
の

確
認
方

法
等

を
お
示

し
さ

せ
て
い
た

だ
く
予
定
で
す
。
 

本
事
務

連
絡

で
お

示
し
す

る
社
会

福
祉

法
人

定
款
例

（
案
）

に
つ

い
て

は
、
現

時
点
の

考
え

方
を
示

し
た
も

の
で

あ
り
、

今
後

、
必
要

な
修

正
等
を

行
っ

た
上
で

、
上

記
改
正

通
知

に
お
い

て
社

会
福
祉
法

人
定
款
例
と
し
て
お
示
し
す
る
予
定
で
あ

る
こ
と
を
申
し
添
え
ま
す
。
 

ま
た

、
都

道
府
県

に
お

か
れ

ま
し

て
は

、
貴

管
内

の
市

（
指

定
都

市
及

び
中

核
市

を
除

き
、

特
別

区

を
含
む
。
）
に
対
し
て
周
知
い
た
だ
き
ま

す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 

 （
参
考
）

社
会
福

祉
法

人
定

款
例

（
案

）
の

考
え

方
 

 
○

 
各
法

人
の
定

款
に

記
載

さ
れ

る
こ

と
が

一
般

的
に
多

い
と

思
わ

れ
る

事
項
に

つ
い
て

、
定

款
の

定
め

方
の
一

例
と

し
て

示
す
も
の

で
あ

る
こ

と
。
 

○
 

各
法

人
の
定

款
の

記
載

内
容

に
つ

い
て

は
、

当
該

定
款
例
の

文
言
に

拘
束
さ

れ
る

も
の
で
は

な
い
が

、
必
要

的
記

載
事

項
※
を
全
て

記
載

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
内

容
が

法
令
に

沿
っ
た

も
の
で

あ
る
こ

と
が
必

要
で
あ

る
。

 

 
 
※
記

載
事
項

の
区

分
 

必
要
的

記
載

事
項
 

→
 

全
て

の
事

項
を

定
款

に
記

載
し

な
け
れ

ば
な

ら
な
い

事
項

で
あ

り
、
そ

の
一

つ
で
も

記
載

が

欠
け

る
と

、
定

款
の
効
力

が
生
じ

な
い
事

項
（
法

第
3
1
条
第

1
項
各

号
に
掲

げ
る
事

項
等

）
 

相
対
的

記
載

事
項
 

→
 

必
要

的
記

載
事

項
と

異
な

り
、

記
載
が

な
く

て
も
定

款
の

効
力

に
影
響

は
な

い
が
、

定
款

の

定
め

が
な

け
れ

ば
そ
の
効

力
を
生

じ
な
い

事
項

 

任
意
的

記
載

事
項
 

→
 

法
令

に
違

反
し

な
い

範
囲

で
任

意
に
記

載
す

る
こ
と

が
で

き
る

事
項
で

あ
り

、
記
載

が
な

く

て
も

定
款

の
効

力
に
影
響

は
な
い

が
、
記

載
し
た

も
の
を

変
更
す

る
と
き

は
、
定

款
変
更

の
手

続
が

必
要

と
な

る
事
項
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 2 
 

社
会

福
祉

法
人

定
款

例
 

 社
会

福
祉

法
人

定
款

例
 

社
会

福
祉

法
人

〇
〇

福
祉

会
定

款
 

 

第
一

章
 

総
則

 

 

（
目

的
）

 

第
一

条
 

こ
の

社
会

福
祉

法
人

（
以

下
「

法
人

」
と

い
う

。
）

は
、

多
様

な
福

祉
サ

ー
ビ

ス
が

そ
の

利
用

者
の

意
向

を
尊

重
し

て
総

合
的

に
提

供
さ

れ
る

よ
う

創
意

工
夫

す
る

こ
と

に
よ

り
、

利
用

者
が

、
個

人
の

尊
厳

を
保

持
し

つ

つ
、

自
立

し
た

生
活

を
地

域
社

会
に

お
い

て
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
支

援
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

次
の

社

会
福

祉
事

業
を

行
う

。
 

（
１

）
第

一
種

社
会

福
祉

事
業

 

（
イ

）
障

害
児

入
所

施
設

の
経

営
 

（
ロ

）
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

の
経

営
 

（
ハ

）
障

害
者

支
援

施
設

の
経

営
 

（
２

）
第

二
種

社
会

福
祉

事
業

 

（
イ

）
老

人
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

経
営

 

（
ロ

）
老

人
介

護
支

援
セ

ン
タ

ー
の

経
営

 

（
ハ

）
保

育
所

の
経

営
 

（
ニ

）
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
の

経
営

 

（
ホ

）
相

談
支

援
事

業
の

経
営

 

（
ヘ

）
移

動
支

援
事

業
の

経
営

 

（
ト

）
地

域
活

動
支

援
セ

ン
タ

ー
の

経
営

 

（
チ

）
福

祉
ホ

ー
ム

の
経

営
 

 
（

備
考

）
 

 
 

（
１

）
具

体
的

な
記

載
は

、
社

会
福

祉
法

の
基

本
的

理
念

に
合

致
す

る
も

の
で

あ
る

と
と

も
に

、
そ

れ
ぞ

れ
の

法
人

の
設

立
の

理
念

を
体

現
す

る
も

の
と

す
る

こ
と

。
 

 
 

（
２

）
児

童
福

祉
に

関
す

る
事

業
を

行
う

法
人

に
お

い
て

は
、
「

心
身

と
も

に
健

や
か

に
育

成
さ

れ
る

」
と

の
趣

旨
に

合
致

す
る

も
の

と

す
る

こ
と

。
 

 
 

（
３

）
上

記
記

載
は

、
あ

く
ま

で
一

例
で

あ
る

の
で

、（
１

）
、（

２
）

を
踏

ま
え

、
法

人
の

実
態

に
即

し
た

記
述

と
す

る
こ

と
。

 

 
 

（
４

）
市

町
村

社
会

福
祉

協
議

会
に

あ
っ

て
は

、
次

の
例

に
な

ら
っ

て
記

載
す

る
こ

と
。

 

（
目

的
）

 

第
一

条
 

こ
の

社
会

福
祉

法
人

（
以

下
「

法
人

」
と

い
う

。）
は

、
○

○
市

（
区

町
村

）
に

お
け

る
社

会
福

祉
事

業
そ

の
他

の
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

健
全

な
発

達
及

び
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
の

活
性

化
に

よ
り

、
地

域
福

祉
の

推
進

を
図

る
こ

と
を

目

的
と

し
て

、
次

の
事

業
を

行
う

。
 

（
１

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

企
画

及
び

実
施

 

（
２

）
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
へ

の
住

民
の

参
加

の
た

め
の

援
助

 

（
３

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
に

関
す

る
調

査
、

普
及

、
宣

伝
、

連
絡

、
調

整
及

び
助

成
 

（
案

）
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（
４

）
（

１
）

か
ら

（
３

）
ま

で
に

掲
げ

る
も

の
の

ほ
か

、
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

健
全

な
発

達
を

図
る

た
め

に
必

要

な
事

業
 

（
５

）
地

区
社

会
福

祉
協

議
会

の
相

互
の

連
絡

及
び

事
業

の
調

整
の

事
業

（
指

定
都

市
社

会
福

祉
協

議
会

に
限

る
。）

 

（
６

）
共

同
募

金
事

業
へ

の
協

力
 

（
７

）
福

祉
サ

ー
ビ

ス
利

用
援

助
事

業
 

（
８

）
福

祉
関

係
各

法
に

基
づ

き
実

施
さ

れ
る

事
業

の
経

営
 

（
注

）
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

第
一

条
の

（
１

）
及

び
（

２
）

の
例

に
よ

る
こ

と
。

 

（
９

）
そ

の
他

本
会

の
目

的
達

成
の

た
め

必
要

な
事

業
 

（
５

）
都

道
府

県
社

会
福

祉
協

議
会

に
あ

っ
て

は
、

次
の

例
に

な
ら

っ
て

記
載

す
る

こ
と

。
 

（
目

的
）

 

第
一

条
 

こ
の

社
会

福
祉

法
人

（
以

下
「

法
人

」
と

い
う

。）
は

、
○

○
県

（
都

道
府

）
に

お
け

る
社

会
福

祉
事

業
そ

の
他

の
社

会
福

祉

を
目

的
と

す
る

事
業

の
健

全
な

発
達

及
び

社
会

福
祉

に
関

す
る

活
動

の
活

性
化

に
よ

り
、

地
域

福
祉

の
推

進
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
次

の
事

業
を

行
う

。
 

（
１

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

企
画

及
び

実
施

 
 

 
 

 

（
２

）
社

会
福

祉
に

関
す

る
活

動
へ

の
住

民
の

参
加

の
た

め
の

援
助

 

（
３

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
に

関
す

る
調

査
、

普
及

、
宣

伝
、

連
絡

、
調

整
及

び
助

成
 

（
４

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
を

経
営

す
る

者
へ

の
支

援
に

関
す

る
事

業
 

（
５

）（
１

）
か

ら
（

３
）

ま
で

に
掲

げ
る

も
の

の
ほ

か
、

社
会

福
祉

を
目

的
と

す
る

事
業

の
健

全
な

発
達

を
図

る
た

め
に

必
要

な
事

業
 

（
６

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
に

従
事

す
る

者
の

養
成

及
び

研
修

 

（
７

）
社

会
福

祉
を

目
的

と
す

る
事

業
の

経
営

に
関

す
る

指
導

及
び

助
言

 

（
８

）
市

町
村

社
会

福
祉

協
議

会
の

相
互

の
連

絡
及

び
事

業
の

調
整

 

（
９

）
共

同
募

金
事

業
へ

の
協

力
 

（
1
0
）

○
○

県
福

祉
人

材
セ

ン
タ

ー
の

業
務

の
実

施
 

（
1
1
）

日
常

生
活

自
立

支
援

事
業

 

（
1
2
）

福
祉

関
係

各
法

に
基

づ
き

実
施

さ
れ

る
事

業
の

経
営

 

（
注

）
記

載
に

当
た

っ
て

は
、

第
一

条
の

（
１

）
及

び
（

２
）

の
例

に
よ

る
こ

と
。

 

（
1
3
）

そ
の

他
本

会
の

目
的

達
成

の
た

め
必

要
な

事
業

 

 

（
名

称
）

 

第
二

条
 

こ
の

法
人

は
、

社
会

福
祉

法
人

〇
〇

福
祉

会
と

い
う

。
 

 

（
経

営
の

原
則

等
）

 

第
三

条
 

こ
の

法
人

は
、

社
会

福
祉

事
業

の
主

た
る

担
い

手
と

し
て

ふ
さ

わ
し

い
事

業
を

確
実

、
効

果
的

か
つ

適
正

に
行

う
た

め
、

自
主

的
に

そ
の

経
営

基
盤

の
強

化
を

図
る

と
と

も
に

、
そ

の
提

供
す

る
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

質
の

向

上
並

び
に

事
業

経
営

の
透

明
性

の
確

保
を

図
り

、
も

っ
て

地
域

福
祉

の
推

進
に

努
め

る
も

の
と

す
る

。
 

２
 

こ
の

法
人

は
、

地
域

社
会

に
貢

献
す

る
取

組
と

し
て

、（
地

域
の

独
居

高
齢

者
、

子
育

て
世

帯
、

経
済

的
に

困

窮
す

る
者

 
等

）
を

支
援

す
る

た
め

、
無

料
又

は
低

額
な

料
金

で
福

祉
サ

ー
ビ

ス
を

積
極

的
に

提
供

す
る

も
の

と

す
る

。
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（
事

務
所

の
所

在
地

）
 

第
四

条
 

こ
の

法
人

の
事

務
所

を
〇

〇
県

〇
〇

市
〇

丁
目

〇
〇

番
に

置
く

。
 

２
 

前
項

の
ほ

か
、

従
た

る
事

務
所

を
〇

〇
県

〇
〇

市
〇

丁
目

〇
〇

番
に

置
く

。
 

 

第
二

章
 

評
議

員
 

 

（
評

議
員

の
定

数
）

 

第
五

条
 

こ
の

法
人

に
評

議
員

○
○

名
以

上
○

○
名

以
内

を
置

く
。

 

 

（
評

議
員

の
選

任
及

び
解

任
）

 

第
六

条
 

こ
の

法
人

に
評

議
員

選
任

・
解

任
委

員
会

を
置

き
、

評
議

員
の

選
任

及
び

解
任

は
、

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
に

お
い

て
行

う
。

 

２
 

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
は

、
監

事
○

名
、

事
務

局
員

○
名

、
外

部
委

員
○

名
の

合
計

○
名

で
構

成
す

る
。 

３
 

選
任

候
補

者
の

推
薦

及
び

解
任

の
提

案
は

、
理

事
会

が
行

う
。

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
の

運
営

に
つ

い
て

の
細

則
は

、
理

事
会

に
お

い
て

定
め

る
。

 

４
 

選
任

候
補

者
の

推
薦

及
び

解
任

の
提

案
を

行
う

場
合

に
は

、
当

該
者

が
評

議
員

と
し

て
適

任
及

び
不

適
任

と
判

断
し

た
理

由
を

委
員

に
説

明
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

５
 

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
の

決
議

は
、

委
員

の
過

半
数

が
出

席
し

、
そ

の
過

半
数

を
も

っ
て

行
う

。
た

だ
し

、

外
部

委
員

の
○

名
以

上
が

出
席

し
、

か
つ

、
外

部
委

員
の

○
名

以
上

が
賛

成
す

る
こ

と
を

要
す

る
。

 

（
備

考
）

 

 
評

議
員

の
選

任
及

び
解

任
は

、
上

記
の

評
議

員
選

任
・

解
任

委
員

会
以

外
の

中
立

性
が

確
保

さ
れ

た
方

法
に

よ
る

こ
と

も
可

能
で

あ
る

。
 

 
な

お
、

理
事

又
は

理
事

会
が

評
議

員
を

選
任

し
、

又
は

解
任

す
る

旨
の

定
款

の
定

め
は

効
力

を
有

し
な

い
（

法
第

3
1

条
第

5
項

）。
 

 

（
評

議
員

の
任

期
）

 

第
七

条
 

評
議

員
の

任
期

は
、

選
任

後
四

年
以

内
に

終
了

す
る

会
計

年
度

の
う

ち
最

終
の

も
の

に
関

す
る

定
時

評
議

員
会

の
終

結
の

時
ま

で
と

し
、

再
任

を
妨

げ
な

い
。

 

２
 

評
議

員
は

、
第

五
条

に
定

め
る

定
数

に
足

り
な

く
な

る
と

き
は

、
任

期
の

満
了

又
は

辞
任

に
よ

り
退

任
し

た
後

も
、

新
た

に
選

任
さ

れ
た

者
が

就
任

す
る

ま
で

、
な

お
評

議
員

と
し

て
の

権
利

義
務

を
有

す
る

。
 

（
備

考
）

 

法
第

4
1

条
第

1
項

に
基

づ
き

、
評

議
員

の
任

期
は

、
定

款
に

よ
っ

て
選

任
後

6
年

以
内

に
終

了
す

る
会

計
年

度
の

う
ち

最
終

の
も

の
に

関
す

る
定

時
評

議
員

会
の

終
結

の
時

ま
で

伸
長

す
る

こ
と

も
で

き
る

。
 

 
法

第
4
1

条
第

2
項

に
基

づ
き

、
補

欠
評

議
員

の
任

期
を

退
任

し
た

評
議

員
の

任
期

満
了

時
ま

で
と

す
る

場
合

に
は

、
第

1
項

の
次

に
次

の
一

項
を

加
え

る
こ

と
。

 

２
 

任
期

の
満

了
前

に
退

任
し

た
評

議
員

の
補

欠
と

し
て

選
任

さ
れ

た
評

議
員

の
任

期
は

、
退

任
し

た
評

議
員

の
任

期
の

満
了

す
る

時
ま

で
と

す
る

。
 

 （
評

議
員

の
報

酬
等

）
 

第
八

条
 

評
議

員
に

対
し

て
、

＜
例

：
各

年
度

の
総

額
が

○
○

○
○

○
○

円
を

超
え

な
い

範
囲

で
、

評
議

員
会

に
お

い
て

別
に

定
め

る
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

に
従

っ
て

算
定

し
た

額
を

、
報

酬
と

し
て

＞
支

給
す

る
こ

と
が

で
き

る
。 

（
備

考
）
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無
報

酬
の

場
合

は
、

そ
の

旨
を

定
め

る
こ

と
。

 

民
間

事
業

者
の

役
員

の
報

酬
等

及
び

従
業

員
の

給
与

、
当

該
法

人
の

経
理

の
状

況
そ

の
他

の
事

情
を

考
慮

し
て

、
不

当
に

高
額

な
も

の

と
な

ら
な

い
よ

う
、

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
勤

務
形

態
に

応
じ

た
報

酬
等

の
区

分
及

び
そ

の
額

の
算

定
方

法
並

び
に

支
給

の
方

法
及

び
形

態
に

関
す

る
事

項
を

定
め

た
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

を
定

め
、

公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
（

法
第

4
5

条
の

3
5
、

第
5
9

条
の

2
第

1
項

第
2

号
）。

 

 第
三

章
 

評
議

員
会

 

 （
構

成
）

 

第
九

条
 

評
議

員
会

は
、

全
て

の
評

議
員

を
も

っ
て

構
成

す
る

。
 

 （
権

限
）

 

第
一

〇
条

 
評

議
員

会
は

、
次

の
事

項
に

つ
い

て
決

議
す

る
。

 

(1
) 

理
事

及
び

監
事

＜
並

び
に

会
計

監
査

人
＞

の
選

任
又

は
解

任
 

(2
) 

理
事

及
び

監
事

の
報

酬
等

の
額

 

(3
) 

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

の
基

準
 

(4
) 

計
算

書
類

（
貸

借
対

照
表

及
び

収
支

計
算

書
）

の
承

認
 

(5
) 

定
款

の
変

更
 

(6
) 

残
余

財
産

の
処

分
 

(7
) 

基
本

財
産

の
処

分
 

(8
) 

社
会

福
祉

充
実

計
画

の
承

認
 

(9
) 

そ
の

他
評

議
員

会
で

決
議

す
る

も
の

と
し

て
法

令
又

は
こ

の
定

款
で

定
め

ら
れ

た
事

項
 

（
備

考
）

 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。

 

(2
)に

つ
い

て
は

、
報

酬
の

額
を

定
款

で
定

め
る

場
合

以
外

は
、

評
議

員
会

に
お

い
て

決
定

す
る

必
要

が
あ

る
（

法
第

4
5

条
の

1
6

第
4

項
に

お
い

て
準

用
す

る
一

般
法

人
法

第
8
9

条
、

法
第

4
5

条
の

1
8

第
3

項
に

お
い

て
準

用
す

る
一

般
法

人
法

第
1
0
5

条
第

1
項

）。
 

 

（
開

催
）

 

第
一

一
条

 
評

議
員

会
は

、
定

時
評

議
員

会
と

し
て

毎
年

度
○

月
に

1
回

開
催

す
る

ほ
か

、（
○

月
及

び
）

必
要

が

あ
る

場
合

に
開

催
す

る
。

 

（
備

考
）

 

定
時

評
議

員
会

は
、

年
に

1
回

、
毎

会
計

年
度

の
終

了
後

一
定

の
時

期
に

招
集

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
（

法
第

4
5

条
の

9
第

1
項

）

の
で

、
開

催
時

期
を

定
め

て
お

く
こ

と
が

望
ま

し
い

。
な

お
、「

毎
年

度
○

月
」

に
つ

い
て

は
、

4
月

～
6

月
ま

で
の

範
囲

と
な

る
。

他
方

、

臨
時

評
議

員
会

は
、

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

い
つ

で
も

、
招

集
す

る
こ

と
が

で
き

る
。（

法
第

4
5

条
の

9
第

2
項

）。
 

 

（
招

集
）

 

第
一

二
条

 
評

議
員

会
は

、
法

令
に

別
段

の
定

め
が

あ
る

場
合

を
除

き
、

理
事

会
の

決
議

に
基

づ
き

理
事

長
が

招
集

す
る

。
 

２
 

評
議

員
は

、
理

事
長

に
対

し
、

評
議

員
会

の
目

的
で

あ
る

事
項

及
び

招
集

の
理

由
を

示
し

て
、

評
議

員
会

の
招

集
を

請
求

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
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（
決

議
）

 

第
一

三
条

 
評

議
員

会
の

決
議

は
、

決
議

に
つ

い
て

特
別

の
利

害
関

係
を

有
す

る
評

議
員

を
除

く
評

議
員

の
過

半
数

が
出

席
し

、
そ

の
過

半
数

を
も

っ
て

行
う

。
 

２
 

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

次
の

決
議

は
、

決
議

に
つ

い
て

特
別

の
利

害
関

係
を

有
す

る
評

議
員

を
除

く
評

議
員

の
＜

例
：

3
分

の
2

以
上

＞
に

当
た

る
多

数
を

も
っ

て
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

(1
) 

監
事

の
解

任
 

(2
) 

定
款

の
変

更
 

(3
) 

そ
の

他
法

令
で

定
め

ら
れ

た
事

項
 

３
 

理
事

又
は

監
事

を
選

任
す

る
議

案
を

決
議

す
る

に
際

し
て

は
、

各
候

補
者

ご
と

に
第

1
項

の
決

議
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
理

事
又

は
監

事
の

候
補

者
の

合
計

数
が

第
1
5

条
に

定
め

る
定

数
を

上
回

る
場

合
に

は
、

過
半

数
の

賛
成

を
得

た
候

補
者

の
中

か
ら

得
票

数
の

多
い

順
に

定
数

の
枠

に
達

す
る

ま
で

の
者

を
選

任
す

る
こ

と
と

す
る

。
 

（
備

考
）

 

第
一

項
に

つ
い

て
は

、
法

第
4
5

条
の

9
第

6
項

に
基

づ
き

、
過

半
数

に
代

え
て

、
こ

れ
を

上
回

る
割

合
を

定
款

で
定

め
る

こ
と

も
可

能

で
あ

る
。（

例
：

理
事

の
解

任
等

）
 

第
二

項
に

つ
い

て
は

、
法

第
4
5

条
の

9
第

7
項

に
基

づ
き

、
3

分
の

2
以

上
に

代
え

て
、

こ
れ

を
上

回
る

割
合

を
定

め
る

こ
と

も
可

能

で
あ

る
。

 

 

（
議

事
録

）
 

第
一

四
条

 
評

議
員

会
の

議
事

に
つ

い
て

は
、

法
令

で
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

、
議

事
録

を
作

成
す

る
。

 

２
 

出
席

し
た

評
議

員
及

び
理

事
は

、
前

項
の

議
事

録
に

記
名

押
印

す
る

。
 

（
備

考
）

 

第
二

項
に

か
か

わ
ら

ず
、

議
長

及
び

会
議

に
出

席
し

た
評

議
員

の
う

ち
か

ら
選

出
さ

れ
た

議
事

録
署

名
人

二
名

が
こ

れ
に

記
名

押
印

す

る
こ

と
と

し
て

も
差

し
支

え
な

い
こ

と
。

 

 

第
四

章
 

役
員

及
び
＜
会
計
監
査
人
並
び
に
＞

職
員

 

 

（
役

員
＜

及
び

会
計

監
査

人
＞

の
定

数
）

 

第
一

五
条

 
こ

の
法

人
に

は
、

次
の

役
員

を
置

く
。

 

（
１

）
理

事
 

〇
〇

名
以

上
○

○
名

以
内

 

（
２

）
監

事
 

〇
〇

名
以

内
 

２
 

理
事

の
う

ち
一

名
を

理
事

長
と

す
る

。
 

３
 

理
事

長
以

外
の

理
事

の
う

ち
、

○
名

を
業

務
執

行
理

事
と

す
る

。
 

＜
４

 
こ

の
法

人
に

会
計

監
査

人
を

置
く

。
＞

 

（
備

考
）

 

（
１

）
理

事
は

6
名

以
上

、
監

事
は

2
名

以
上

と
す

る
こ

と
。

 

（
２

）
会

計
監

査
人

を
置

い
て

い
な

い
場

合
、

＜
＞

内
は

不
要

。
 

（
３

）
社

会
福

祉
法

の
名

称
と

は
異

な
る

通
称

名
や

略
称

を
定

款
に

使
用

す
る

場
合

（
例

え
ば

、
理

事
長

を
「

会
長

」
と

表
記

す
る

よ
う

な
場

合
）

に
は

、「
法

律
上

の
名

称
」

と
定

款
で

使
用

す
る

名
称

が
ど

の
よ

う
な

関
係

に
あ

る
の

か
を

、
定

款
上

、
明

確
に

す
る

必
要

が

- 51 -



 7 
 

あ
る

こ
と

。
 

＜
例

＞
理

事
長

、
業

務
執

行
理

事
の

役
職

名
を

、
会

長
、

常
務

理
事

と
す

る
場

合
の

例
 

２
 

理
事

の
う

ち
1

名
を

、
会

長
、

○
名

を
常

務
理

事
と

す
る

。
 

３
 

前
項

の
会

長
を

も
っ

て
社

会
福

祉
法

の
理

事
長

と
し

、
常

務
理

事
を

も
っ

て
同

法
第

4
5

条
の

1
6

第
2

項
第

2
号

の
業

務
執

行
理

事
と

す
る

。
 

 

（
役

員
＜

及
び

会
計

監
査

人
＞

の
選

任
）

 

第
一

六
条

 
理

事
及

び
監

事
＜

並
び

に
会

計
監

査
人

＞
は

、
評

議
員

会
の

決
議

に
よ

っ
て

選
任

す
る

。
 

２
 

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
は

、
理

事
会

の
決

議
に

よ
っ

て
理

事
の

中
か

ら
選

定
す

る
。

 

（
備

考
）

 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。

 

 

（
理

事
の

職
務

及
び

権
限

）
 

第
一

七
条

 
理

事
は

、
理

事
会

を
構

成
し

、
法

令
及

び
こ

の
定

款
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

職
務

を
執

行
す

る
。 

２
 

理
事

長
は

、
法

令
及

び
こ

の
定

款
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

こ
の

法
人

を
代

表
し

、
そ

の
業

務
を

執
行

し
、

業
務

執
行

理
事

は
、

＜
例

：
理

事
会

に
お

い
て

別
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

こ
の

法
人

の
業

務
を

分
担

執
行

す

る
。

＞
 

３
 

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
は

、
3

箇
月

に
1

回
以

上
、

自
己

の
職

務
の

執
行

の
状

況
を

理
事

会
に

報
告

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
備

考
）

 

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
の

自
己

の
職

務
の

執
行

の
状

況
を

理
事

会
に

報
告

す
る

頻
度

に
つ

い
て

は
、

定
款

で
、

毎
会

計
年

度
に

4

月
を

超
え

る
間

隔
で

2
回

以
上

と
す

る
こ

と
も

可
能

で
あ

る
（

法
第

4
5

条
の

1
6

第
3

項
）。

 

＜
例

＞
 

３
 

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
は

、
毎

会
計

年
度

に
4

箇
月

を
超

え
る

間
隔

で
2

回
以

上
、

自
己

の
職

務
の

執
行

の
状

況
を

理
事

会

に
報

告
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 

（
監

事
の

職
務

及
び

権
限

）
 

第
一

八
条

 
監

事
は

、
理

事
の

職
務

の
執

行
を

監
査

し
、
法

令
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、
監

査
報

告
を

作
成

す
る

。
 

２
 

監
事

は
、

い
つ

で
も

、
理

事
及

び
職

員
に

対
し

て
事

業
の

報
告

を
求

め
、

こ
の

法
人

の
業

務
及

び
財

産
の

状
況

の
調

査
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

（
備

考
）

 

 
 

会
計

監
査

人
を

置
く

場
合

は
、

次
の

条
を

追
加

す
る

こ
と

。
 

（
会

計
監

査
人

の
職

務
及

び
権

限
）

 

第
○

条
 

会
計

監
査

人
は

、
法

令
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

こ
の

法
人

の
計

算
書

類
（

貸
借

対
照

表
、

資
金

収
支

計
算

書
及

び
事

業
活

動
計

算
書

）
並

び
に

こ
れ

ら
の

附
属

明
細

書
及

び
財

産
目

録
を

監
査

し
、

会
計

監
査

報
告

を
作

成
す

る
。

 

２
 

会
計

監
査

人
は

、
い

つ
で

も
、

次
に

掲
げ

る
も

の
の

閲
覧

及
び

謄
写

を
し

、
又

は
理

事
及

び
使

用
人

に
対

し
、

会
計

に
関

す
る

報
告

を
求

め
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

(1
) 

会
計

帳
簿

又
は

こ
れ

に
関

す
る

資
料

が
書

面
を

も
っ

て
作

成
さ

れ
て

い
る

と
き

は
、

当
該

書
面

 

(2
) 

会
計

帳
簿

又
は

こ
れ

に
関

す
る

資
料

が
電

磁
的

記
録

を
も

っ
て

作
成

さ
れ

て
い

る
と

き
は

、
当

該
電

磁
的

記
録

に
記

録
さ

れ
た

事

項
を

法
令

で
定

め
る

方
法

に
よ

り
表

示
し

た
も

の
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（
役

員
＜

及
び

会
計

監
査

人
＞

の
任

期
）

 

第
一

九
条

 
理

事
又

は
監

事
の

任
期

は
、

選
任

後
二

年
以

内
に

終
了

す
る

会
計

年
度

の
う

ち
最

終
の

も
の

に
関

す
る

定
時

評
議

員
会

の
終

結
の

時
ま

で
と

し
、

再
任

を
妨

げ
な

い
。

 

２
 

理
事

又
は

監
事

は
、

第
一

五
条

に
定

め
る

定
数

に
足

り
な

く
な

る
と

き
は

、
任

期
の

満
了

又
は

辞
任

に
よ

り
退

任
し

た
後

も
、
新

た
に

選
任

さ
れ

た
者

が
就

任
す

る
ま

で
、
な

お
理

事
又

は
監

事
と

し
て

の
権

利
義

務
を

有
す

る
。 

＜
３

 
会

計
監

査
人

の
任

期
は

、
選

任
後

一
年

以
内

に
終

了
す

る
会

計
年

度
の

う
ち

最
終

の
も

の
に

関
す

る
定

時
評

議
員

会
の

終
結

の
時

ま
で

と
す

る
。

た
だ

し
、

そ
の

定
時

評
議

員
会

に
お

い
て

別
段

の
決

議
が

さ
れ

な
か

っ
た

と

き
は

、
再

任
さ

れ
た

も
の

と
み

な
す

。
＞

 

（
備

考
一

）
 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。

 

（
備

考
二

）
 

理
事

の
任

期
は

、
定

款
に

よ
っ

て
短

縮
す

る
こ

と
も

で
き

る
（

法
第

4
5

条
）。

 

 
法

第
4
5

条
に

基
づ

き
、

補
欠

理
事

又
は

監
事

の
任

期
を

退
任

し
た

理
事

又
は

監
事

の
任

期
満

了
時

ま
で

と
す

る
場

合
に

は
、

第
1

項
の

次
に

次
の

一
項

を
加

え
る

こ
と

。
 

２
 

補
欠

と
し

て
選

任
さ

れ
た

理
事

又
は

監
事

の
任

期
は

、
前

任
者

の
任

期
の

満
了

す
る

時
ま

で
と

す
る

。
 

 

（
役

員
＜

及
び

会
計

監
査

人
＞

の
解

任
）

 

第
二

〇
条

 
理

事
又

は
監

事
が

、
次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

と
き

は
、

評
議

員
会

の
決

議
に

よ
っ

て
解

任
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

(1
) 

職
務

上
の

義
務

に
違

反
し

、
又

は
職

務
を

怠
っ

た
と

き
。

 

(2
) 

心
身

の
故

障
の

た
め

、
職

務
の

執
行

に
支

障
が

あ
り

、
又

は
こ

れ
に

堪
え

な
い

と
き

。
 

＜
２

 
会

計
監

査
人

が
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
と

き
は

、
評

議
員

会
の

決
議

に
よ

っ
て

解
任

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

(1
) 

職
務

上
の

義
務

に
違

反
し

、
又

は
職

務
を

怠
っ

た
と

き
。

 

(2
) 

会
計

監
査

人
と

し
て

ふ
さ

わ
し

く
な

い
非

行
が

あ
っ

た
と

き
。

 

(3
) 

心
身

の
故

障
の

た
め

、
職

務
の

執
行

に
支

障
が

あ
り

、
又

は
こ

れ
に

堪
え

な
い

と
き

。
 

３
 

監
事

は
、

会
計

監
査

人
が

、
前

項
各

号
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
と

き
は

、（
監

事
全

員
の

同
意

に
よ

り
、）

会

計
監

査
人

を
解

任
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ
の

場
合

、
監

事
は

、
解

任
し

た
旨

及
び

解
任

の
理

由
を

、
解

任
後

最

初
に

招
集

さ
れ

る
評

議
員

会
に

報
告

す
る

も
の

と
す

る
。

＞
 

（
備

考
）

 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。

 

 

（
役

員
＜

及
び

会
計

監
査

人
＞

の
報

酬
等

）
 

第
二

一
条

 
理

事
及

び
監

事
に

対
し

て
、

＜
例

：
評

議
員

会
に

お
い

て
別

に
定

め
る

総
額

の
範

囲
内

で
、

評
議

員
会

に
お

い
て

別
に

定
め

る
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

に
従

っ
て

算
定

し
た

額
を

＞
報

酬
等

と
し

て
支

給
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

＜
２

 
会

計
監

査
人

に
対

す
る

報
酬

等
は

、
監

事
の

過
半

数
の

同
意

を
得

て
、

理
事

会
に

お
い

て
定

め
る

。
＞

 

（
備

考
）

 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。
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（
職

員
）

 

第
二

二
条

 
こ

の
法

人
に

、
職

員
を

置
く

。
 

２
 

こ
の

法
人

の
設

置
経

営
す

る
施

設
の

長
他

の
重

要
な

職
員

（
以

下
「

施
設

長
等

」
と

い
う

。
）

は
、

理
事

会
に

お
い

て
、

選
任

及
び

解
任

す
る

。
 

３
 

施
設

長
等

以
外

の
職

員
は

、
理

事
長

が
任

免
す

る
。

 

（
備

考
一

）
 

運
営

協
議

会
を

設
け

る
場

合
に

は
、

定
款

に
次

の
章

を
加

え
る

こ
と

。
 

第
〇

章
 

運
営

協
議

会
 

（
運

営
協

議
会

の
設

置
）

 

第
〇

条
 

こ
の

法
人

に
、

運
営

協
議

会
を

置
く

。
 

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

定
数

）
 

第
○

条
 

運
営

協
議

会
の

委
員

は
○

名
と

す
る

。
 

 
 

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

選
任

）
 

第
○

条
 

運
営

協
議

会
の

委
員

は
、

各
号

に
掲

げ
る

者
か

ら
理

事
長

が
選

任
す

る
。

 

(1
) 

地
域

の
代

表
者

 

(2
) 

利
用

者
又

は
利

用
者

の
家

族
の

代
表

者
 

(3
) 

そ
の

他
理

事
長

が
適

当
と

認
め

る
者

 

（
運

営
協

議
会

の
委

員
の

定
数

の
変

更
）

 

第
○

条
 

法
人

が
前

条
に

定
め

る
定

数
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

運
営

協
議

会
の

意
見

を
聴

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

（
意

見
の

聴
取

）
 

 

第
○

条
 

理
事

長
は

、
必

要
に

応
じ

て
、

運
営

協
議

会
か

ら
、

地
域

や
利

用
者

の
意

見
を

聴
取

す
る

も
の

と
す

る
。

 

（
そ

の
他

）
 

第
〇

条
 

運
営

協
議

会
に

つ
い

て
は

、
こ

の
定

款
に

定
め

の
あ

る
も

の
の

ほ
か

、
別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

も
の

と
す

る
。

 

 （
備

考
二

）
 

社
会

福
祉

協
議

会
及

び
社

団
的

な
法

人
で

会
員

制
度

を
設

け
る

社
会

福
祉

法
人

は
、

定
款

に
次

の
章

を
加

え
る

こ
と

。
 

第
〇

章
 

会
員

 

（
会

員
）

 
 

 

第
〇

条
 

こ
の

法
人

に
会

員
を

置
く

。
 

２
 

会
員

は
、

こ
の

法
人

の
目

的
に

賛
同

し
、

目
的

達
成

の
た

め
必

要
な

援
助

を
行

う
も

の
と

す
る

。
 

３
 

会
員

に
関

す
る

規
程

は
、

別
に

定
め

る
。

 

 

（
備

考
三

）
 

都
道

府
県

社
会

福
祉

協
議

会
で

あ
る

社
会

福
祉

法
人

は
、

定
款

に
次

の
章

を
加

え
る

こ
と

。
 

第
〇

章
 

運
営

適
正

化
委

員
会

 

（
運

営
適

正
化

委
員

会
の

設
置

）
 

第
〇

条
 

こ
の

法
人

に
、

社
会

福
祉

法
に

規
定

す
る

運
営

適
正

化
委

員
会

（
以

下
「

運
営

適
正

化
委

員
会

」
と

い
う

。）
を

置
く

。
 

（
運

営
適

正
化

委
員

会
の

委
員

の
定

数
）

 

第
○

条
 

運
営

適
正

化
委

員
会

の
委

員
は

○
名

と
す

る
。
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（
運

営
適

正
化

委
員

会
の

委
員

の
選

任
）

 

第
○

条
 

運
営

適
正

化
委

員
会

の
委

員
は

、
本

法
人

に
置

か
れ

る
選

考
委

員
会

の
同

意
を

得
て

、
会

長
が

選
任

す
る

。
 

（
運

営
適

正
化

委
員

会
の

委
員

の
定

数
の

変
更

）
 

第
○

条
 

法
人

が
前

条
に

定
め

る
定

数
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

運
営

適
正

化
委

員
会

の
意

見
を

聴
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
業

務
の

報
告

）
 

 

第
○

条
 

運
営

適
正

化
委

員
会

は
そ

の
業

務
の

状
況

及
び

成
果

に
つ

い
て

、
理

事
会

に
定

期
的

に
報

告
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
そ

の
他

）
 

第
〇

条
 

運
営

適
正

化
委

員
会

に
つ

い
て

は
、

法
令

等
及

び
こ

の
定

款
に

定
め

の
あ

る
も

の
の

ほ
か

、
別

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

も
の

と
す

る
。

 

 

第
五

章
 

理
事

会
 

 

（
構

成
）

 

第
二

三
条

 
理

事
会

は
、

全
て

の
理

事
を

も
っ

て
構

成
す

る
。

 

 

（
権

限
）

 

第
二

四
条

 
理

事
会

は
、

次
の

職
務

を
行

う
。

た
だ

し
、

日
常

の
業

務
と

し
て

理
事

会
が

定
め

る
も

の
に

つ
い

て
は

理
事

長
が

専
決

し
、

こ
れ

を
理

事
会

に
報

告
す

る
。

 

(1
) 

こ
の

法
人

の
業

務
執

行
の

決
定

 

(2
) 

理
事

の
職

務
の

執
行

の
監

督
 

(3
) 

理
事

長
及

び
業

務
執

行
理

事
の

選
定

及
び

解
職

 

（
備

考
）

 
 

（
１

）「
日

常
の

業
務

と
し

て
理

事
会

が
定

め
る

も
の

」
の

例
と

し
て

は
、

次
の

よ
う

な
業

務
が

あ
る

。
な

お
、

こ
れ

ら
は

例
示

で
あ

っ
て

、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
き

、
こ

れ
ら

以
外

の
業

務
で

あ
っ

て
も

理
事

会
に

お
い

て
定

め
る

こ
と

は
差

し
支

え
な

い

こ
と

。
 

①
 

「
施

設
長

等
の

任
免

そ
の

他
重

要
な

人
事

」
を

除
く

職
員

の
任

免
 

（
注

）
理

事
長

が
専

決
で

き
る

人
事

の
範

囲
に

つ
い

て
は

、
法

人
と

し
て

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事

会
が

あ
ら

か
じ

め
法

人
の

定
款

細
則

等
に

規
定

し
て

お
く

こ
と

。
 

②
 

職
員

の
日

常
の

労
務

管
理

・
福

利
厚

生
に

関
す

る
こ

と
 

③
 

債
権

の
免

除
・

効
力

の
変

更
の

う
ち

、
当

該
処

分
が

法
人

に
有

利
で

あ
る

と
認

め
ら

れ
る

も
の

、
そ

の
他

や
む

を
得

な
い

特
別

の

理
由

が
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
も

の
 

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。
 

（
注

）
当

該
処

分
に

つ
い

て
理

事
長

個
人

が
特

別
の

利
害

関
係

を
有

す
る

場
合

は
、

理
事

会
に

お
い

て
選

任
す

る
他

の
理

事
が

専
決

す
る

こ
と

。
 

④
 

設
備

資
金

の
借

入
に

係
る

契
約

で
あ

っ
て

予
算

の
範

囲
内

の
も

の
 

（
注

）
当

該
契

約
に

つ
い

て
理

事
長

個
人

が
特

別
の

利
害

関
係

を
有

す
る

場
合

は
、

理
事

会
に

お
い

て
選

任
す

る
他

の
理

事
が

専
決

す
る

こ
と

。
 

⑤
 

建
設

工
事

請
負

や
物

品
納

入
等

の
契

約
の

う
ち

次
の

よ
う

な
軽

微
な

も
の

 

ア
 

日
常

的
に

消
費

す
る

給
食

材
料

、
消

耗
品

等
の

日
々

の
購

入
 

イ
 

施
設

設
備

の
保

守
管

理
、

物
品

の
修

理
等
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ウ
 

緊
急

を
要

す
る

物
品

の
購

入
等

 

（
注

１
）

理
事

長
が

専
決

で
き

る
契

約
の

金
額

及
び

範
囲

に
つ

い
て

は
、

随
意

契
約

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
場

合
の

基
準

も
参

酌
し

な
が

ら
、

法
人

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事
会

が
あ

ら
か

じ
め

法
人

の
定

款
細

則
等

に
規

定
し

て

お
く

こ
と

。
 

（
注

２
）

当
該

契
約

に
つ

い
て

理
事

長
個

人
が

特
別

の
利

害
関

係
を

有
す

る
場

合
は

、
理

事
会

に
お

い
て

選
任

す
る

他
の

理
事

が
専

決
す

る
こ

と
。

 

⑥
 

基
本

財
産

以
外

の
固

定
資

産
の

取
得

及
び

改
良

等
の

た
め

の
支

出
並

び
に

こ
れ

ら
の

処
分

 

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。
 

（
注

１
）

理
事

長
が

専
決

で
き

る
取

得
等

の
範

囲
に

つ
い

て
は

、
法

人
の

判
断

に
よ

り
決

定
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
の

で
、

理
事

会

が
あ

ら
か

じ
め

法
人

の
定

款
細

則
等

に
規

定
し

て
お

く
こ

と
。

 

（
注

２
）

当
該

取
得

等
に

つ
い

て
理

事
長

個
人

が
特

別
の

利
害

関
係

を
有

す
る

場
合

は
、

理
事

会
に

お
い

て
選

任
す

る
他

の
理

事
が

専

決
す

る
こ

と
。

 

⑦
 

損
傷

そ
の

他
の

理
由

に
よ

り
不

要
と

な
っ

た
物

品
又

は
修

理
を

加
え

て
も

使
用

に
耐

え
な

い
と

認
め

ら
れ

る
物

品
の

売
却

又
は

廃

棄
 た

だ
し

、
法

人
運

営
に

重
大

な
影

響
が

あ
る

固
定

資
産

を
除

く
。

 

（
注

１
）

理
事

長
が

専
決

で
処

分
で

き
る

固
定

資
産

等
の

範
囲

に
つ

い
て

は
、

法
人

の
判

断
に

よ
り

決
定

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

の
で

、
理

事
会

が
あ

ら
か

じ
め

法
人

の
定

款
細

則
等

に
規

定
し

て
お

く
こ

と
。

 

（
注

２
）

当
該

売
却

等
に

つ
い

て
理

事
長

個
人

が
特

別
の

利
害

関
係

を
有

す
る

場
合

は
、

理
事

会
に

お
い

て
選

任
す

る
他

の
理

事
が

専
決

す
る

こ
と

。
 

⑧
 

予
算

上
の

予
備

費
の

支
出

 

⑨
 

入
所

者
・

利
用

者
の

日
常

の
処

遇
に

関
す

る
こ

と
 

⑩
 

入
所

者
の

預
り

金
の

日
常

の
管

理
に

関
す

る
こ

と
 

⑪
 

寄
付

金
の

受
入

れ
に

関
す

る
決

定
 

た
だ

し
、

法
人

運
営

に
重

大
な

影
響

が
あ

る
も

の
を

除
く

。
 

（
注

）
寄

付
金

の
募

集
に

関
す

る
事

項
は

専
決

で
き

な
い

こ
と

。
 

な
お

、
こ

れ
ら

の
中

に
は

諸
規

程
に

お
い

て
定

め
る

契
約

担
当

者
に

委
任

さ
れ

る
も

の
も

含
ま

れ
る

。
 

 

（
招

集
）

 

第
二

五
条

 
理

事
会

は
、

理
事

長
が

招
集

す
る

。
 

２
 

理
事

長
が

欠
け

た
と

き
又

は
理

事
長

に
事

故
が

あ
る

と
き

は
、

各
理

事
が

理
事

会
を

招
集

す
る

。
 

 

（
決

議
）

 

第
二

六
条

 
理

事
会

の
決

議
は

、
決

議
に

つ
い

て
特

別
の

利
害

関
係

を
有

す
る

理
事

を
除

く
理

事
の

過
半

数
が

出
席

し
、

そ
の

過
半

数
を

も
っ

て
行

う
。

 

２
 

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

社
会

福
祉

法
第

4
5

条
の

1
4

第
9

項
に

お
い

て
準

用
す

る
一

般
社

団
法

人
及

び
一

般
財

団
法

人
に

関
す

る
法

律
第

9
6

条
の

要
件

を
満

た
し

た
と

き
は

、
理

事
会

の
決

議
が

あ
っ

た
も

の
と

み

な
す

。
 

（
備

考
）

 

第
一

項
に

つ
い

て
は

、
法

第
4
5

条
の

1
4

第
4

項
に

基
づ

き
、

過
半

数
に

代
え

て
、

こ
れ

を
上

回
る

割
合

を
定

款
で

定
め

る
こ

と
も

可

能
で

あ
る

。
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（
議

事
録

）
 

第
二

七
条

 
理

事
会

の
議

事
に

つ
い

て
は

、
法

令
で

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

議
事

録
を

作
成

す
る

。
 

２
 

出
席

し
た

理
事

及
び

監
事

は
、

前
項

の
議

事
録

に
記

名
押

印
す

る
。

 

（
備

考
）

 

定
款

で
、

記
名

押
印

す
る

者
を

、
当

該
理

事
会

に
出

席
し

た
理

事
長

及
び

監
事

と
す

る
こ

と
も

で
き

る
（

法
第

4
5

条
の

1
4

第
6

項
）。

 

 

第
六

章
 

資
産

及
び

会
計

 

 

（
資

産
の

区
分

）
 

第
二

八
条

 
こ

の
法

人
の

資
産

は
、

こ
れ

を
分

け
て

基
本

財
産

と
そ

の
他

財
産

の
二

種
と

す
る

。
 

２
 

基
本

財
産

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

財
産

を
も

っ
て

構
成

す
る

。
 

（
１

）
〇

〇
県

〇
〇

市
〇

丁
目

〇
〇

番
所

在
の

木
造

瓦
葺

平
家

建
〇

〇
保

育
園

園
舎

 
一

棟
（

 
 

 
平

方
メ

ー

ト
ル

）
 

（
２

）
〇

〇
県

〇
〇

市
〇

丁
目

〇
〇

番
所

在
の

〇
〇

保
育

園
 

敷
地

（
平

方
 

 
 

メ
ー

ト
ル

）
 

３
 

そ
の

他
財

産
は

、
基

本
財

産
以

外
の

財
産

と
す

る
。

 

４
 

基
本

財
産

に
指

定
さ

れ
て

寄
附

さ
れ

た
金

品
は

、
速

や
か

に
第

二
項

に
掲

げ
る

た
め

、
必

要
な

手
続

を
と

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 
（

備
考

）
 

公
益

及
び

収
益

を
目

的
と

す
る

事
業

を
行

う
場

合
に

は
、

次
の

よ
う

に
記

載
す

る
こ

と
。

 

（
資

産
の

区
分

）
 

 
 

第
二

八
条

 
こ

の
法

人
の

資
産

は
、

こ
れ

を
分

け
て

基
本

財
産

、
そ

の
他

財
産

、
公

益
事

業
用

財
産

及
び

収
益

事
業

用
財

産
（

公
益

事
業

又
は

収
益

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

当
該

事
業

用
財

産
の

み
を

記
載

）
の

四
種

（
公

益
事

業
又

は
収

益
事

業
の

い
ず

れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

三
種

）
と

す
る

。
 

２
 

本
文

第
二

項
に

同
じ

。
 

３
 

そ
の

他
財

産
は

、
基

本
財

産
、

公
益

事
業

用
財

産
及

び
収

益
事

業
用

財
産

（
公

益
事

業
又

は
収

益
事

業
の

い
ず

れ
か

一
方

を
行

う
場

合
は

、
当

該
事

業
用

財
産

の
み

を
記

載
）

以
外

の
財

産
と

す
る

。
 

４
 

公
益

事
業

用
財

産
及

び
収

益
事

業
用

財
産

（
公

益
事

業
又

は
収

益
事

業
の

い
ず

れ
か

一
方

を
行

う
場

合
は

、
当

該
事

業
用

財
産

の
み

を
記

載
）

は
、

第
〇

条
に

掲
げ

る
公

益
を

目
的

と
す

る
事

業
及

び
第

〇
条

に
掲

げ
る

収
益

を
目

的
と

す
る

事
業

（
公

益
を

目
的

と
す

る

事
業

又
は

収
益

を
目

的
と

す
る

事
業

の
い

ず
れ

か
一

方
を

行
う

場
合

は
、

当
該

事
業

の
み

を
記

載
）

の
用

に
供

す
る

財
産

と
す

る
。

 

５
 

本
文

第
四

項
に

同
じ

。
 

 

（
基

本
財

産
の

処
分

）
 

第
二

九
条

 
基

本
財

産
を

処
分

し
、

又
は

担
保

に
供

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

理
事

会
及

び
評

議
員

会
の

承
認

を
得

て
、〔

所
轄

庁
〕

の
承

認
を

得
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

た
だ

し
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る

場
合

に
は

、〔
所

轄
庁

〕
の

承
認

は
必

要
と

し
な

い
。

 

一
 

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

に
対

し
て

基
本

財
産

を
担

保
に

供
す

る
場

合
 

二
 

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

と
協

調
融

資
（

独
立

行
政

法
人

福
祉

医
療

機
構

の
福

祉
貸

付
が

行
う

施
設

整

備
の

た
め

の
資

金
に

対
す

る
融

資
と

併
せ

て
行

う
同

一
の

財
産

を
担

保
と

す
る

当
該

施
設

整
備

の
た

め
の

資

金
に

対
す

る
融

資
を

い
う

。
以

下
同

じ
。
）

に
関

す
る

契
約

を
結

ん
だ

民
間

金
融

機
関

に
対

し
て

基
本

財
産

を
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担
保

に
供

す
る

場
合

（
協

調
融

資
に

係
る

担
保

に
限

る
。）

 

 

（
資

産
の

管
理

）
 

第
三

〇
条

 
こ

の
法

人
の

資
産

は
、

理
事

会
の

定
め

る
方

法
に

よ
り

、
理

事
長

が
管

理
す

る
。

 

２
 

資
産

の
う

ち
現

金
は

、
確

実
な

金
融

機
関

に
預

け
入

れ
、

確
実

な
信

託
会

社
に

信
託

し
、

又
は

確
実

な
有

価
証

券
に

換
え

て
、

保
管

す
る

。
 

（
備

考
）

 

基
本

財
産

以
外

の
資

産
に

お
い

て
、

株
式

投
資

又
は

株
式

を
含

む
投

資
信

託
等

に
よ

る
管

理
運

用
を

行
う

場
合

に
は

、
第

二
項

の
次

に

次
の

一
項

を
加

え
る

。
 

３
 

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

基
本

財
産

以
外

の
資

産
の

現
金

の
場

合
に

つ
い

て
は

、
理

事
会

の
議

決
を

経
て

、
株

式
に

換
え

て
保

管
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 

（
事

業
計

画
及

び
収

支
予

算
）

 

第
三

一
条

 
こ

の
法

人
の

事
業

計
画

書
、

収
支

予
算

書
、

資
金

調
達

及
び

設
備

投
資

の
見

込
み

を
記

載
し

た
書

類
に

つ
い

て
は

、
毎

会
計

年
度

開
始

の
日

の
前

日
ま

で
に

、
理

事
長

が
作

成
し

、
＜

例
1
：

理
事

会
の

承
認

、
例

2
：

理
事

会
の

決
議

を
経

て
、

評
議

員
会

の
承

認
＞

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

こ
れ

を
変

更
す

る
場

合
も

、
同

様

と
す

る
。

 

２
 

前
項

の
書

類
に

つ
い

て
は

、
主

た
る

事
務

所
（

及
び

従
た

る
事

務
所

）
に

、
当

該
事

業
年

度
が

終
了

す
る

ま
で

の
間

備
え

置
き

、
一

般
の

閲
覧

に
供

す
る

も
の

と
す

る
。

 

 

（
事

業
報

告
及

び
決

算
）

 

第
三

二
条

 
こ

の
法

人
の

事
業

報
告

及
び

決
算

に
つ

い
て

は
、

毎
会

計
年

度
終

了
後

、
理

事
長

が
次

の
書

類
を

作
成

し
、

監
事

の
監

査
を

受
け

た
上

で
、

理
事

会
の

承
認

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

(1
) 

事
業

報
告

 

(2
) 

事
業

報
告

の
附

属
明

細
書

 

(3
) 

貸
借

対
照

表
 

(4
) 

収
支

計
算

書
（

資
金

収
支

計
算

書
及

び
事

業
活

動
計

算
書

）
 

(5
) 

貸
借

対
照

表
及

び
収

支
計

算
書

（
資

金
収

支
計

算
書

及
び

事
業

活
動

計
算

書
）

の
附

属
明

細
書

 

(6
) 

財
産

目
録

 

２
 

前
項

の
承

認
を

受
け

た
書

類
の

う
ち

、
第

1
号

、
第

3
号

、
第

4
号

の
書

類
に

つ
い

て
は

、
定

時
評

議
員

会
に

提
出

し
、

第
1

号
の

書
類

に
つ

い
て

は
そ

の
内

容
を

報
告

し
、

そ
の

他
の

書
類

に
つ

い
て

は
、

承
認

を
受

け
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

第
1

項
の

書
類

の
ほ

か
、

次
の

書
類

を
主

た
る

事
務

所
に

5
年

間
（

、
ま

た
、

従
た

る
事

務
所

に
3

年
間

）
備

え
置

き
、
一

般
の

閲
覧

に
供

す
る

と
と

も
に

、
定

款
を

主
た

る
事

務
所
（

及
び

従
た

る
事

務
所

に
）
に

備
え

置
き

、

一
般

の
閲

覧
に

供
す

る
も

の
と

す
る

。
 

(1
) 

監
査

報
告

 

(2
) 

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
名

簿
 

(3
) 

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

を
記

載
し

た
書

類
 

(4
) 

事
業

の
概

要
等

を
記

載
し

た
書

類
 

（
備

考
）

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

る
場

合
の

例
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第
三

二
条

 
こ

の
法

人
の

事
業

報
告

及
び

決
算

に
つ

い
て

は
、

毎
会

計
年

度
終

了
後

、
理

事
長

が
次

の
書

類
を

作
成

し
、

監
事

の
監

査
を

受
け

、
か

つ
、

第
3

号
か

ら
第

6
号

ま
で

の
書

類
に

つ
い

て
会

計
監

査
人

の
監

査
を

受
け

た
上

で
、

理
事

会
の

承
認

を
受

け
な

け
れ

ば

な
ら

な
い

。
 

(1
) 

事
業

報
告

 

(2
) 

事
業

報
告

の
附

属
明

細
書

 

(3
) 

貸
借

対
照

表
 

(4
) 

収
支

計
算

書
（

資
金

収
支

計
算

書
及

び
事

業
活

動
計

算
書

）
 

(5
) 

貸
借

対
照

表
及

び
収

支
計

算
書

（
資

金
収

支
計

算
書

及
び

事
業

活
動

計
算

書
）

の
附

属
明

細
書

 

(6
) 

財
産

目
録

 

２
 

前
項

の
承

認
を

受
け

た
書

類
の

う
ち

、
第

1
号

、
第

3
号

、
第

4
号

の
書

類
に

つ
い

て
は

、
定

時
評

議
員

会
に

報
告

す
る

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

社
会

福
祉

法
施

行
規

則
第

○
○

条
に

定
め

る
要

件
に

該
当

し
な

い
場

合
に

は
、

第
1

号
の

書
類

を
除

き
、

定
時

評
議

員

会
へ

の
報

告
に

代
え

て
、

定
時

評
議

員
会

の
承

認
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

３
 

第
1

項
の

書
類

の
ほ

か
、

次
の

書
類

を
主

た
る

事
務

所
に

5
年

間
（

、
ま

た
、

従
た

る
事

務
所

に
3

年
間

）
備

え
置

き
、

一
般

の
閲

覧
に

供
す

る
と

と
も

に
、

定
款

を
主

た
る

事
務

所
（

及
び

従
た

る
事

務
所

）
に

備
え

置
き

、
一

般
の

閲
覧

に
供

す
る

も
の

と
す

る
。

 

(1
) 

監
査

報
告

 

(2
) 

会
計

監
査

報
告

 

(3
) 

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
名

簿
 

(4
) 

理
事

及
び

監
事

並
び

に
評

議
員

の
報

酬
等

の
支

給
の

基
準

を
記

載
し

た
書

類
 

(5
) 

事
業

の
概

要
等

を
記

載
し

た
書

類
 

 

（
会

計
年

度
）

 

第
三

三
条

 
こ

の
法

人
の

会
計

年
度

は
、

毎
年

四
月

一
日

に
始

ま
り

、
翌

年
三

月
三

一
日

を
も

っ
て

終
わ

る
。

 

 

（
会

計
処

理
の

基
準

）
 

第
三

四
条

 
こ

の
法

人
の

会
計

に
関

し
て

は
、

法
令

等
及

び
こ

の
定

款
に

定
め

の
あ

る
も

の
の

ほ
か

、
理

事
会

に
お

い
て

定
め

る
経

理
規

程
に

よ
り

処
理

す
る

。
 

 

（
臨

機
の

措
置

）
 

第
三

五
条

 
予

算
を

も
っ

て
定

め
る

も
の

の
ほ

か
、

新
た

に
義

務
の

負
担

を
し

、
又

は
権

利
の

放
棄

を
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
理

事
総

数
の

三
分

の
二

以
上

の
同

意
が

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 
（

備
考

一
）

 
 

公
益

事
業

を
行

う
社

会
福

祉
法

人
は

、
定

款
に

次
の

章
を

加
え

る
こ

と
。

 

第
〇

章
 

公
益

を
目

的
と

す
る

事
業

 

（
種

別
）

 

第
〇

条
 

こ
の

法
人

は
、

社
会

福
祉

法
第

二
六

条
の

規
定

に
よ

り
、

利
用

者
が

、
個

人
の

尊
厳

を
保

持
し

つ
つ

、
自

立
し

た
生

活
を

地
域

社
会

に
お

い
て

営
む

こ
と

が
で

き
る

よ
う

支
援

す
る

こ
と

な
ど

を
目

的
と

し
て

、
次

の
事

業
を

行
う

。
 

（
１

）
〇

〇
の

事
業

 

（
２

）
〇

〇
の

事
業

 
 

 

２
 

前
項

の
事

業
の

運
営

に
関

す
る

事
項

に
つ

い
て

は
、

理
事

総
数

の
三

分
の

二
以

上
の

同
意

を
得

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
注

１
）

具
体

的
な

目
的

の
記

載
は

、
事

業
の

種
別

に
応

じ
、

社
会

福
祉

法
の

基
本

的
理

念
及

び
そ

れ
ぞ

れ
の

法
人

の
理

念
に

沿
っ

て
記
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載
す

る
こ

と
。

 

（
注

２
）

上
記

記
載

は
、

あ
く

ま
で

一
例

で
あ

る
の

で
、（

注
１

）
を

踏
ま

え
、

法
人

の
実

態
に

即
し

た
記

述
と

す
る

こ
と

。
 

（
注

３
）

公
益

事
業

の
う

ち
、

規
模

が
小

さ
く

社
会

福
祉

事
業

と
一

体
的

に
行

わ
れ

る
事

業
又

は
社

会
福

祉
事

業
の

用
に

供
す

る
施

設
の

機
能

を
活

用
し

て
行

う
事

業
に

つ
い

て
は

、
必

ず
し

も
定

款
の

変
更

を
行

う
こ

と
を

要
し

な
い

こ
と

。
 

（
備

考
二

）
 

収
益

事
業

を
行

う
社

会
福

祉
法

人
は

、
定

款
に

次
の

章
を

加
え

る
こ

と
。

 

第
〇

章
 

収
益

を
目

的
と

す
る

事
業

 

（
種

別
）

 

第
〇

条
 

こ
の

法
人

は
、

社
会

福
祉

法
第

二
六

条
の

規
定

に
よ

り
、

次
の

事
業

を
行

う
。

 

（
１

）
〇

〇
業

 

（
２

）
〇

〇
業

 

２
 

前
項

の
事

業
の

運
営

に
関

す
る

事
項

に
つ

い
て

は
、

理
事

総
数

の
三

分
の

二
以

上
の

同
意

を
得

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

（
備

考
）

 

事
業

種
類

は
、

事
業

の
内

容
が

理
解

で
き

る
よ

う
具

体
的

に
記

載
す

る
こ

と
。

 

（
収

益
の

処
分

）
 

 

第
〇

条
 

前
条

の
規

定
に

よ
っ

て
行

う
事

業
か

ら
生

じ
た

収
益

は
、

こ
の

法
人

の
行

う
社

会
福

祉
事

業
又

は
公

益
事

業
（

社
会

福
祉

法
施

行
令

（
昭

和
三

三
年

政
令

第
一

八
五

号
）

第
一

三
条

及
び

平
成

一
四

年
厚

生
労

働
省

告
示

第
二

八
三

号
に

掲
げ

る
も

の
に

限
る

。）
に

充

て
る

も
の

と
す

る
。

 

（
備

考
）

 

母
子

及
び

寡
婦

福
祉

法
（

昭
和

三
九

年
法

律
第

一
二

九
号

）
第

一
四

条
に

基
づ

く
資

金
の

貸
付

を
受

け
て

行
う

、
同

法
施

行
令

（
昭

和
三

九
年

政
令

第
二

二
四

号
）

第
六

条
第

一
項

各
号

に
掲

げ
る

事
業

に
つ

い
て

は
、

本
条

は
必

要
な

い
こ

と
。

 

 

第
七

章
 

解
散

 

 

（
解

散
）

 

第
三

六
条

 
こ

の
法

人
は

、
社

会
福

祉
法

第
四

六
条

第
一

項
第

一
号

及
び

第
三

号
か

ら
第

六
号

ま
で

の
解

散
事

由
に

よ
り

解
散

す
る

。
 

 

（
残

余
財

産
の

帰
属

）
 

第
三

七
条

 
解

散
（

合
併

又
は

破
産

に
よ

る
解

散
を

除
く

。
）

し
た

場
合

に
お

け
る

残
余

財
産

は
、

評
議

員
会

の
決

議
を

得
て

、
社

会
福

祉
法

人
並

び
に

社
会

福
祉

事
業

を
行

う
学

校
法

人
及

び
公

益
財

団
法

人
の

う
ち

か
ら

選
出

さ

れ
た

も
の

に
帰

属
す

る
。

 

 

第
八

章
 

定
款

の
変

更
 

 

（
定

款
の

変
更

）
 

第
三

八
条

 
こ

の
定

款
を

変
更

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

評
議

員
会

の
決

議
を

得
て

、〔
所

轄
庁

〕
の

認
可

（
社

会

福
祉

法
第

四
五

条
第

二
項

に
規

定
す

る
厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
事

項
に

係
る

も
の

を
除

く
。
）

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
 

前
項

の
厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
事

項
に

係
る

定
款

の
変

更
を

し
た

と
き

は
、
遅

滞
な

く
そ

の
旨

を
〔

所
轄

庁
〕
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に
届

け
出

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

 

第
九

章
 

公
告

の
方

法
そ

の
他

 

 

（
公

告
の

方
法

）
 

第
三

九
条

 
こ

の
法

人
の

公
告

は
、

社
会

福
祉

法
人

〇
〇

福
祉

会
の

掲
示

場
に

掲
示

す
る

と
と

も
に

、
官

報
、

新
聞

又
は

電
子

公
告

に
掲

載
し

て
行

う
。

 

（
備

考
）

 

解
散

時
の

債
権

申
出

の
催

告
及

び
破

産
手

続
の

開
始

に
つ

い
て

は
、

官
報

に
よ

っ
て

公
告

す
る

こ
と

。
 

 

（
施

行
細

則
）

 

第
四

〇
条

 
こ

の
定

款
の

施
行

に
つ

い
て

の
細

則
は

、
理

事
会

に
お

い
て

定
め

る
。

 

 

附
 

則
 

こ
の

法
人

の
設

立
当

初
の

役
員

、
評

議
員

＜
、

会
計

監
査

人
＞

は
、

次
の

と
お

り
と

す
る

。
た

だ
し

、
こ

の
法

人

の
成

立
後

遅
滞

な
く

、
こ

の
定

款
に

基
づ

き
、

役
員

の
選

任
を

行
う

も
の

と
す

る
。

 

 
 

理
事

長
 

 
 

理
 

事
 

 
 

 
〃

 

 
 

 
〃

 

 
 

 
〃

 

 
 

 
〃

 

 
 

監
 

事
 

 
 

 
〃

 

評
議

員
 

〃
 

〃
 

〃
 

〃
 

〃
 

〃
 

＜
会

計
監

査
人

＞
 

 

（
備

考
一

）
 

会
計

監
査

人
を

置
い

て
い

な
い

場
合

、
＜

＞
内

は
不

要
。

 

 

（
備

考
二

）
 

平
成

2
9

年
4

月
1

日
前

に
設

立
さ

れ
た

法
人

は
、

評
議

員
及

び
会

計
監

査
人

の
定

め
は

不
要

。
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「控除対象財産」について

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料４
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社会福祉事業 公益事業

収
支
差

社会福祉法人の事業

Ⅰ 適正かつ公正な支出管理
Ⅱ 再投下可能な財産の明確化
Ⅲ 福祉サービスへの再投下

Ⅰ 適正かつ公正
な支出管理

Ⅲ 福祉サービスへの再投下

公益性を担保する財務規律

「社会福祉充実計画」（再投下計画）

○ 地域のニーズに対応した新しいサービスの展開、人材への投資
○ 無料又は低額な料金による福祉サービスの提供等

「日常生活・社会生活上の支援を必要と
する者に対して無料又は低額な料金に
より福祉サービスを提供する責務」

いわゆる内部留保

事業継続に必要な財産
・事業に活用する土地、建物等
・建物の建替、修繕
・手元流動資金

Ⅱ 再投下可能な財産の
明確化

①社会福祉事業等投資額
社会福祉事業等に関する
・施設の新設・増設
・新たなサービスの展開
・人材への投資

② 「地域公益事業」投資額
・無料又は低額の料金により行う公益事業

③公益事業投資額

・会計制度の整備（新会計基準の導入）
・評議員会による内部牽制
・外部監査（会計監査人）の導入
・財務諸表の公表 等

・公認会計士又は税理士による計画の記載内容の確認
・「地域協議会」による地域の福祉ニーズの反映
・所轄庁による計画の承認
・実績の所轄庁への報告と公表 等

・法人による役員報酬
基準の設定と公表
・役員区分毎の報酬
総額の公表

・親族等関係者への
特別の利益供与を
法律上禁止
・関係者との取引内容
の公表
（対象範囲の拡大）

・一定規模以上の
法人に会計監査人
の設置義務化

適正な役員報酬

利益供与の禁止

会計監査人

財務規律の強化について

2
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① 社会福祉法に
基づく事業に活用
している不動産等

（考え方）

・ 土地

・ 建物

・ 設備

※社会福祉法に基づく事業に

活用している財産の特定は財産
目録等により行う

再
投
下
可
能
な
財
産

② 再生産に必要な
財産

（考え方）

・建替、大規模修繕

・設備等の更新

※再生産に必要な財産につ
いては、補助金、融資の活
用を考慮した算出基準を適用

③ 必要な運転資金

（考え方）

・事業未収金

・緊急の支払や当面
の出入金のﾀｲﾑﾗｸﾞ

控除対象財産：事業継続に必要な最低限の財産

*負債との重複部分については調整。

○ 社会福祉法人のⒶすべての財産（基本金及び国庫補助等特別積立金を除く。）を対象に、
Ⓑ現在の事業継続に必要な財産（控除対象財産）とⒸ再投下可能な財産に区分する。

資産－負債－基本金－国庫補助等特別積立金 ＝

Ⓐ

Ⓑ

Ⓒ

Ⓐ

＊基本金及び国庫補助等特別積立金
との重複部分は調整

社会福祉法人の再投下可能な財産の明確化
平成26年10月16日

第６回社会保障審議会福祉部会資料

3
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控除対象財産① 社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等

（算出方法）
（１）財産目録から、現に社会福祉事業等に活用している財産を判定（判定にあたっては、通知等で一定の基準を示す）
（２）対応する負債等の重複を控除する。

（財産目録イメージ）

・
・
・

財 産 目 録 （記載例）

平成 年 月 日現在
（単位：円） （単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額 控除対象
控除対象
額

Ⅰ 資産の部
１ 流動資産

現金預金

現金 現金手許有高 － 運転資金として － － ×
普通預金 ○○銀行○○支店 － 運転資金として － － ×

事業未収金 － ○月分介護料 － － ×
・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －

流動資産合計
２ 固定資産
（１） 基本財産

土地 所在地番○○ 地目○○ －
第１種社会福祉事業である、○○
施設に使用している

－ － ○

建物
所在○○ 家屋番号○○
種類○○

19●●年度
第１種社会福祉事業である、○○
施設に使用している

1,200,000,000 700,000,000 500,000,000 ○

建物
所在▲▲ 家屋番号▲▲
種類▲▲

19××年度
第１種社会福祉事業である、▲▲
施設に使用している

800,000,000 400,000,000 400,000,000 ○

定期預金 ○○銀行○○支店 －
寄附者により○○事業に使用する
ことが指定されている

－ － ○

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －
基本財産合計

（２） その他の固定財産

車両運搬具
（車種）○○他3台
（車輌№）・・・

－ 利用者送迎用車両 10,000,000 3,000,000 7,000,000 ○

○○積立資産 定期預金 ○○銀行○○支店 －
○○事業の積立資産であり、資産
取得資金として管理されている預金

－ － ×

土地 所在○○ －
5年後に開設する○○事業のため
の用地

－ － ×

建物
所在○○ 家屋番号○○
種類○○

20●●年度
社会福祉施設以外（訪問介護事業
所等）の第2種社会福祉事業に使用
している

900,000,000 200,000,000 700,000,000 ○

・・・・・・ ・・・・・・・・ － ・・・・・・・ － －

4
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控除対象財産② 固定資産の再取得に必要な財産

（算出方法（イメージ））
再取得に必要な財産

＝ （減価償却累計額×建設単価上昇率）×一般的な自己資金比率 ＋α（修繕等）

40年目30年目20年目10年目
建替

５億円

１０億円

○減価償却により法人内に自己資金が蓄積され、
建てかえ時期（おおむね４０年経過後）には、現
在の建物と同等の建て替えを行うための資金が
法人内部に留保される。

○法人に蓄積される建て替え費用は建設時の水
準であることから、建設単価上昇率を考慮する。

減価償却累計額 補助金比率

借入金比率

自己資金比率

○減価償却累計額（建設単価上昇分を含む）には、
補助金、借入金、自己資金によるものが含まれてお
り、建て替え時に補助金や借入金を活用することを
前提にすれば、法人が再生産のために内部留保す
べき額は減価償却累計額に一般的な自己資金比率
を乗じた額となる。

１１億× ＝再取得に必要な財産
（控除対象）

減
価
償
却
累
計
額
×
建
設
単
価
上
昇
率

5
- 67 -



 

- 68 -



「地域における公益的な取組」
について

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料５
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「地域における公益的な取組」について

○ 平成２８年改正社会福祉法において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、法人の本旨から導かれる本来の役割を
明確化するため、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設された。

（参考）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄）
第２４条 （略）
２ 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生
活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならない。

① 社会福祉事業又は公益事業を行う
に当たって提供される「福祉サービ
ス」であること

② 「日常生活又は社会生活上の支援
を必要とする者」に対する福祉サー
ビスであること

③ 無料又は低額な料金で提供されること

○ 社会福祉法人の地域社会への貢献
⇒ 各法人が創意工夫をこらした多様な「地域における公益的な取組」を推進

地域において、少子高齢化・人口減少などを踏まえた福祉ニーズに対応するサービスが充実

（在宅の単身高齢者や障
害者への見守りなど）

（生活困窮世帯の子どもに
対する学習支援など）

【社会福祉法人】

（留意点）
社会福祉と関連
のない事業は該
当しない

（留意点）
心身の状況や家庭
環境、経済的な理
由により支援を要す
る者が対象

（留意点）
法人の費用負担により、料金を徴収しない又は費用を
下回る料金を徴収して実施するもの

地域における公益的な取組

2
- 70 -



「地域における公益的な取組」の考え方について
【「地域における公益的な取組」について（平成２８年６月１日社援基発0601 第１号）】（抜粋）

○ 次の事例は、「地域における公益的な取組」の該当性について、法人等が判断する場合の参考として考え方を示すもので
あり、個々の取組については法人が地域の福祉ニーズを踏まえつつ、法律の趣旨に則して判断。

○ なお、①「地域における公益的な取組」は以下の例に限定されるものではないこと、②「地域における公益的な取組」に該当
しない場合であっても、法人が行うことができる公益事業に該当する場合があることがあり得ることに留意。

・ 地域の障害者、高齢者と住民の交流を目的とした祭りやイベントなど地域福祉の向上を目的とした活動は該当し得るが、当該法人
の施設・事業の入所者・利用者と住民との交流活動は、法人事業の一環として行われるものであり「地域における公益的な取組」
には該当しない。

・ 環境美化活動や防犯活動は、法人が自主的に取り組むことが出来るものであるが、地域社会の構成員として行う活動であり、「地
域における公益的な取組」には該当しない。

① 社会福祉事業又は公益事業を行うに当たって提供される福祉サービスであること

・ 要支援・要介護高齢者に対する入退院支援などは該当し得るが、自ら移動することが容易な者に対する移動手段の提供などは法人
が自主的に取り組むことが出来るものであり、「地域における公益的な取組」には該当しない。

・ 子育て家族への交流の場の提供は該当し得るが、地域住民に対するグラウンドや交流スペースの提供は法人が行い得るものであり、
「地域における公益的な取組」には該当しない。

・ 家庭環境により十分な学習機会のない児童に対する学習支援を目的としたものは該当し得るが、一般的な学力向上を主たる目的と
した学習支援は法人が自主的に取り組むことが出来るものであり、「地域における公益的な取組」には該当しない。

② 日常生活又は社会生活上の支援を必要とするものに対する福祉サービスであること

・ 自治体の委託事業を受託して費用の補填を受けている場合は該当しないが、法人独自に付加的なサービス提供を行っている場合は
該当し得る。

・ 法人が介護保険サービスに係る利用者負担を軽減するものについては該当する。

③ 無料又は低額な料金で提供されること

3
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社会福祉法人の財務諸表等開示
システムの概要等

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料６
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社会福祉法人の財務諸表等開示システムの概要等①

○『社会保障審議会福祉部会報告書』（平成27年2月12日）（抜粋）
財務諸表、現況報告書等の財務や運営に関する情報については、所轄庁として法人の監査指導等に活用するほか、①都道府県は、
広域的な地方公共団体として、管内の法人に係る書類を収集の上、法人規模や地域特性に着目した分析等を行う等により、管内所轄
庁の支援、地域住民のサービス利用、法人による経営分析に活用できるようにすること、②国においては、都道府県において収集した
情報を基に、全国的なデータベースを構築することが必要である。

○社会福祉法第59条の2第5項
厚生労働大臣は、社会福祉法人に関する情報に係るデータベース（情報の集合物であつて、それらの情報を電子計算機を用いて検
索することができるように体系的に構成したものをいう。）の整備を図り、国民にインターネットその他の高度情報通信ネットワークの利用
を通じて迅速に当該情報を提供できるよう必要な施策を実施するものとする。

根拠法令等（抜粋）

事業の流れ

ＷＡＭＮＥＴ基盤

データベースの構築

提供処理

財産目録（独）福祉医療機構

国

都
道
府
県

所
轄
庁

社会福祉法人

貸借対照表

収支計算書

ソフトの配布

整
合
性
の
自
動
チ
ェ
ッ
ク
機
能

整
合
性
の
自
動
チ
ェ
ッ
ク
機
能届出のペーパレス化

情報提供情報提供

IE11

・本システムは、インターネットを用いた通信を前提としています。
・利用者のPC環境（OS等）は、マイクロソフト社のウィンドウズが前提となります。
・OS等のバージョンについては、同社のサポートを前提とすることから、 OSは、Windows7以降、Officeは2007以降、
インターネットエクスプローラーは、IE11以降が推奨されます。

システム利用に当たっての留意点

○社会福祉法人における運営の透明性の確保と事務負担軽減
全国の法人の運営の透明性を確保すること等を目的に、法人の運営状況及び財務状況に係る情報について、一覧性・検索性を持たせた
システムを構築し 、国民に情報提供できる体制を整備。
また、所轄庁へ届出を行う現況報告書、財務諸表（資金収支計算書、事業活動計算書、賃借対照表）、附属明細書（一部）、財産目録等
の様式作成を支援するシステムを構築することで届出の電子化を推進するとともに、自動チェック機能の付与による記載ミスの減等により、
法人の事務負担を軽減。
○情報の収集経路（法人→所轄庁→都道府県→国）
本システムに収集する情報は法人が所轄庁へ提出する財務諸表等の使用を予定している。また、情報の収集経路については、所轄庁
から都道府県へ、都道府県から国へ収集することを予定している。

システム化の概要

１
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社会福祉法人の財務諸表等開示システムの概要等②

○社会福祉法人に対する本システムの操作説明会の実施
平成28年10～11月の「試行運用に向けた操作説明会」 （自治体向け）並びに平成29年4月～5月の「本格稼働に向けた操作説明会」（自
治体向け）をそれぞれ受講いただいた後、所轄法人に対し、それぞれの段階で本システムの操作説明会を実施いただきたい。
※法人向けの研修教材をおって配布予定

○試行運用の実施に係る周知の実施
平成28年12月以降、全国の社会福祉法人において試行運用を実施予定。試行運用の手順等については、おってお知らせする予定
であるが、試行運用は本格稼働に向けた問題点の洗い出し・解決等のために重要となるため、ご協力をお願いしたい。

○システム利用に当たっての留意点（再掲）
本システムはインターネットを用いた通信を前提としており、利用者のPC環境（OS等）は、マイクロソフト社のウィンドウズが前提となる。
OS等のバージョンについては、同社のサポートを前提とすることから、OSはWindows7以降、Officeは2007以降、インターネットエクスプ
ローラーはIE11以降が推奨される。

システム化に向けての依頼事項

平成28年度 平成29年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

設計・開発

ツール・利用
ガイドの配布

提供ツール
による届出

設計・開発 試行運用（連携テスト） 本格稼働

届出開始

H28.10～11に試行運用に向けた操作説明会を実施予定
（自治体向け）
※おって開催案内を送付予定

H29.4～5に本格稼働に向けた操作説明会を実施予定
（自治体向け）
※おって別途開催案内を送付予定

試行運用版

今後のスケジュール（予定）

本格
稼働版

ダウンロード

２
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社会福祉法人制度改革に関する
政省令、通知発出予定一覧（主なもの）

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料７
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政省令、関係通知 主な内容 時期

社会福祉法等の一部を改正する法律の施行
に伴う関係政令の整備及び経過措置に関す
る政令（仮称）

会計監査人設置基準、評議員員数経過措置、内部管理体
制の整備 等

平成２８年１０月公布予定

社会福祉法等の一部を改正する法律の施行
に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関す
る省令（仮称）

特殊の関係がある者、内部管理体制の整備の内容、社会
福祉充実計画の作成、控除対象財産、会計監査人監査 等

平成２８年１０月公布予定

社会福祉法人の認可について（局長通知） 社会福祉法人審査基準、社会福祉法人定款準則の見直し 平成２８年１０月発出予定

社会福祉法人の認可について（課長通知） 社会福祉法人審査要領の見直し 平成２８年１０月発出予定

社会福祉法人会計基準関係通知 財産目録の様式の見直し 等 平成２８年１０月発出予定

社会福祉法人における入札契約等の取扱い
について

入札契約関係の見直し 等 平成２８年１０月発出予定

社会福祉法人指導監査要綱の制定について 指導監査要綱の見直し 等 平成２９年３月発出予定

社会福祉法人制度改革に関する政省令、通知発出予定一覧（主なもの）

※現時点の予定であり、今後変更があり得る。

１
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社会福祉法人制度改革の施行に
向けた準備進捗状況調査について

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の
施行に向けた全国担当者説明会

資料８
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社会福祉法人制度改革の施行に向けた準備進捗状況調査について

【 対象 】 全国の社会福祉法人

【目的 】 所轄庁等において法の施行準備状況を把握することにより、施行日までに全法人

の手続きが完了することを目的とする。

【手法 】 都道府県、所轄庁を通じて実施

【内容 】 定款変更手続きの状況、新評議員選任等の準備状況等に係る項目を設定

＜１．調査概要＞

＜２．調査スケジュール（予定）＞

第１回 第２回

H28年１１月末頃 H29年１月末頃

※調査に当たっては、別途調査票を送付予定

１

- 80 -



全国担当者説明会に係る質問票

Ｈ28.7.8社会福祉法人制度改革の

施行に向けた全国担当者説明会
資料９
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自治体名：
所属：
担当者名：
TEL：
MAIL：

区分 質問内容 備考

＜全国担当者説明会に係る質問票＞

1

区分（※プルダウン式）

１ 経営組織の見直しについて

２ 社会福祉法人定款例（案）について

３ 控除対象財産について

４ 地域における公益的な取組について

５ 財務諸表等開示システムについて

６ その他
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1 
 

第
１
章
 
社
会
福
祉
法
人
の
機
関
設
計
 

今
日
、
措
置
か
ら
契
約
へ
の
移
行
な
ど
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
の
あ
り
方
が
変
化
す
る
中
、
地
域
福

祉
の
中
核
的
な
担
い
手
で
あ
る
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
は
、
効
率
的
・
効
果

的
な
経
営
を
実
践
し
て
、

利
用
者
の
様
々
な
福
祉
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
特
に
、
福
祉
ニ
ー
ズ
が
多
様

化
・
複
雑
化
し
て
お
り
、
高
い
公
益
性
を

備
え
た
社
会
福
祉
法
人
の
役
割
は
重
要
な
も
の
と
な
っ
て
い

る
。
 

改
正
前
の

社
会
福
祉
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
社
会
福
祉
法
人
の
経
営
組
織
に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉

法
人
制
度
発
足
当
初
以
来
の
も
の
で
あ
り
、
今
日
の
公
益
法
人

等
の
運
営
に
求
め
ら
れ
る
ガ
バ
ナ
ン
ス

を
十
分
に
果
た
せ
る
仕
組
み
と
は
な
っ
て
い
な
い
。
 

他
方
、
平
成

1
8
年
の
公
益
法
人
制
度
改
革
に
お
い
て
は
、
一
般
社
団
・
財
団
法
人
、
公
益
社

団
・

財
団
法
人
に
つ
い
て
新
た
な
機
関
設
計
が
導
入
さ
れ
、
役
員
等
の
権
限
・
義
務
・
責
任
の
明
確
化

、
評

議
員
会
に
よ
る
理
事
等
を
牽
制
監
督
す
る
仕
組
み
の
導
入
、
会
計
管
理
の
専
門
機
関
で
あ
る
会
計
監
査

人
制
度
の
導
入
と
い
っ
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
強
化
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。
 

こ
の
た
め
、
社
会
福
祉
法
人
に
つ
い

て
も
、
高
い
公
益
性
・
非
営
利
性
を
担
保
す
る
た
め
、
公
益
法

人
制
度
改
革

を
参
考
に
、
法
人
が
自
律
的
に
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
を

図
る
こ
と
と
し
た
。
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2 
 

第
２
章
 
評
議
員
及
び
評
議
員
会
 

社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
会
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
、
措
置
事
業
、
保
育
所
等
を
経
営
す
る
事
業
、

介
護
保
険
事
業
の
み
を
行
う
法
人
を
除
き
、
そ
の
設
置
を
求
め
て
い
た
が
、
法
律
上
、
評
議
員
会
の
設

置
は
任
意
で
あ
り
、
ま
た
、
諮
問
機
関
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
た
め
、
理
事
等
の
執
行
機
関
に

対
す
る
牽
制
機
能
が
十
分
働
か
な
い
と
い
う
課
題
が
あ
っ
た
。
こ
の
た
め
、
公
益
法
人
制
度
改
革
を
参

考
に
、
評
議
員
会
に
役
員
の
選
任
・
解
任
や
定
款
変
更
等
法
人
の
基
本
的
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
権

限
を
与
え
、
こ
れ
を
通
じ
て
理
事
等
を
牽
制
監
督
す
る
役
割
を
担
わ
せ
る
こ
と
と
し
た
。
 

こ
う
し
た
評
議
員
・
評
議
員
会
の
重
要
な
役
割
を
踏
ま
え
、
社
会
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成

2
8
年
法
律
第

2
1
号
）
に
よ
る
改
正
後
の
社
会
福
祉
法
（
昭
和

2
6
年
法
律
第

4
5
号
。
以
下

「
法
」
と
い
う
。
）

は
、
評
議
員
の
選
任
・
解
任
、
資
格
、
兼
職
禁
止
等
に
関
す
る
規
定
を
置
い
て
い

る
。
 

 

（
１
）
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
 

 
 
 
ア
 
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
方
法
に
つ
い
て
 

評
議
員
の
選
任
及
び
解
任

の
方
法
に
つ
い
て
は
、
法
第

3
1
条
第

1
項
第

5
号
に
お
い
て

、
法

人
が
定
款
で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
同
条
第

5
項
に
お
い
て
理
事
又
は
理
事
会
が
評
議

員
を
選
任
・
解
任
す
る
旨
の
定
め
は
無
効
と
さ
れ
て
い
る
。
 

定
款
で
定
め
る
方
法
と
し
て
は
、
法
人
関
係
者
で
な
い
中
立
的
な
立
場
に
あ
る
外
部
の
者
が
参

加
す
る
機
関
を
設
置
し
、
こ
の
機
関
の
決
定
に
従
っ
て
行
う
方
法
等
が
考
え
ら
れ
る
。
 

 
 
 
 
 
 

イ
 
最
初
の
評
議
員
の
選
任
に
つ
い
て
 

評
議
員
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
9
年

4
月

1
日
ま
で
に
、
あ
ら
か
じ
め
、
法
第

3
9
条
の
規
定

の
例
に
よ
り
選
任
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
（
改
正
法
附
則
第

9
条
第

1

項
）
。
こ
の
た
め
、
社
会

福
祉
法
人
に
お
い
て
は
、
同
日
ま
で
に
、
上
記
ア
の

趣
旨
を
踏
ま
え
た

評
議
員
の
選
任
方
法
を
記
載
し
た
定
款
の
変
更
を
行
っ
た
上
で
、
当
該
変
更
後
の
定
款
に
基
づ

き
評
議
員
を
選
任
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
な
お
、
あ
ら
か
じ
め
選
任
し
た
評
議
員
の

任
期
は
平
成

2
9
年

4
月

1
日
か
ら
開
始
し
（
同
条
第

2
項
）
、
平
成

2
9
年

3
月

3
1
日
に
お
い

て
評
議
員
で
あ
る
者
の
任
期
は
、
同
日
に
お
い
て
満
了
す
る
こ
と
と
な
る
（
同
条
第

3
項
）
。
 

 

（
２
）
評
議
員
の
資
格
等
 

ア
 
社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
者
 

・
 
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
法
第

3
9
条
に
お
い
て
「
社
会
福
祉
法
人
の
適
正

な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
者
」
の
う
ち
か
ら
選
任
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
以
下
（
イ

か
ら
エ
）
の
要
件
に
適
合
し
、
法
人
に
お
い
て
「
社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識

見
を
有
す
る
者
」
と
し
て
適
正
な
手
続
に
よ
り
選
任
さ
れ
て
い
る
限
り
、
制
限
を
受
け
る
も
の

で
は
な
い
。
 

  
 
イ
 
評
議
員
の
欠
格
事
由
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3 
 

評
議
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
（
法
第

4
0
条
第

1
項
）
。
 

①
 
法
人
（
同
項
第

1
号
）
 

②
 
成
年
被
後
見
人
又
は
被
保
佐
人
（
同
項
第

2
号
）
 

③
 
生
活
保
護
法
、
児
童
福
祉
法
、
老
人
福
祉
法
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
又
は
法
の
規
定
に
違
反

し
て
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の

者
（
同
項
第

3
号
）
 

④
 
③
に
該
当
す
る
者
を
除
く
ほ
か
、
禁
固
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又

は
執
行
を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者
（
同
項
第

4
号
）
 

⑤
 
所
轄
庁
の
解
散
命
令
に
よ
り
解
散
を
命
ぜ
ら
れ
た
社
会
福
祉
法
人
の
解
散
当
時
の
役
員
（
同

項
第

5
号
）
 

 

 
 
ウ
 
評
議
員
の
兼
職
禁
止
 

・
 
評
議
員
は
、
理
事
及
び
監
事
の
選
任
・
解
任
を
通
じ
て
、
理
事
等
の
業
務
執
行
を
監
督
す
る

立
場
に
あ
る
た
め
、
自
ら
が
評
議
員
を
務
め
る
法
人
の
理
事
、
監
事
又
は
職
員
を
兼
ね
る
こ
と

は
で
き
な
い
（
法
第

4
0
条
第

2
項
）
。
 

  
 
エ
 
評
議
員
の
特
殊
関
係
者
 

・
 
評

議
員
に
は
、
各
評

議
員
又
は
各
役
員
の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
が
含
ま
れ
て
は

な
ら
な
い
こ
と
に
加
え
、
各
評
議
員
又
は
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
も
含
ま
れ
て
は
な

ら
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
0
条
第

4
項
及
び
第

5
項
）
。
 

・
 
特

殊
の
関
係
が
あ
る

者
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
以
下
の
内
容

を
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
 

①
 
当
該
評
議
員
又
は
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者
 

②
 
当
該
評
議
員
又
は
役
員
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
 

③
 
①
、
②
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
で
あ
っ
て
、
当
該
評
議
員
又
は
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ

の
他
の
財
産
に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
も
の
 

④
 
②
、
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者
 

⑤
 
①
か
ら
③
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に

す
る
も
の
 

⑥
 
当
該
評
議
員
が
役
員
（
※
）
と
な
っ
て
い
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）

の
役
員
（
※
）
又
は
職
員
（
こ
れ
ら
の
役
員
（
当
該
評
議
員
を
含
む
。
）
又
は
職
員
が
当
該

社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
総
数
の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）

 
 
※
 
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
含
む
。

 
⑦
 
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
が
役
員
（
※
）
と
な
っ
て
い
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福

祉
法
人
を
除
く
。
）
の
役
員
（

※
）
又
は
職
員
（
こ

れ
ら
の
役
員
又
は
職
員
が
当
該
社
会
福

祉
法
人
の
評
議
員
総
数
の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）

 
 
※
 
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
含
む
。
 

⑧
 
支
配
し
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
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※
 
支
配
し
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
法
人
：
当
該
社
会
福
祉
法
人

の
役

員
又

は
評

議
員

で
、

評
議
員
の
総
数
の
過
半
数
を
占
め
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
法
人
 

⑨
 
次
に
掲
げ
る
団
体
に
お
い
て
そ
の
職
員
（
国
会
議
員
及
び
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員

を
除
く
。
）
で
あ
る
、
評
議
員
又
は
役
員
（
こ
れ
ら
の
評
議
員
又
は
役
員
が
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
評
議
員
総
数
の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
 

・
 
国
の
機
関
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
、
国
立
大
学
法
人
又
は
大
学
共
同
利
用

機
関
法
人
、
地
方
独
立
行

政
法
人
、
特
殊
法
人
又
は
認
可
法
人
 

 

 
 
オ
 
評
議
員
の
員
数
 

・
 
評
議
員
の
数
は
、
理
事
の
員
数
を
超
え
る
数
と
し
て
い
る
（
法
第

4
0
条
第

3
項
）
。
た
だ

し
、
一
定
の
事
業
規
模
を
超
え
な
い
法
人
に
つ
い
て
は
、
平
成

2
9
年

4
月

1
日
か
ら

3
年
間
、

4
人
以
上
と
し
て
い
る
（
改
正
法
附
則
第

1
0
条
）
。
 

・
 
こ
の
一
定
の
事
業
規
模
は
、
政
令
で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。（

法
人
に
お
け
る
準
備
期

間
を
考
慮
し
、
予
め
方
向
性
に
つ
い
て
別
途
お
知
ら
せ
す
る
こ
と
と
す
る
。
）
 

 

カ
 
評
議
員
の
確
保
の
支
援
に
つ
い
て
 

・
 
平

成
2
9
年

4
月

1
日
か
ら
、
全
て
の
社
会
福
祉
法
人
に
対
し
て
評
議
員
会
の
設
置
が
義
務

付
け
ら
れ
（
法
第

3
6
条
）
、
各
法
人
は
、
同
日
ま
で
に
、
あ
ら
か
じ
め
、
評
議
員
を
選
任
し

て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
る
（
改
正
法
附
則
第

9
条
第

1
項
）
。
 

・
 
こ
の
場
合
、
評
議
員
は
、
小
規
模
な
法
人
な
ど
で
は
、
評
議
員
の
候
補
と
な
る
人
材
に
関

す
る
情
報
が
不
足
す
る
、
あ
る
い
は
、
地
域
に
お
け
る
人
材
が
限
ら
れ
る
な
ど
の
要
因
に
よ

り
そ
の
確
保
が
困
難
と
な
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
。
 

・
 
こ
の
た
め
、
社
会
福
祉
法
人
が
所
在
す
る
地
域
の
地
方
自
治
体
や
社
会
福
祉
協
議
会
が
、

社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
者
に
関
す
る
情
報
を
収
集
し
、
評

議
員
の
確
保
が
困
難
な
法
人
の
求
め
に
応
じ
て
、
人
材
の
情
報
を
提
供
す
る
等
の
支
援
を
行

う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

・
 
地
方
自
治
体
が
行
う
べ
き
支
援
及
び
社
会
福
祉
協
議
会
に
期
待
さ
れ
る
取
組
は
以
下
の
と

お
り
で
あ
る
。
 

な
お
、
法
人
に
お
い
て
、
評
議
員
の
確
保
に
取
り
組
ん
だ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
上
記
の
事

情
に
よ
り
、
平
成

2
9
年

3
月

3
1
日
ま
で
の
選
任
に
間
に
合
わ
な
か
っ
た
場
合
に
お
い
て
は
、

所
轄
庁
は
、
以
下
の
取
組
の
一
環
と
し
て
評
議
員
の
確
保
の
た
め
の
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、

期
限
に
つ
い
て
も
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
い
。
 

 

(
ア
)
 
地
方
自
治
体
が
行
う
べ
き
支
援
 

・
 
所
轄
庁
は
、
社
会
福

祉
法
人
を
指
導
監
督
し
、
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
に
責
任

を
有
す
る
立
場
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
法
人
か
ら
の
評
議
員
の
確
保
に
関
す
る
相
談
に
応
じ

て
必
要
な
支
援
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
な
お
、
所
轄
庁
は
、
法
人
を
指
導
監
督
す

る
立
場
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
支
援
に
当
た
っ
て
法
人
の
自
主
性
・
自
律
性

を
阻
害
す
る
こ

- 91 -



 

5 
 

と
が
な
い
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

・
 
ま
た
、
所
轄
庁
及
び
所
轄
庁
に
該
当
し
な
い
都
道
府
県
に
お
い
て
は
、
（
イ
）
に
定
め

る
社
会
福
祉
協
議
会
が
行
う
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
地

域
の
各
種
団
体
に
対
し
、
広
く
人
材
の
情
報
の
提
供
に
係
る
協
力
要
請
を
行
う
と
と
も
に
、

得
ら
れ
た
情
報
を
社
会
福
祉
協
議
会
へ
提
供
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

 

(
イ
)
 
社
会
福
祉
協
議
会
に
期
待
さ
れ
る
取
組
 

○
 
市
区
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
及
び
都
道
府
県
社
会
福
祉
協
議
会
は
、
法
第

1
0
9
条
第

1

項
第

4
号
又
は
法
第

1
1
0
条
第

1
項
第

1
号
に
基
づ
き
、
評
議
員
の
確
保
に
関
し
、
以
下

の
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
支
援
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

 

Ⅰ
 
市
区
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
こ
と
が
考

え
ら
れ
る
。
 

①
 
担
当
者
（
部
署
）
を
決
定
し
、
社
会
福
祉
法
人
か
ら
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、

社
会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
人
材
に
関
す
る
情
報
を

提
供
す
る
。
 

 
 
②
 
地
域
の
状
況
等
に
応
じ
て
、
以
下
の
取
組
を
積
極
的
に
行
う
。
 

 
・
 
あ
ら
か
じ
め
社
会
福
祉
法
人
の
ニ
ー
ズ
等
を
把
握
す
る
た
め
、
社
会
福
祉
法
人

 

に
対
す
る
説
明
会
や
調
査
等
を
行
う
。
な
お
、
施
設

連
絡
会
等
を
設
置
し
て
い
る

場
合
は
、
当
該
連
絡
会
の
取
組
と
し
て
実
施
す
る
。
 

・
 
評
議
員
の
候
補
者
と
な
り
得
る
地
域
住
民
へ
の
説
明
会
の
開
催
等
に
よ
り
評
議

員
会
制
度
に
係
る

理
解
の
促
進
を
図
る
。
 

 

Ⅱ
 
都
道
府
県
・
指
定
都
市
社
会
福
祉
協
議
会
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
取
組
を
行

う
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

 

①
 
担
当
者
（
部
署
）
を

決
定
し
、
管
内
の
市
区
町
村
社
会
福
祉
協
議
会
に
対
す
る
支

援
を
実
施
。
特
に
、
専
門

職
団
体
等
と
連
携
し
、
必
要
な
情
報
を
市
区
町
村
社
会
福

祉
協
議
会
に
対
し
、
情
報
提
供
。
 

②
 
社
会
福
祉
法
人
か
ら
の
要
請
に
も
対
応
で
き
る
よ
う
相
談
窓
口
を
設
置
。
 

 
 
③
 
福
祉
関
係
団
体
等
を
通
じ
た
社
会
福
祉
施
設
関
係
者
へ
の
周
知
。
 
等
 

 

（
３
）
評
議
員
の
任
期
 

・
 
評
議

員
の
任
期
は
、
原
則
と
し
て
、
選
任
後

4
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の

も
の
に
関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
で
あ
る
（
法
第

4
1
条
第

1
項
）
。
ま
た
、
定
款

で
「
4
年
」
を
「
6
年
」
ま
で
伸
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
項
た
だ
し
書
）
。
 

・
 
た
だ

し
、
定
款
に
よ

っ
て
、
任
期
の
満
了
前
に
退
任
し
た
評
議
員
の
補
欠
と
し
て
選
任
さ
れ
た

評
議
員
の
任
期
を
退
任
し
た
評
議
員
の
任
期
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す

る
こ

と
は

可
能

で
あ

る
。
 

・
 
な
お
、
施
行
日
時
点
（
平
成

2
9
年

4
月

1
日
）
に
お
け
る
現
職
の
評
議
員
の
任
期
は
、
平
成
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2
9
年

3
月

3
1
日
に
お
い
て
満
了
す
る
こ
と
と
な
る
（
改
正
法
附
則
第

9
条
第

3
項
）（
（
１
）
イ

参
照
）
。
 

 
（
４
）
評
議
員
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
 

・
 
平
成

2
9
年

4
月

1
日
以
降
、
評
議
員
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
任
期
の
満
了
又
は

辞
任

に
よ
り
退
任
し
た
評
議
員
は
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た
評
議
員
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お

、
評
議
員

と
し
て
の
権
利
義
務
を
有
す
る
（
法
第

42
条
第

1
項
）
。

 
・
 
ま
た
、
評
議
員
に
欠
員
が
生
じ
、
事
務
が
遅
滞
す
る
こ
と
に
よ
り
損
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ

る
と
き
は
、
所
轄
庁
は
利
害
関
係
人
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
一
時
評
議
員
の
職
務
を
行
う

べ
き
者
を
選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

42
条
第
２
項
）
。

 
 
（
５
）
評
議
員
会
の
権
限
 

・
 
評
議
員
会
は
、
こ
れ
ま
で
の
諮
問
機
関
と
は
異
な
り
、
法
人
運
営
の
基
本

ル
ー
ル
・
体
制
を
決

定
す
る
と
と
も
に
、
役
員
の
選
任
・
解
任
等

を
通
じ

、
事
後
的
に
法
人
運
営
を
監
督
す
る
機
関
と

し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。

 
・
 
従
来

の
評
議
員
会
に
対
し
諮
問
さ
れ
て
い
た
業
務
執
行
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
意
思
決
定

は
理
事
会
で
行
う
こ
と
と
な
り
、
評

議
員
会
の
決
議
事
項
は
法
に
規
定
す
る
事
項
及
び
定
款
で
定

め
た
事
項
に
限
定
さ
れ
る
（
法
第

45
条
の

8
第

2
項
）
。

 
・
 
な
お
、
法
律
に
お
い
て
評
議
員
会
の
決
議
を
必
要
と
し
て
い
る
事
項
に
つ
い
て
、
理
事
、
理
事

会
そ
の
他
の
評
議
員
会
以
外
の
機
関
が
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
内
容
と
す
る
定
款

の

定
め
は
、
効
力
を
有
し
な
い
（
同
条
第

3
項
）
。

 
 

（
６
）
評
議
員
会
の
運
営
 

・
 
改
正
法
に
よ
り
、
定
款
変
更
や
合
併
・
解
散
な
ど
法
人
運
営
の
基
本
ル
ー
ル
や
、
決
算
の
承
認

な
ど
事
後
的
な
法
人
運
営
の
確
認
は
評
議
員
会
が
最
終
的
な
決
定
を
行
う
こ
と
と
な
る
が
、
そ
の

評
議
員
会
の
招
集
や
こ
れ
ら
の
事
項
に
係
る
議
案
の
提
案
等
は
、
理
事
、
理
事

会
が
行
う
こ
と
が

原
則
で
あ
る
。
具
体
的
な
手
続
は
以
下
の
と
お
り
。

 
 

 
 
 
ア
 
評
議
員
会
の
招
集
 

 
 
 
 
(
ア
)
 
評
議
員
会
の
招
集
権
者
 

評
議
員
会
の
招
集
権
限
は
、
原
則
と
し
て
理
事
に
あ
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

3
項
）
。
 

な
お
、
評
議
員
は
、
理
事
に
対
し
、
評
議
員
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
（
以
下
「
議
題
」
と
い

う
。
）
及
び
招
集
の
理
由
を
示
し
て
、
評
議
員
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条

の
9
第

4
項

）
。

こ
の

請
求

の
後

遅
滞

な
く

招
集

の
手

続
が

行
わ

れ
な

い
場

合
等

に
は

、

評
議
員
自
ら
が
所
轄
庁
の
許
可
を
得
て
評
議
員
会
を
招
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条

の
9
第

5
項
）
（
P
8
エ
③
参
照
）
。
 

 

(
イ
)
 
招
集
事
項
の
決
定
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評
議
員
会
を
招
集
す
る
に
は

、
ま
ず
、
①
評
議
員
会
の
日
時
及
び
場
所
、
②
議
題
、
③
議

案
と
い
っ
た
招
集
事
項
を
理
事
会
の
決
議
に
よ
り
定
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
（
法
第

4
5

条
の

9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
（
平
成

1
8
年
法
律
第

4
8
号
。
以
下
「
一
般
法
人
法
」
と
い
う
。
）
第

1
8
1
条
。
議
案
に
つ
い
て
は
厚

生
労
働
省
令
で
定
め
る
予
定
。
）
。
 

 

(
ウ
)
 
招
集
通
知
 

次
に
、
招
集
事
項
を
記
載
し
た
招
集
通
知
を
評
議
員
会
の
日
の

一
週
間
前
（
定
款
に
よ
る
短

縮
が
可
能
）
ま
で
に
、
各
評
議
員
に
対
し
て
書
面
で
発
出
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
2
条
第

1
項
）
。
通
知
は
、
電
磁
的
方
法

に
よ
っ
て
も
可
能
で
あ
る
が
、
そ
の
場
合
に
は
評
議
員
の
承
諾
が
必
要
で
あ
る
（
法
第

4
5
条

の
9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
2
条
第

2
項
）
。
 

な
お
、
評
議
員
の
全
員
の
同
意
が
あ
れ
ば
、
招
集
の
手
続
を
省
略
し
て
、
評
議
員
会
を
開
催

す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

1
0
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
3

条
）
。
 

 

 
 
 
イ
 
評
議
員
会
の
決
議
 

 
 
 
 
・
 
評

議
員
会
は
、
あ
ら
か
じ
め
招
集
通
知
で
定
め
ら
れ
た
議
題
以
外
の
事
項
を
決
議
す
る
こ
と

は
で
き
な
い
（
法
第

4
5
条
の

9
第

9
項
）
。
 

・
 
ま
た
、
議
決
権
の
行
使
に
つ
い
て
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
や

代
理
人
又
は
持
ち
回
り
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
は
認
め
ら
れ
な
い
。
こ
れ
は
、
評
議
員
に
は
、

理
事
と
同
様
、
法
人
と
の
委
任
契
約
に
基
づ
き
、
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を
も
っ
て
そ
の
職

務
を
遂
行
す
る
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
お
り
（
法
第

3
8
条
、
民
法
第

6
4
4
条
）
、
こ
の
よ
う
な

評
議
員
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
る
評
議
員
会
が
執
行
機
関
に
対
す
る
牽
制
・
監
督
を
行
う
機
関

と
し
て
十
分
に
そ
の
機
能
を
果
た
す
た
め
に
は
、
相
互
に
十
分
な
討
議
を
行
う
こ
と
に
よ
っ

て
決
議
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
 

・
 
た
だ
し
、
出
席
者
が
一
堂
に
会
す
る
の
と
同
等
の
相
互
に
十
分
な
議
論
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
方
法
で
あ
れ
ば
、
テ
レ
ビ
会
議
や
電
話
会
議
の
方
法
に
よ
る
開
催
は
認
め
ら
れ
る
。
な

お
、
こ
の
議
決
権
の
行
使
に
関
す
る
規
律
に
つ
い
て
は
、
理
事
会
と
同
様
で
あ
る
（
P
1
7
第
４

章
（
２
）
イ
参
照
）
。
 

 

ウ
 
評
議
員
会
の
決
議
の
省
略
 

 
 
 
 
・
 
理

事
が
議

題
に
つ
い
て
提
案
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
提
案
に
つ
き
評
議
員
（
当
該
事

項
に
つ
い
て
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）
の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記

録
に
よ
り
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
提
案
を
可
決
す
る
旨
の
評
議
員
会
の
決

議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
9
4
条
第

1
項
）
。
 

・
 
こ
の
場
合
、
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
を
、
評
議
員
会
の
決
議
が
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あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
日
か
ら
十
年
間
、
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
（
法
第

4
5
条
の

9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
9
4
条
第

2
項
）
。
 

・
 
な
お
、
議
題
の
全
て
に
つ
い
て
の
提
案
を
可
決
す
る
旨
の
評
議
員
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も

の
と
み
な
さ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
時
に
当
該
定
時
評
議
員
会
が
終
結
し
た
も
の
と
み
な
さ

れ
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

1
0
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
9
4
条
第

4
項
）
。
 
 

 

エ
 
評
議
員
の
権
限
 

評
議
員
個
々
に
つ
い
て
も
、
以
下
の
権
限
が
付
与
さ
れ
て
い
る
。
 

 ①
 
 
議
題
の
提
案
権
 

・
 
評
議
員
は
、
理
事
に
対
し
て
一
定
の
事
項
を
議
題
と
す
る
こ
と
を
請
求
す
る
こ
と
が
で

き
る
（
法
第

4
5
条
の

8
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
4
条
）
。
 

・
 
た
だ
し
、
こ
の
請
求
は
、
評
議
員
会
の
日
の
四
週
間
前
（
定
款
に
よ
る
短
縮
が
可
能
）

ま
で
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

・
 
こ
れ
は
、
評
議
員
会
は
、
招
集
通
知
に
掲
げ
ら
れ
た
議
題
以
外
の
事
項
に
つ
い
て
は
、

決
議
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
（
法
第

4
5
条
の

8
第

2
項
）
、
評
議
員
会
の
日
の
一
週

間
前
ま
で
に
発
出
す
る
招
集
通
知
に
議
題
を
記
載
で
き
る
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら

で
あ
る
。
 

  
 
 
 
②
 
議
案
の
提
案
権
 

 
 
 
 
 
・
 

評
議
員

は
、
評
議
員
会
の
場
に
お
い
て
、
議
題
の
範
囲
内
で
議
案
を
提
案
す
る
こ
と
が
で

き
る
（
法
第

4
5
条
の

8
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
5
条
）
。
 

・
 
こ
の
場
合
、
法
第

4
5
条
の

8
第

4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
6
条
に
お

い
て
、
「
評
議
員
は
、
理
事
に
対
し
、
評
議
員
会
の
日
の
四
週
間
前
ま
で
に
、
議
案
の
要
領

を
招
集
通
知
に
記
載
し
て
評
議
員
に
通
知
す
る
こ
と
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
規
定

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
も
、
評
議
員
が
議
案
を
提
案
す
る
場
合
は
、
評
議
員
会
に
お
け
る
議

論
を
有
益
な
も
の
と
す
る
た
め
、
事
前
に
他
の
評
議
員
や
執
行
機
関
で
あ
る
理
事
に
お
い
て

十
分
な
検
討
時
間
を
確
保
す
る
こ
と
が
法
の
趣
旨
で
あ
る
。
 

 

③
  
評
議
員
会
招
集
権

 
・
 
評
議
員
会
の
招
集
権

限
は
、
原
則
と
し
て
理
事
に
あ
る
が
（
法
第

4
5
条
の

9
第

3
項
）
、

評
議
員
は
、
理
事
に
対
し
、
議
題
及
び
招
集
の
理
由
を
示
し
て
、
評
議
員
会
の
招
集
を
請

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

4
項
）
。
 

・
 
ま
た
、
評
議
員
会
の
招
集
の
請
求
後
、
以
下
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
所

轄
庁
の
許
可
を
得
て
、
評
議
員
会
を
招
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

9
第

5
項
）
。

 

ⅰ
 
請
求
の
後
遅
滞
な
く
招
集
の
手
続
が
行
わ
れ
な
い
場
合
 
 

ⅱ
 
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
日
か
ら

6
週
間
（
こ
れ
を
下
回
る
期
間
を
定
款
で

定
め
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
期
間
）
以
内
の
日

を
評
議
員
会
の
日
と
す
る
評
議
員
会
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の
招
集
の
通
知
が
発
せ
ら
れ
な
い
場
合
 

・
 
こ
の
場
合
、
所
轄
庁
は
、
評
議
員
の
申
立
て
が
権
限
濫
用
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、

評
議
員
会
の
招
集
を
許
可
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。
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 第
３
章
 
役
員
 

 
第
１
節
 
理
事
 

（
１
）
理
事
の
選
任
及
び
解
任
 

・
 
社
会

福
祉
法
人
制
度

に
お
い
て
は
、
改
正
法
に
よ
り
、
評
議
員
会
が
必
置
の
議
決
機
関
と
し
て

位
置
付
け
ら
れ
、
理
事
の
選
任
・
解
任
の
決
議
は
評
議
員
会
で
行
う
こ
と
と
な
っ
た
（
法
第

4
5

条
の

4
第

1
項
）
。
理
事
等

の
選
任
・
解
任
の
手
続
な
ど
評
議
員
会
の
運
営
の
詳
細
は
第
２
章
（
６
）

参
照
。
 

・
 
な
お
、
解
任
に
つ
い
て
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
場
合
に
限
り
、
評
議
員
会
の
決
議
に

よ
っ
て
、
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
5
条
の

4
第

1
項
）
。
 

①
 
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
 

②
 
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
 

 

（
２
）
理
事
の
資
格
等
 

ア
 
理
事
の
欠
格
事
由
 

・
 
理
事
の
欠
格
事
由
は
、
評
議
員
と
同
様
で
あ
る
（
法
第

4
4
条
第

1
項
に
お
い
て
準
用
す
る

法
第

4
0
条
第

1
項
）
。
 

 

イ
 
理
事
の
資
格
要
件
 

・
 
理

事
の
う
ち
に
は
、
次
に
掲
げ

る
者
が
含
ま
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
4
条
第

4
項
）
。
 

①
 
社
会
福
祉
事
業
の
経
営
に
関
す
る
識
見
を
有
す
る
者
（
同
項
第

1
号
）
 

②
 
当
該
社
会
福
祉
法
人
が
行
う
事
業
の
区
域
に
お
け
る
福
祉
に
関
す
る
実
情
に
通
じ
て
い
る

者
（
同
項
第

2
号
）
 

③
 
当
該
社
会
福
祉
法
人
が
施
設
を
設
置
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
施
設
の
管
理
者

（
同
項
第

3
号
）
 

 ウ
 
理
事
の
特
殊
関
係
者
 

・
 
理

事
に
は
、
理
事
本

人
を
含
め

、
そ
の
配
偶
者
及
び
三
親
等
以
内
の
親
族
そ
の
他
各
理
事
と

特
殊
の
関
係
の
あ
る
者
（
以
下
こ
の
ウ
に
お
い
て
「
理
事
の
親
族
等
特
殊
関
係
者
」
と
い
う
。
）

が
理
事
の
総
数
の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
4

条
第

6
項
）
。
た
だ
し
、
理
事
の
親
族
等
特
殊
関
係
者
の
上
限
は

3
人
で
あ
る
。
 

・
 
特

殊
の
関
係
が
あ
る

者
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
以
下
の
内
容

を
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
 

①
 
当
該
理
事
と
事
実
上
婚
姻
関

係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者
 

②
 
当
該
理
事
に
雇
用
さ
れ
て
い

る
者
 

③
 
①
、
②
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
で
あ
っ
て
、
当
該
理
事

か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産

に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
も
の
 

④
 
②
、
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶

者
 

⑤
 
①
か
ら
③
に
掲
げ
る
者
の
三

親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に
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す
る
も
の
 

⑥
 
当
該
理
事
が
役
員
（
※
）
と

な
っ
て
い
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）

の
役
員
又
は
職
員
（
こ
れ
ら
の
役
員
又
は
職
員
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
総
数
の
三
分

の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
 

 
※
 
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を

含
む
。
 

⑦
 
次
に
掲
げ
る
同
一
の
団
体
に

お
い
て
そ
の
職
員
（
国
会
議
員
及
び
地
方
公
共
団
体
の
議
会

の
議
員
を
除
く
。
）
で
あ
る
理
事
（
こ
れ
ら
の
理
事
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
総
数
の

三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
 

・
 
国
の
機
関
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
、
国
立
大
学
法
人
又
は
大
学
共
同
利
用

機
関
法
人
、
地
方
独
立
行

政
法
人
、
特
殊
法
人
又
は
認
可
法
人
 

 
（
３
）
理
事
の
任
期
 

・
 
理
事
の
任
期
は
、
選

任
後
２

年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定

時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
で
あ
る
（
法
第

4
5
条
）
。
た
だ
し
、
定
款
に

よ
っ
て
、
そ
の
任
期

を
短
縮
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

・
 
ま
た
、
理
事
を
再
任
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
く
、
期
間
的
な
制
限
は
な
い
。
 

 

（
４
）
理
事
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
 

・
 
平
成

2
9
年

4
月

1
日
以
降
、
理
事
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
任
期
の
満
了
又
は
辞
任
に

よ
り
退
任
し
た
理
事
は
、
新
た
に
選
任
さ
れ
た
理
事
が
就
任
す
る
ま
で
、
な
お
、
理
事
と

し
て

の
権
利
義
務
を
有
す
る
（
法
第

4
5
条
の

6
第

1
項
）
。
 

・
 
ま
た
、
理
事
に
欠
員
が
生
じ
、
事
務
が
遅
滞
す
る
こ
と
に
よ
り
損
害
を
生
ず
る
お
そ
れ

が
あ

る
と
き
は
、
所
轄
庁
は
利
害
関
係
人
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
一
時
理
事
の
職
務
を

行
う

べ
き
者
を
選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

6
第

1
項
）
。
 

 

（
５
）
理
事
の
権
限
等
 

・
 
以
下
の
①
か
ら
③
に
掲
げ
る
理
事
は
、
そ
れ
ぞ
れ
以
下
に
定
め
る
職
務
及
び
権
限
等
を
有
す
る
。
 

 

①
 
 
理

事
長
の
職
務
及
び
権
限
等
 

・
 
理
事
長
は
、
理
事
会
の
決
定
に
基
づ
き
（
法

第
4
5
条
の

1
3
第

2
項
第

1
号
）
、
法
人
の
内

部
的
・
対
外
的
な
業
務
執
行
権
限
を
有
す
る
（
法
第

4
5
条
の

1
6
第

2
項
第

1
号
）
。
 

・
 
具
体
的
に
は
、
理
事
会
で
決
定
し
た
事
項
を
執
行
す
る
ほ
か
、
法
第

4
5
条
の

1
3
第

4
項

に
掲
げ
る
事
項
以
外
の
理
事
会
か
ら
委
譲
さ
れ
た
範
囲
内
で
自
ら
意
思
決
定
を
し
、
執
行
す

る
。
 

・
 
そ
し
て
、
対
外
的
な
業
務
執
行
を
す
る
た
め
、
法
人
の
代
表
権
を
有
す
る
（
法
第

4
5
条
の

1
7
第

1
項
）
。
 

・
 
な
お
、
業
務
執
行
と
は
、
契
約
に
サ
イ
ン
す
る
こ
と
や
、
事
業
費
支
出
の
決
済
な
ど
、
理

事
長
等
の
法
人
の
機
関
が
行
う
行
為
が
法
人
の
行
為
と
認
め
ら
れ
る
よ
う
な
行
為
を
い
い
、
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代
表
す
る
と
は
、
法
人
の
機
関
が
法
人
の
名
前
で
第
三
者
と
し
た
行
為
が
法
人
の
行
為
と
み

な
さ
れ
る
こ
と
を
い
う
。
 

・
 
理
事
長
は
、
3
か
月
に

1
回
以
上
（
定
款
で
、
毎
会
計
年
度
に

4
ヶ
月
を
超
え
る
間
隔
で

2

回
以
上
と
す
る
こ
と
が
可
能
）
、
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理
事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
法
第

4
6
条
の

1
6
第

3
項
）
。
 

こ
れ
は
、
理
事
会
に
よ
る
理
事
長
の
職
務
の
執
行
の
監
督
の
実
効
性
を
確
保
す
る
た
め
で

あ
る
。
 

し
た
が
っ
て
、
こ
の
報
告
は
現
実
に
開
催
さ
れ
た
理
事
会
に
お
い
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
第
４
章
（
２
）
ウ
（
法
第

4
6
条
の

1
6
第

2
項
）
に
よ
る
報
告
を
省
略
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
（
法
第

4
5
項
の

1
4
第

9
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

9
8
条
）
 

 

②
 
業
務
執
行
理
事
の
職
務
及
び
権
限
等
 

・
 
理
事
長
以
外
に
も
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
を
執
行
す
る
理
事
（
以
下
「
業
務
執
行
理
事
」

と
い
う
。
）
を
理
事
会
で
選
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

1
6
第

2
項
）
。
 

・
 
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
長
と
違
い
代
表
権
は
な
い
た
め
、
対
外
的
な
業
務
を
執
行
す
る

権
限
は
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
7
第

2
項
）
。
 

・
 
業
務
執
行
理
事
は
、
理
事
長
と
同
様
、
3
か
月
に

1
回
以
上
（
定
款
で
、
毎
会
計
年
度
に

4

ヶ
月
を
超
え
る
間
隔
で

2
回
以
上
と
す
る
こ
と
が
可
能
）
、
自
己
の
職
務
の
執
行
の
状
況
を
理

事
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
6
条
の

1
6
第

3
項
）
。
ま
た
、
こ
の
報
告
は
現

実
に
開
催
さ
れ
た
理
事
会
に
お
い
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
報
告
を
省
略
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
 

 ③
 
①
及
び
②
以
外
の
理
事
の
職
務
及
び
権
限
等
 

・
 
理
事
長
及
び
業
務
執
行
理
事
以
外
の
理
事
は
、
理
事
会
に
お
け
る
議
決
権
の
行
使
等
を
通

じ
、
法
人
の
業
務
執
行
の

意
思

決
定
に
参
画
す
る
と
と
も
に
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

2
項
第

1

号
）
、
理
事
長
や
他
の
理
事
の
職
務
の
執
行
を
監
督
（
同
項
第

2
号
及
び
第

3
号
）
す
る
役
割

を
担
う
こ
と
と
な
る
。
 

 

（
６
）
理
事
の
義
務
等
 

 
 
 
・
 
理
事
に
は
、
善
管
注
意
義
務
、
忠

実
義
務
の
ほ
か
、
法
人
に
著
し
い
損
害
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の

あ
る
事
実
が
あ
る
こ
と
を
発
見
し
た
と
き
の
監
事
へ
の
報
告
義
務
が
課
さ
れ
て
い
る
（
法
第

3
8

条
、
法

第
4
5
条
の

1
6
第

1
項
並
び
に
法
第

4
5
条
の

1
6
第

4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人

法
第

8
4
条
及
び
第

8
5
条
）
。
 

 
 
 
・
 
ま
た
、
特
別
背
任
罪
（
法
第

1
3
0
条
の

2
）
及
び
贈
収
賄
罪
（
法
第

1
3
0
条
の

3
）
等
の
罰
則

が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
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第
２
節
 
監
事
 

（
１
）
監
事
の
選
任
及
び
解
任
 

・
 
監
事
の
選
任
及
び
解
任
は
、
理
事
と
同
様
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
る
（
法
第

4
5
条
の

4
第

1
項
）
。
 

・
 
理
事
に
よ
る
、
監
事

の
選
任
に
関

す
る
議
案
の
評
議
員
会
へ
の
提
出
に
対
す
る
監
事
の
同
意
又

は
請
求
に
つ
い
て
は
、
監
事
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
定
す
る
（
法
第

4
3
条
第

3
項
に
お
い

て
準

用
す
る
一
般
法
人
法
第

7
2
条
）
。
 

 

（
２
）
監
事
の
資
格
等
 

ア
 
監
事
の
兼
職
禁
止
 

・
 
監
事
は
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
又
は
職
員
を
兼
ね
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
法
第

4
4

条
第

2
項
）
。
 

 

イ
 
監
事
の
資
格
要
件
 

・
 
監
事
に
は
、
次
に
掲
げ
る
者
が
含
ま
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
4
条
第

5
項
）
。
 

①
 
社
会
福
祉
事
業
に
つ
い
て
識
見
を
有
す
る
（
同
項
第

1
号
）
 

②
 
財
務
管
理
に
つ
い
て
識
見
を
有
す
る
者
（
同
項
第

2
号
）
 

 ウ
 
監
事
の
特
殊
関
係
者
 

・
 
監

事
に
は
、
各
役
員

の
配
偶
者
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
が
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
に

加
え
、
各
役
員
と
特
殊
の
関
係
が
あ
る
者
も
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
4
条
第

7
項
）
。
 

・
 
特

殊
の
関
係
が
あ
る

者
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
以
下
の
内
容

を
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
 

①
 
当
該
役
員
と
事
実
上
婚
姻
関
係
と
同
様
の
事
情
に
あ
る
者
 

②
 
当
該
役
員
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
者
 

③
 
①
、
②
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
で
あ
っ
て
、
当
該
役
員
か
ら
受
け
る
金
銭
そ
の
他
の
財
産

に
よ
っ
て
生
計
を
維
持
し
て
い
る
も
の
 

④
 
②
、
③
に
掲
げ
る
者
の
配
偶
者
 

⑤
 
①
か
ら
③
に
掲
げ
る
者
の
三
親
等
以
内
の
親
族
で
あ
っ
て
こ
れ
ら
の
者
と
生
計
を
一
に

す
る
も
の
 

⑥
 
当
該
理
事
が
役
員
（
※
）
と
な
っ
て
い
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）

の
役
員
（
※
）
又
は
職
員
（
こ
れ
ら
の
役
員
又
は
職
員
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
総
数

の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
 

※
 
業
務
を
執
行
す
る
社
員
を
含
む
。
 

⑦
 
当
該
監
事
が
役
員
と
な
っ
て
い
る
他
の
同
一
の
団
体
（
社
会
福
祉
法
人
を
除
く
。
）
の
役

員
又
は
職
員
（
こ
れ
ら
の
役
員
（
当
該
監
事
を
含
む
。
）
又
は
職
員
が
当
該
社
会
福
祉
法
人

の
監
事
総
数
の
三
分
の
一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
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⑧
 
支
配
し
て
い
る
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
理
事
又
は
職
員
 

⑨
 
次
に
掲
げ
る
団
体
に
お
い
て
そ
の
職
員
（
国
会
議
員
及
び
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員

を
除
く
。
）
で
あ
る
役
員
（
こ
れ
ら
の
役
員
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
監
事
総
数
の
三
分
の

一
を
超
え
て
含
ま
れ
る
場
合
に
限
る
。
）
 

・
 
国
の
機
関
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
、
国
立
大
学
法
人
又
は
大
学
共
同
利
用

機
関
法
人
、
地
方
独
立
行

政
法
人
、
特
殊
法
人
又
は
認
可
法
人
 

 
（
３
）
監
事
の
任
期
 

・
 
監
事
の
任
期
は
、
選

任
後

2
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定

時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
で
あ
る
（
法
第

4
5
条
）
。
た
だ
し
、
定
款
に

よ
っ
て
、
そ
の
任
期

を
短
縮
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

・
 
ま
た
、
監
事
を
再
任
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
く
、
期
間
的
な
制
限
は
な
い
。
 

 

（
４
）
監
事
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
 

・
 
監
事
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
は
、
理
事
と
同
様
で
あ
る
（

P.11
第
１
節
（
４
）
参
照
）
。

 
 
（
５
）
監
事
の
職
務
及
び
権
限
等
 

ア
 
監
事
の
権
限
 

・
 
監

事
は
、
法
人
の
業

務
監
督
及

び
会
計
監
査
を
行
う
こ
と
を
職
務
と
し
、
そ
の
職
務
の
遂
行

の
た
め
、
い
つ
で
も
、
理
事
及
び
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
職
員
に
対
し
、
事
業
の
報
告
を
求
め
、

ま
た
、
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
及
び
財
産
の
状
況
を
調
査
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条

の
1
8
第

2
項
）
。
 

・
 
監

事
は
、
理
事
が
不

正
の
行
為
を
し
た
と
き
、
若
し
く
は
不
正
の
行
為
を
す
る
お
そ
れ
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
、
又
は
、
法
令
・
定
款
に
違
反
す
る
事
実
、
著
し
く
不
当
な
事
実
が
あ
る
と

認
め
る
と
き
は
、
理
事
に
対
し
理
事
会
の
招
集
を
請
求
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3
項
に

お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
1
条

2
項
）
。
 

・
 
そ

の
際
、
当
該
請
求

を
行
っ
た
日
か
ら
５
日
以
内
に
、
そ
の
請
求
が
あ
っ
た
日
か
ら

2
週
間

以
内
の
日
を
理
事
会
の
日
と
す
る
理
事
会
の
招
集
の
通
知
が
発
せ
ら
れ
な
い
場
合
は
、
そ
の
請

求
を
し
た
監
事
は
、
理
事
会
を
招
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3
項
に
お
い

て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
1
条

3
項
）
。
 

 

イ
 
理
事
へ
の
報
告
義
務
 

・
 
監

事
は
、
①
理
事
が

不
正
の
行
為
を
し
た
と
き
、
②
理
事
が
不
正
の
行
為
を
す
る
お
そ
れ
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
、
③
法
令
・
定
款
に
違
反
す
る

事
実
が
あ
る
と
き
、
④
著
し
く
不
当
な
事

実
が
あ
る
と
き
に
は
、
そ
の
旨
を
理
事
会
に
報
告
す
る
義
務
を
負
う
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3

項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
0
条
）
。
こ
れ
は
、
理
事
の
法
令
定
款
違
反
等
に
つ

い
て
、
理
事
会
に
よ
る
是
正
を
促
す
趣
旨
で
あ
る
。
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ウ
 
理
事
会
へ
の
出
席
義
務
 

・
 
監
事
は
、
理
事
会
に
出
席
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
意
見
を
述
べ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
1
条
）
。
こ
れ
は
、

監
事
が
出
席
す
る
こ
と
に
よ
り
、
理
事
会
の
議
論
を
把
握
し
、
理
事
の
業
務
執
行
の
監
督
に
つ

な
げ
る
と
と
も
に
、
理
事
会
に
お
い
て
法
令
・
定
款
に
違
反
す
る
決
議
や
著
し
く
不
当
な
決
議

等
が
行
わ
れ
る
の
を
防
ぐ
趣
旨
で
あ
る
。
 

 

エ
 
評
議
員
会
に
対
す
る
報
告
義
務
 

・
 
監

事
は
、
理
事
が
評
議
員
会
に
提
出
し
よ
う
と
す
る
議
案
、
書
類
等
を
調
査
し
、
法
令
・
定

款
に
違
反
す
る
事
項
や
著
し
く
不
当
な
事
項
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
結
果
を
評
議
員

会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人

法
第

1
0
2
条
）
。
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 第
４
章
 
理
事
会
 

（
１
）
理
事
会
の
権
限
等
 

・
 
改
正

法
に
よ
り
、
理

事
会
は
、
全
て
の
業
務
執
行
の
決
定
や
理
事
の
職
務
執
行
の
監
督
を
行
う

こ
と
と
な
る
。

 
・
 
法
律

又
は
定
款
に
定
め
る
評
議
員
会
の
決
議
事
項
以
外
の
事
項
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
会
に
諮

る
必
要
は
な
い
。

 
 

ア
 
理
事
会
の
組
織
 

・
 
理

事
会
は
、
全
て
の
理
事
で
組
織
さ
れ
る
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

1
項
）
。
 

 イ
 
理
事
会
の
職
務
 

(
ア
)
 
業
務
執
行
の
決
定
 

・
 
理
事
会
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
執
行
に
関
す
る
意
思
決
定
を
行
う
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

2
項
第

1
号
）
。
 

 

(
イ
)
 
理
事
の
職
務
執
行
の
監
督
 

・
 
理
事
会
は
、
理
事
の
職
務
の
執
行
を
監
督
す
る
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

2
項
第

2
号
）
。
 

 

(
ウ
)
 
理
事
長
の
選
定
お
よ
び
解
職
 

・
 

理
事
会
は
、
理
事
長

の
選
定

及
び
解
職
を
行
う
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

2
項
第

3
号
及
び

同
条
第

3
項
）
。
 

 

ウ
 
理
事
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
事
項
 

・
 
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
は
、
重
要
な
財
産
の
処
分
及
び
譲
り
受
け
等
、
法
第

4
5
条
の

1
3

第
4
項
各
号
に
列
挙
さ
れ
て
い
る
事
項
に
つ
い
て
の
決
定
を
理
事
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
同
条
第

4
項
）
。
こ
れ
は
、
一
部
の
理
事
に
よ
る
専
横
や
複
数
の
理

事
が
法
人
の
運
営
を
巡
っ
て
対
立
し
、
そ
れ
ぞ
れ
独
自
に
決
定
す
る
と
い
っ
た
混
乱
し
た
事
態

が
生
ず
る
の
を
避
け
る
た
め
で
あ
る
。
 

 

（
２
）
理
事
会
の
運
営
 

ア
 
理
事
会
の
招
集
 

(
ア
)
理
事
会
の
招
集
権
者
 

・
 
理
事
会
の
招
集
権
限
は
、
原
則
と
し
て
各
理
事
に
あ
る
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第

1
項
本
文
）
。

た
だ
し
、
定
款
の
定
め
ま
た
は
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
、
特
定
の
理
事
を
招
集
権
者
と
定

め
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
項
た
だ
し
書
）
。
 

・
 
こ
の
場
合
、
招
集
権
者
以
外
の
理
事
は
、
招
集
権
者
に
対
し
て
、
理
事
会
の
目
的
で
あ
る

事
項
を
示
し
て
、
理
事
会
の
招
集
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第

2
項
）
。
こ
の
請

求
の
あ
っ
た
日
か
ら

5
日
以
内
に
、
当
該
請
求
が
あ
っ
た
日
か
ら

2
週
間
以
内
の
日
を
理
事
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会
の
日
と
す
る
理
事
会
の
招
集
の
通
知
が
発
せ
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、
当
該
請
求
を
し
た
理

事
は
、
理
事
会
を
招
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第

3
項
）
。
 

(
イ
)
招
集
通
知
 

・
 
理
事
会
を
招
集
す
る
者
は
、
理
事
会
の
日
の
原
則
と
し
て

1
週
間
（
定
款
に
よ
る
短
縮
が

可
能
）
前
ま
で
に
、
理
事
及
び
監
事
の
全
員
に
通
知
を
発
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第

9
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

9
4
条

1
項
）
。
 

・
 
通
知
の
方
法
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
会
の
招
集
の
場
合
と
異
な
り
、
限
定
は
な
く
、
書
面

で
も
口
頭
で
も
そ
の
他
の
方
法
で
も
差
し
支
え
な
い
。
ま
た
、
議
題
を
通
知
す

る
こ
と
も
必

須
で
は
な
い
。
 

・
 
な
お
、
理
事
及
び
監
事
の
全
員
の
同
意
が
あ
れ
ば
、
招
集
の
手
続
を
省
略
し
て
、
理
事
会

を
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第
９
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

9
4

条
2
項
）
。
 

 

イ
 
理
事
会
の
決
議
 

・
 
理
事
会
の
決
議
は
、
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
理
事
の
過
半
数
（
定
款
に
よ
る
引
上

げ
が
可
能
）
が
出
席
し
、
そ
の
過
半
数
（
定
款
に
よ
る
引
上
げ
が
可
能
）
を
も
っ
て
行
う
（
法

第
4
5
条
の

1
4
第

4
項
）
。
理
事
会
の
決
議
の
公
正
を
期
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
決
議

に
つ
い
て
特
別
の
利
害
関
係
を
有
す
る
理
事
は
議
決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
同
条
第

5

項
）
。
 

・
 
ま
た
、
理
事
会
に
お
け
る
議
決
権
の
行
使
に
つ
い
て
は
、
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
に
よ
る

議
決
権
の
行
使
や
代
理
人
、
持
ち
回
り
に
よ
る
議
決
権
の
行
使
は
認
め
ら
れ
な
い
。
こ
れ
は
、

理
事
に
は
、
評
議
員
と
同
様
、
法
人
と
の
委
任
契
約
に
基
づ
き
、
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を

も
っ
て
そ
の
職
務
を
遂
行
す
る
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
お
り
（
法
第

3
8
条
、
民
法
第

6
4
4
条
）
、

理
事
会
は
、
こ
の
よ
う
な
理
事
が
参
集
し
て
相
互
に
十
分
な
討
議
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
意

思
決
定
を
行
う
場
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
 

・
 
た
だ
し
、
出
席
者
が
一
堂
に
会
す
る
の
と
同
等
の
相
互
に
十
分
な
議
論
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
方
法
で
あ
れ
ば
、
テ
レ
ビ
会
議
や
電
話
会
議
の
方
法
に
よ
る
開
催
は
認
め
ら
れ
る
。
 

 

ウ
 
理
事
会
の
決
議
の
省
略
及
び
理
事
会
へ
の
報
告
の
省
略
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第

9
項
で

準
用

す
る
一
般
法
人
法
第

9
6
条
）
。
 

・
 
理
事
の
提
案
に
つ
き
、
あ
ら
か
じ
め
理
事
（
議

決
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）

の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記
録
に
よ
り
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
提
案
を
可

決
す
る
旨
の
理
事
会
の
決
議
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
。
 

・
 
こ

れ
は
、
議
決
権
を

行
使
す
る

こ
と
が
で
き
る
理
事
の
全
員
が
、
決
議
の
目
的
と
な
る
事
項

に
つ
い
て
の
提
案
に
同
意
の
意
思
表
示
を
し
、
か
つ
、
監
事
も
当
該
提
案
に
異
議
を
述
べ
な
い

場
合
に
は
、
会
議
を
開
催
し
な
く
て
も
、
各
理
事
及
び
監
事
が
当
該
議
案
を
決
議
す
る
こ
と
に

つ
い
て
そ
の
責
任
を
伴
う
十
分
な
意
思
表
示
を
行
っ
て
い
る
も
の
と
認
め
る
こ
と
が
で
き
、
ま

た
、
提
案
に
全
員
が
賛
成
で
あ
る
な
ら
ば
、
討
議
を
省
略
す
る
こ
と
に
よ
る
理
事
会
機
能
の
形
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骸
化
と
い
う
弊
害
の
お
そ
れ
も
少
な
い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。
 

・
 
な

お
、
理
事
会
決
議

の
省
略
を

行
う
に
当
た
り
、
あ
ら
か
じ
め
定
款
の
定
め
が
必
要
と
さ
れ

る
の
は
、
理
事
会
に
よ
る
意
思
決
定
に
お
け
る
最
も
重
要
な
要
素
で
あ
る
討
議
を
省
略
す
る
と

い
う
理
事
会
制
度
の
重
大
な
例
外
を
認
め
る
も
の
だ
か
ら
で
あ
る
。
 

・
 
理

事
、
監
事
又
は
会

計
監
査
人

が
理
事
及
び
監
事
の
全
員
に
対
し
て
報
告
す
べ
き
事
項
を
通

知
し
た
と
き
は
、
理
事
会
決
議
の
省
略
と
同
様
に
、
当
該
事
項
の
理
事
会
へ
の
報
告
を
省
略
す

る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第

9
項
で
準
用

す
る
一
般
法
人
法
第

9
8
条
）
。
た
だ
し
、

法
第

4
6
条
の

1
7
第

9
項

の
規
定

に
よ
る
業
務
の
執
行
状
況
に
関
す
る
理
事
長
及
び
業
務
執
行

理
事
の
報
告
は
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第

9
項
で
準
用
す
る
一
般
法

人
法
第

9
8
条

2
項
）
。
 

 エ
 
理
事
会
の
議
事
録
等
 

・
 
理
事
会
の
議
事
に
つ
い
て
は
、
議
事
録
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

・
 
議

事
録
が
書
面
で
作

成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
出
席
し
た
理
事
（
定
款
で
署
名
又
は
記
名
押

印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
を
出
席
し
た
理
事
長
と
定
め
た
場
合
に
は
、
当
該
出
席
し
た
理
事

長
）
及
び
監
事
が
署
名
又
は
記
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。（
法
第

4
5
条

の
1
4
第

6
項
）
。

 

・
 
議

事
録
が
電
磁
的
記
録
で
作
成
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
署
名
又

は
記
名
押
印
に
代
わ
る
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
条
第

7
項
）
。
 

・
 
理

事
会
の
決
議
に
参
加
し
た
理
事
で
あ
っ
て
議
事
録
に
異
議
を
と
ど
め
な
い
も
の
は
、
そ
の

決
議
に
賛
成
し
た
も
の
と
推
定
さ
れ
る
（
同
条
第

8
項
）
。
 

・
 
議
事
録
は
、
理
事
会
の
日
か
ら

1
0
年
間
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

理
事
会
の
決
議
を
省
略
し
た
場
合

に
お
け
る
提
案
に
つ
き
理
事
全
員
が
同
意
の
意
思
を
表
示

し
た
書
面
ま
た
は
電
磁
的
記
録
（
以
下
、
議
事
録
と
併
せ
て
「
議
事
録
等
」
と
い
う
）
も

同
様

で
あ
る
（
法
第

4
5
条
の

1
5
第

1
項
）
。
 

・
 
評

議
員
は
、
社
会
福

祉
法
人
の

業
務
時
間
内
は
い
つ
で
も
、
債
権
者
は
理
事
又
は
監
事
の
責

任
を
追
及
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
に
限
り
、
裁
判
所
の
許
可
を
得
て
、
次
の
請
求
を
す
る

こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第

2
項
、
第

3
項
）
。
 

①
 
議
事
録
等
が
書
面
で
作
成
さ

れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
書
面
の
閲
覧
又
は
謄
写
の
請
求
 

②
 
議
事
録
等
が
電
磁
的
記
録
に

よ
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
に
記

録
さ
れ
た
事
項
を
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
表
示
し
た
も
の
（
当
該
事
項
を
印

字
し
た
紙
等
）
の
閲
覧
の
請
求
又
は
謄
写
の
請
求
 

裁
判
所
は
、
評
議
員
又
は
債
権
者
が
議
事
録
等
の
閲
覧
又
は
謄
写
を
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当

該
社
会
福
祉
法
人
に
著
し
い
損
害
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
許
可
を

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
同
条
第

4
項
）
。
 

 

（
３
）
内
部
管
理
体
制
の
整
備
 

 
 
 
ア
 
一
定
の
事
業
規
模
を
超
え
る
法
人
は
、
法
人
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
確
保
す
る
た
め
に
、
理
事
の
職

務
の
執
行
が
法
令
及
び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
そ
の
他
社
会
福
祉
法
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人
の
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整
備
（
内
部
管
理
体
制
の
整
備
）
に
つ
い

て
、
基
本
方
針
を
理
事
会
に
お
い
て
決
定
し
、
当
該
方
針
に
基
づ
い
て
、
規
程
の
策
定
等
を
行
う

こ
と
と
な
る
。
（
法
第

4
5
条
の

1
3
第

4
項
第

5
号
及
び
第

5
項
）
 

イ
 
内
部
管
理
体
制
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
法
に
規
定
さ
れ
て
い
る
理
事
の
職
務
の
執
行
が
法
令
及

び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
の
ほ
か
、
厚
生
労
働
省
令
で
以
下
の
内
容
を

規
定
す
る
予
定
で
あ
る
。
 

 
①
 
理
事
の
職
務
の
執
行
に
係
る
情
報
の
保
存
及
び
管
理
に
関
す
る
体
制
 

②
 
損
失
の
危
険
の
管
理
に
関
す
る
規
程
そ
の
他
の
体
制
 

③
 
理
事
の
職
務
の
執
行
が
効
率
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

④
 
職
員
の
職
務
の
執
行
が
法
令
及
び
定
款
に
適
合
す
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

⑤
 
監
事
が
そ
の
職
務
を
補
助
す
べ
き
職
員
を
置
く
こ
と
を
求
め
た
場
合
に
お
け
る
当
該
職
員

に
関
す
る
事
項
 

⑥
 
⑤
の
職
員
の
理
事
か
ら
の
独
立
性
に
関
す
る
事
項
 

⑦
 
監
事
の
⑤
の
職
員
に
対
す
る
指
示
の
実
効
性
の
確
保
に
関
す
る
事
項
 

⑧
 
理
事
及
び
職
員
が
監
事
に
報
告
を
す
る
た
め
の
体
制
そ
の
他
の
監
事
へ
の
報
告
に
関
す
る

体
制
 

⑨
 
⑧
の
報
告
を
し
た
者
が
当
該
報
告
を
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
不
利
な
取
扱
い
を
受
け
な

い
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

⑩
 
監
事
の
職
務
の
執
行
に
つ
い
て
生
ず
る
費
用
の
前
払
又
は
償
還
の
手
続
そ
の
他
の
当
該
職

務
の
執
行
に
つ
い
て
生
ず
る
費
用
又
は
債
務
の
処
理
に
係
る
方
針
に
関
す
る
事
項
 

⑪
 
そ
の
他
監
事
の
監
査
が
実
効
的
に
行
わ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
 

 
 
 
ウ
 
法
人
に
お
け
る
作
業
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
と
な
る
。
 

 
 
 
 
①
 
内
部
管
理
体
制
の
現
状
把
握
 

・
 
内
部
管
理
状
況
の
確
認
、
内
部
管
理
に
係
る
規
程
等
の
整
備
状
況
の
確
認
 

 
 
 
 
②
 
内
部
管
理
体
制
の
課
題
認
識
 

・
 
現
状
把
握
を
通
じ
て
、
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
と
現
状
の
体
制

を
比
較
し
、
取
り
組
む
べ
き
内
容
を
決
定
 

 
 
 
 
③
 
内
部
管
理
体
制
の
基
本
方
針
の
策
定
 

・
 
法
人
の
内
部
管
理
体
制
の
基
本
方
針
に
つ
い
て
、
理
事
会
で
決
定
 

④
 
基
本
方
針
に
基
づ
く
内
部
管
理
体
制
の
整
備
 

 
・
 
基
本
方
針
に
基
づ
い
て
、
内
部
管
理
に
係
る
必
要
な
規
程
の
策
定
及
び
見
直
し
等
 

  
 
（
参
考
例
）
 

内
部
管
理
体
制
の
基
本
方
針
 

  
本
○
○
福
祉
会
は
、
平

成
○
○
年
○

月
○
日
、
理

事
会
に
お
い
て
、
理
事
の

職
務
執
行
が
法
令
・

定
款
に
適
合
す
る
こ
と
、
及
び
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
の
整
備
に
関
し
、
本
○

○

福
祉
会
の
基
本
方
針
を
以
下
の
と
お
り
決
定
し
た
。
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１
 
経
営
に
関
す
る
管
理
体
制
 

①
 
理
事
会
は
、
定
時
に
開
催
す
る
ほ
か
、
必
要
に
応
じ
て
臨
時
に
開
催
し
、
法
令
・
定
款

、

評
議
員
会
の
決
議
に
従
い
、
業
務
執
行
上
の
重
要
事
項
を
審
議
・
決
定
す
る
と

と
も
に
、
理

事
の
職
務
執
行
を
監
督
す
る
。
 

②
 
「
理
事
会
運
営
規
則
」
及
び
「
評
議
員
会
運
営
規
則
」
に
基
づ
き
、
理
事
会
及
び
評
議

員

会
の
役
割
、
権
限
及
び
体
制
を

明
確
に
し
、
適
切
な
理
事
会
及
び
評
議
員
会
の
運
営
を
行
う
。
 

③
 
業
務
を
執
行
す
る
理
事
等
で
組
織
す
る
経
営
戦
略
等
に
関
す
る
会
議
体
（
以
下
「
経
営

会

議
等
」
と
い
う
。
）
を
定
期
的
又
は
臨
時
に
開
催
し
、
業
務
執
行
上
に
お
け
る
重
要
事
項

に

つ
い
て
機
動
的
、
多
面
的
に
審
議
す
る
。
 

④
 
「
理
事
職
務
権
限
規
程
」
に
基
づ
き
、
業
務
を
執
行
す
る
理
事
の
担
当
業
務
を
明
確
化
し
、

事
業
運
営
の
適
切
か
つ
迅
速
な
推
進
を
図
る
。
 

⑤
 
職
務
分
掌
・
決
裁
権
限
を
明
確
に
し
、
理
事
、
職
員
等
の
職
務
執
行
の
適
正
性
を
確
保

す

る
と
と

も
に
、
機
動
的
な
業
務

執
行
と
有
効
性
・
効
率
性
を
高
め
る
。
 

⑥
 
評
議
員
会
、
理
事
会
、
経
営
会
議
等
の
重
要
会
議
の
議
事
録
そ
の
他
理
事
の
職
務
執
行

に

係
る
情
報
に
つ
い
て
は
、
定
款

及
び
規
程
に
基
づ
き
、
適
切
に
作
成
、
保
存
及
び
管
理
す
る
。
 

⑦
 
業
務
執
行
機
関
か
ら
の
独
立
性
を
有
す
る
内
部
監
査
部
門
を
設
置
し
、
業
務
の
適
正
及

び

効
率
性
を
確
保
す
る
た
め
、
業
務
を
執
行
す
る
各
部
の
職
務
執
行
状
況
等
を
定
期
的
に
監
査

す
る
。

 

 ２
 
リ
ス
ク
管
理
に
関
す
る
体
制
 

①
 
リ
ス
ク
管
理
に
関
し
、
体
制
及
び
規
程
を
整
備
し
、
役
割
権
限
等
を
明
確
に
す
る
。
 

②
 
「

個
人
情
報
保
護
方
針
」
及
び
「
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
諸
規
程
」
に
基
づ
き
、
個
人

情
報
の
保
護
と
適
切
な
管
理
を
行
う
。
 

③
 
事

業
活
動
に
関
す
る
リ
ス
ク
に
つ
い
て
は
、
法
令
や
当
協
会
内
の
規
程
等
に
基
づ
き
、
職

務
執
行
部
署
が
自
律
的
に
管
理
す
る
こ
と
を
基
本
と
す
る
。
 

④
 
リ

ス
ク
の
統
括
管
理
に
つ
い
て
は
、
内
部
監
査
部
門
が
一
元
的
に
行
う
と
と
も
に
、
重
要

リ
ス
ク
が
漏
れ
な
く
適
切
に
管
理
さ
れ
て
い
る
か
を
適
宜
監
査
し
、
そ
の
結
果
に
つ
い
て
業

務
を
執
行
す
る
理
事
及
び
経
営
会
議
等
に
報
告
す
る
。
 

⑤
 
当

会
の
経
営
に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ
る
重
要
リ
ス
ク
に
つ
い
て
は
、
経
営

会
議
等
で
審
議
し
、
必
要
に
応
じ
て
対
策
等
の
必
要
な
事
項
を
決
定
す
る
。
 

⑥
 
大

規
模
自
然
災
害
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
そ
の
他
の
非
常
災
害
等
の
発
生
に
備
え
、
対

応
組
織
や
情
報
連
絡
体
制
等
に
つ
い
て
規
程
等
を
定
め
る
と
と
も
に
、
継
続
的
な
教
育
と
定

期
的
な
訓
練
を
実
施
す
る
。
 

 ３
 
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
管
理
体
制
 

①
 
理
事
及
び
職
員
が
法
令
並
び
に
定
款
及
び
当
協
会
の
規
程
を
遵
守
し
、
確
固
た
る
倫
理

観

を
も
っ
て
事
業
活
動
等
を
行
う
組
織
風
土
を
高
め
る
た
め
に
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関

す

る
規
程
等
を
定
め
る
。
 

②
 
当
会
の
す
べ
て
の
役
職
員
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
の
醸
成
と
定
着
を
推
進
す
る
た

め
、
不
正
防
止
等
に
関
わ
る
役
職
員
へ
の
教
育
及
び
啓
発
活
動
を
継
続
し
て
実
施
、
周
知

徹

底
を
図
る
。
 

③
 
当
会
の
内
外
か
ら
匿
名
相
談
で
き
る
通
報
窓
口
を
常
設
し
て
、
不
正
の
未
然
防
止
を
図

る

と
と
も
に
、
速
や
か
な
調
査
と
是
正
を
行
う
体
制
を
推
進
す
る
。
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に

関

す
る
相
談
又
は
違
反
に
係
る
通
報
を
し
た
こ
と
を
理
由
に
、
不
利
益
な
取
扱
い
は
行
わ
な
い
。
 

④
 
内
部
監
査
部
門
は
、
職
員
等
の
職
務
執
行
状
況
に
つ
い
て
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
観

点

か
ら
監
査
し
、
そ
の
結
果
を
経
営
会
議
等
に
報
告
す
る
。
理
事
等
は
、
当
該
監
査
結
果
を

踏
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ま
え
、
所
要
の
改
善
を
図
る
。
 

 ４
 
監
査
環
境
の
整
備
（
監
事
の
監
査
業
務
の
適
正
性
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
）
 

①
 
監
事
は
、
「
監
事
監
査
規
程
」
に
基
づ
き
、
公
平
不
偏
の
立
場
で
監
事
監
査
を
行
う
。

 

②
 
監

事
は
、
理
事
会
等
の
重
要
会
議
へ
の
出
席
並
び
に
重
要
書
類
の
閲
覧
、
審
査
及
び
質
問

等
を
通
し
て
、
理
事
等
の
職
務
執

行
に
つ
い
て
の
適
法
性
、
妥
当
性
に
関
す
る
監
査
を
行
う
。
 

③
 
監

事
は
、
理
事
会
が
決
定
す
る
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
つ
い
て
、
そ
の
決
議
及
び

決
定
内
容
の
適
正
性
に
つ
い
て
監
査
を
行
う
。
 

④
 
監

事
は
、
重
要
な
書
類
及
び
情
報
に
つ
い
て
、
そ
の
整
備
・
保
存
・
管
理
及
び
開
示
の
状

況
な
ど
、
情
報
保
存
管
理
体
制
及
び
情
報
開
示
体
制
の
監
査
を
行
う
。
 

⑤
 
監

事
の
職
務
を
補
助
す
る
も
の
と
し
て
、
独
立
性
を
有
す
る
ス
タ
ッ
フ
を
配
置
す
る
。
 

⑥
 
理

事
又
は
職
員
等
は
、
当
協
会
に
著
し
い
損
害
を
与
え
る
お
そ
れ
の
あ
る
事
実
又
は
法
令
、

定
款
そ
の
他
の
規
程
等
に
反
す
る
行
為
等
を
発
見
し
た
時
は
、
直
ち
に
理
事
長
、
業
務
執
行

理
事
並
び
に
監
事
に
報
告
す
る
。
 

⑦
 
理

事
及
び
職
員
等
は
、
職
務
執
行
状
況
等
に
つ
い
て
、
監
事
が
報
告
を
求
め
た
場
合
に
は
、

速
や
か
に
こ
れ
に
応
じ
る
。
 

⑧
 
理

事
長
は
、
定
期
的
に
監
事
と
会
合
を
持
つ
な
ど
に
よ
り
、
事
業
の
遂
行
と
活
動
の
健
全

な
発
展
に
向
け
て
意
見
交
換
を
図
り
、
相
互
認
識
を
深
め
る
。
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第
５
章
 
会

計
監
査
人
 

会
計
監
査
人
（
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
）
に
よ
る
監
査
と
は
、
社
会
福
祉
法
人
が
作
成
す
る
計

算
書
類
等
を
対
象
と
し
て
、
外
部
の
独
立
し
た
第
三
者
と
し
て
の
会
計
監
査
人
が
監
査
を
行
い
、
計
算

書
類
等
の
適
正
性
に
つ
い
て
保
証
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
 

こ
れ
に
よ
り
、
財
務
情
報
の
信
頼
性
の
向
上
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
だ
け
で
は
な
く
、
業
務
の
効
率

化
、
効
率
的
な
経
営
の
実
現
に
も
資
す
る
も
の
で
あ
る
。
 

 

（
１
）
会
計
監
査
人
の
選
任
及
び
解
任
 

ア
 
会
計
監
査
人
の
選
任
 

・
 
会
計
監
査
人
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
選
任
す
る
（
法
第

4
3
条
第

1
項
）
。
 

・
 
理

事
が
評
議
員
会
に
提
出
す
る
、
会
計
監
査
人
の
選
任
及
び
解
任
並
び
に
会
計
監
査
人
を
再

任
し
な
い
こ
と
に
関
す
る
議
案
の
内
容
は
、
監
事
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
定
す
る
（
法
第

4
3

条
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

7
3
条
第

1
項
）
。
 

 

イ
 
会
計
監
査
人
の
解
任
 

・
 
会

計
監
査
人
が
以
下

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
、
当

該
会
計
監
査
人
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

4
第

2
項
）
。
 

 
①
 
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
。
 

 
②
 
会
計
監
査
人
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
が
あ
っ
た
と
き
。
 

 
③
 
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
。
 

・
 
理

事
が
評
議
員
会
へ
提
出
す
る
会
計
監
査
人
の
解
任
に
関
す
る
議
案
の
内
容
は
、
監
事
の
過

半
数
を
も
っ
て
決
定
す
る
（
法
第

4
3
条
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

7
3
条
第

1
項
）
。
 

・
 
監

事
は
、
上
記
①
か

ら
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
監
事
の
全
員
の
同
意
に
よ
っ

て
、
当
該
会
計
監
査
人
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

5
第

1
項
）
。
 

こ
の
場
合
、
監
事
の
互
選
に
よ
っ
て
定
め
た
監
事
は
、
そ
の
旨
及
び
解
任
の
理
由
を
解
任
後

最
初
に
招
集
さ
れ
る
評
議
員
会
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条

の
5
第

3
項

）
。
 

 

（
２
）
会
計
監
査
人
の
資
格
 

・
 
会
計
監
査
人
は
、
公
認
会
計
士
又
は
監
査
法
人
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

2
第
 
 
 

1
項
）
。
 

・
 
公
認

会
計
士
法
の
規

定
に
よ
り
、
計
算
書
類
に
つ
い
て
監
査
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
は
、
会

計
監
査
人
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
同
条
第

3
項
）
。
 

具
体
的
に
は

、
公
認
会
計
士
法
第

2
4
条
又
は
第

3
4
条
の

1
1
の
規
定
に
よ
り
、
公
認
会

計
士

又
は
監
査
法
人
が
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
等
と
な
っ
て
い
る
場
合
等
に
つ
い
て
は
、
会
計

監
査
人
と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
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（
３
）
会
計
監
査
人
の
任
期
 

・
 
会
計

監
査
人
の
任
期
は
、
選
任
後

1
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関

す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
で
あ
る
（
法
第

4
5
条
の

3
第

1
項
）
。
 

・
 
定
時

評
議
員
会
に
お
い
て
別
段
の
決
議
が
さ
れ
な
か
っ
た
と
き
は
、
再
任
さ
れ
た
も
の
と
み
な

さ
れ
る
（
第

4
5
条
の

3
）
。
 

 

（
４
）
会
計
監
査
人
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
の
措
置
 

・
 
会
計
監
査
人
に
欠
員
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
遅
滞
な
く
会
計
監
査
人
が
選
任
さ
れ

な
い

と
き
は
、
監
事
は
、
一
時
会
計
監
査
人
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を
選
任
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い

（
法
第

45
条
の

6
第

3
項
）
。
こ
の
場
合
、
一
時
会
計
監
査
人
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の

資
格

は
、
（
２
）
の
会
計
監
査
人
と
同
様
で
あ
る
（
法
第

45
条
の

6
第

4
項
）
。

 
・
 
な
お
、
法
人
の
責
め
に
よ
ら
な
い
理
由
（
監
査
法
人
の
倒
産
等
）
に
よ
り
、
会
計
監
査
人
に
よ

る
会
計
監
査
報
告
を
所
轄
庁
に
届
け
出
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
所
轄
庁
は
届
出

の
猶
予
等
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 
 

（
５
）
会
計
監
査
人
の
職
務
及
び
権
限
等

 
・
 
会
計

監
査
人
は
、
社

会
福
祉
法
人
の
計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
を
監

査
し
、
会
計
監
査
報
告
を
作
成
す
る
義
務
を
負
う
（
法
第

4
5
条
の

1
9
第

1
項
及
び
第

2
項
）
。
 

・
 
会
計

監
査
人
は
、
そ

の
職
務
を
適
切
に
行
う
た
め
、
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
を
閲

覧
謄
写
で
き
る
ほ
か
、
理
事
及
び
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
職
員
に
対
し
会
計
に
関
す
る
報
告
を
求

め
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第

3
項
）
。
 

・
 
ま
た

、
そ
の
職
務
を

行
う
た
め
必

要
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
及
び
財
産

の
状
況
の
調
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条
第

4
項
）
。
 

・
 
会
計

監
査
人
は
、
職
務
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
監
査
の
公
正
を
期
す
た
め
、
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
理
事
、
監
事
又
は
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
職
員
で
あ
る
等
の
関
係
の
あ
る
者
を
補
助
者
と

し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
同
条

5
項
）
。
 

 

（
６
）
会
計
監
査
人
の
設
置
義
務
に
つ
い
て
 

ア
 
会
計
監
査
人
設
置
義
務
対
象
法
人
の
基
準
 

・
 
会

計
監
査
人
の
設
置
が
義
務
付
け
ら
れ
る
法
人
は
、
前
年
度
の
決
算
に
お
け
る
法
人
単
位
事

業
活
動
計
算
書
（
第

2
号
第

1
様
式
）
中
の
「
サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部
」
の
「
サ
ー
ビ
ス
活

動
収
益
計
」
（
以
下
「
収
益
」
と
い
う
。
）
又
は
法
人
単
位
貸
借
対
照

表
（

第
3
号

第
1
様

式
）

中
の
「
負
債
の
部
」
の
「
負
債
の
部
合
計
」
（
以
下
「
負
債
」
）
と
い
う
。
）
を
基
準
と
す
る
予

定
で
あ
り
、
当
該
基
準
に
つ
い
て
は
、
今
後
政
令
で
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
 

・
 
な

お
、
会
計
監
査
人

を
設
置
す
る
法
人
は
、
会
計
監
査
人
の
設
置
に
関
す
る
定
款
変
更
を
行

う
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
 

 

イ
 
会
計
監
査
人
の
選
任
等
の
流
れ
に
つ
い
て
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・
 
会
計
監
査
人
の
選
任
に
当
た
っ
て
は
、
会
計
監
査
人
を
設
置
す
る
年
度
（
例
：
平
成

2
9
年

度
）
の
前
年
度
（
例
：
平
成

2
8
年
度
）
か
ら
、
下
記
の
と
お
り
、
準
備
作
業
等
が
必
要
に
な

る
の
で
、
法
人
に
お
い
て
は
、
当
該
前
年
度
（
例
：
平
成

2
8
年
度
）
に
お
け
る
収
益
・
負
債

を
適
切
に
見
込
ん
だ
上
で
、
会
計
監
査
人
の
設
置
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
、
対
応
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。
 

・
 
社

会
福
祉
法
人
の
契
約
行
為
に
お
け
る
透
明
性
を
踏
ま
え
る
と
、
選
定
委
員
会
な
ど
に
よ
る

選
定
が
望
ま
し
い
が
、
平
成

2
9
年
度
の
会
計
監
査
人
の
選
任
に
つ
い
て
は
、
施
行
ま
で
の
準

備
期
間
を
考
慮
し
、
理
事
会
決
議
な
ど
に
よ
る
取
扱
も
可
能
と
す
る
。
 

・
 
そ

の
際
、
下
記
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
例
を
参
考
に
し
、
複
数
の
会
計
監
査
人
候
補
者
か
ら
提
案
書

等
を
入
手
し
、
法
人
に
お
い
て
選
定
基
準
を
作
成
し
、
提
案
内
容
に
つ
い
て
比
較
検
討

※
の
う

え
、
選
定
す
る
こ
と
（
選
定
基
準
の
イ
メ
ー
ジ
は
、
別
紙
の
と
お
り
）
。
 

 
※

 
価
格
の
み
で
選
定
す
る
こ
と
は
適

当
で
は

な
い
こ
と

。
 

・
 
複

数
の
会
計
監
査
人
候
補
者
か
ら
提
案
書
等
を
入
手
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
日
本
公
認
会
計

士
協
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
表
さ
れ
て
い
る
公
会
計
協
議
会
社
会
保
障
部
会
の
部

会
員
リ
ス
ト
を
参
考
資
料
と
し
て
活
用
で
き
る
こ
と
。
 

  
（
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
例
）
平
成

2
9
年
度
設
置
対
象
法
人
の
場
合
 

Ｈ
29/7

H30/7

監
査

の
準

備
期

間
監

査
契

約
（
初

年
度

）
監

査
契

約
（2

年
度

以
降

）

監
査

報
告

書
平

成
2
9
年

度
決

算
に

つ
い

て
会

計
監

査
の

実
施

監査契約

会計監査人

候補者選定

予
備

調
査

及
び

改
善

期
間

Ｈ
29/3

評議員会選任

③
予

備
調

査
及

び
改

善
期

間

⑤
定

時
評

議
員

会
に

て
選

任
平

成
2
9
年

５
月

～
６

月

⑥
監

査
契

約
締

結
平

成
2
9
年

６
月

～
７

月

社
会

福
祉

法
人

①
複

数
の

会
計

監
査

人
候

補
者

か
ら

の
提

案
書

等
の

入
手

社
会

福
祉

法
人

②
会

計
監

査
人

候
補

者
の

選
定

社
会

福
祉

法
人

会
計

監
査

人
候

補
者

※
年

月
の

記
載

は
例

示

社
会

福
祉

法
人

会
計

監
査

人
候

補
者

④
理

事
会

に
て

会
計

監
査

人
の

選
任

に
か

か
る

評
議

員
会

の
議

題
を

決
議

平
成

2
9
年

５
月

～
６

月
社

会
福

祉
法

人

社
会

福
祉

法
人

会
計

監
査

人

提案書等

の入手 ①
②

③

④
⑤

⑥

※
会

計
監

査
人

の
設

置
義

務
が

課
さ

れ
る

社
会

福
祉

法
人

に
つ

い
て

は
、

改
正

法
附

則
第

８
条

に
基

づ
き

、
施

行
日

（
平

成
2
9
年

４
月

１
日

）以
後

最
初

に
招

集
さ

れ
る

定
時

評
議

員
会

に
お

い
て

会
計

監
査

人
を

選
任

す
る

こ
と

と
な

り
、

当
該

会
計

監
査

人
は

、
平

成
29

年
度

決
算

に
つ

い
て

監
査

す
る

こ
と

に
な

る
。

 

 

ウ
 
監
査
証
明
範
囲
の
設
定
に
つ
い
て
 

・
 
今

般
の
会
計
監
査
人

制
度
の
導
入
は
、
法
人
と
し
て
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
、
財
務
規
律
の
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強
化
の
一
環
と
し
て
導
入
す
る
も
の
で
あ
り
、
会
計
監
査
人
に
よ
る
監
査
証
明
の
対
象
と
な
る

計
算
書
類
及
び
附
属
明
細
書
の
範
囲
に
つ
い
て
は
、
法
人
単
位
の
計
算
書
類
（
第
１
様
式
）
及

び
そ
れ
に
対
応
す
る
附
属
明
細
書
の
各
項
目
と
す
る
。
 

・
 
そ

の
際
、
法
人
単
位

の
計
算
書
類
と
そ
の
附
属
明
細
書
は
拠
点
区
分
別
の
積
み
上
げ
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
必
要
に
応
じ
て
、
拠

点
区
分
別
の
計
算
書
類
及
び
そ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
に
つ
い

て
も
監
査
手
続
の
対
象
と
な
る
。
 

 

エ
 
監
事
が
会
計
監
査
人
に
求
め
る
監
査
に
関
す
る
報
告
に
つ
い
て
 

・
 
監
事
は
、
会
計
監
査
人
に
対
し
て
、
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
監
査

証
明

（
会

計
監

査
報

告
）

の
ほ
か
、
そ
の
監
査
に
関
す
る
報
告
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
（
法
第

4
5
条
の

1
9
第

6
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
8
条
第

2
項
）
。
そ
の
た
め
、
会
計
監
査

人
は
、
監
事
に
対
し
て
、
監
査
証
明
（
会
計
監
査
報
告
）
の
ほ
か
に
、
そ
の
監
査
に
関
す
る
報

告
を
行
う
責
務
が
あ
る
。
 

 

（
７
）
会
計
監
査
人
非
設
置
法
人
に
お
け
る
会
計
に
関
す
る
専
門
家
の
活
用
 

会
計
監
査
人
を
設
置
し
な
い
法
人
に
お
い
て
は
、
以
下
の
例
に
掲
げ
ら
れ
た
よ
う
な
支
援
項
目

か
ら
、
法
人
の
事
業
規
模
や
財
務
会
計
に
係
る
事
務
態
勢
等
に
即
し
て
、
必
要
な
支
援
を
選
択
し

て
、
専
門
家
を
活
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

 （
支
援
の
例
）
 

○
財
務
会
計
に
関
す
る
事
務
処
理
体
制
の
向
上
に
対
す
る
支
援
の
例
 

・
法
人
が
作
成
す
る
計
算
書
類
等
の
会
計
基
準
と
の
整
合
性
の
点
検
及
び
改
善
支
援
 

・
経
理
体
制
の
現
状
把
握
、
効
率
化
等
改
善
に
対
す
る
支
援
 

・
会
計
帳
簿
の
記
載
、
証

憑
書
類
の
整
理
方
法
等
に
係
る
現
状
把
握
、
効
率
化
等
改
善
に
対

す
る
支
援
 

・
会
計
ソ
フ
ト
の
設
定
、
入
力
科
目
等
の
設
定
、
入
力
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
提
示
等
パ
ソ
コ
ン
会

計
の
導
入
支
援
 
 
等
 

 ○
財
務
会
計
に
関
す
る
内
部
統
制
の
向
上
に
対
す
る
支
援
の
例
 

・
法
人
全
般
の
統
制
 

例
）
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
（
理
事
会
、
評
議
員
会
、
監
事
等
）
、
各
種
規
程
・
業
務
手
順
の

整
備
、
職
務
分
掌
体
制
、
予
算
実
績
分
析
体
制
等
に
対
す
る
支
援
 
 
等
 

・
各
種
事
業
の
統
制
 

例
）
購
買
、
固
定
資
産
管

理
、
資
金
管
理
、
人
件
費

、
収
益
、
在
庫
管
理
等
の

各
業
務
に

お
け
る
リ
ス
ク
に
対
応
し
た
適
切
な
手
続
等
に
対
す
る
支
援
 
 
等
 

・
決
算
の
統
制
 

例
）
決
算
・
財
務
報
告
に
関
す
る
規
程
の
整
備
、
決
算
業
務
体
制
、
伝
票
承
認
や
決
算
整

理
業
務
の
分
掌
体
制
、
計
算
書
類
等
の
確
定
作
業
等
に
対
す
る
支
援
 
等
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 (
別
紙
)
 

 

社
会
福
祉
法
人
○
○
会
会
計
監
査
人
選
定
基
準
の
イ
メ
ー
ジ
 

 

（
基
準
制
定
の
目
的
）
 

第
１
条
 
こ
の
会
計
監
査
人
選
定
基
準
は
、
社
会
福
祉
法
人
○
○
会
（
以
下
、「

法
人
」
と
い
う
。
）
が

複
数

の
会
計
監
査
人

候
補
者
（
以
下
、「

候
補
者
」
と
い
う
。
）
か
ら
提
案
書

等
を
入
手
し
た
際
の
候
補
者
選
定

の
基
準
を
定
め

る
も
の
。
 

 

（
選
定
基
準
項
目
）
 

第
２
条
 
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
対
す
る
評
価
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 

一
 
監
査
の
実
施
体
制
等
に
対
す
る
評
価
 

二
 
監
査
に
要
す
る
費
用
に
対
す
る
評
価
 

三
 
監
査
の
実

績
等
に
対
す
る
評
価
 

四
 
監
査
の
品

質
管
理
体
制
に
対
す
る
評
価
 

２
 
前
項
第
１
号
に
規
定
す
る
評
価
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
項
目
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 
一
 
当
該
法
人
に
対
す
る
監
査
の
基
本
方
針
及
び
考
え
方
（
着
眼
点
や
重
点
項
目
）
 

二
 
主
要
な
監
査
手
続
及
び
監
査
要
点
 

三
 
法
人
本
部
及
び
施
設
等
を
監
査
す
る
チ
ー
ム
体
制
 

四
 
監
査
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
 

五
 
監
査
の
責
任
者
及
び
担
当
者
の
経
歴
及
び
実
務
経
験
等
 

六
 
監
査
の
指
導
的
機
能
に
対
す
る
考
え
方
 

七
 
監
査
の
サ
ポ
ー
ト
体
制
 

八
 
監
事
、
内
部
監
査
担
当
部
門
と
の
連
携
に
関
す
る
考
え
方
 

３
 
第
１
項
第
２
号
に
規
定
す
る
評
価
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
項
目
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 
一
 
監
査
報
酬
見
積
費
用
総
額
（
見
積
り
及
び
積
算
の
方
法
を
含
む
。
）
 

二
 
監
査
日
程
(
日
数
)
の
大
幅
な
変
更
が
生
じ
た
と
き
の
処
理
方
法
 

４
 
第
１
項
第
３
号
に
規
定
す
る
評
価
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
項
目
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

 
一
 
監
査
実
績
 

 
二
 
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
監
査
実
績
、
非
監
査
実
績
（
会
計
指
導
、
経
営
支
援
等
）
 

 
三
 
公
益
社
団
・
財
団
法
人
、
一
般
社
団
･
財
団
法
人
に
対
す
る
監
査
実
績
、
非
監
査
実
績
（
会
計
指
導
、

経
営
支
援
等
）
 

四
 
当
該
法
人
が
実
施
し
て
い
る
事
業
と
類
似
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
組
織
の
監
査
実
績
、
非
監
査
実

績
（
会
計
指
導
、
経
営
支
援
等
）
 

五
 
日
本
公
認
会
計
士
協
会
又
は
公
的
機
関
に
お
け
る
社
会
福
祉
法
人
制
度
に
関
係
す
る
部
会
等
へ
の

関
与
実
績
 

５
 
第
１
項
第
４
号
に
規
定
す
る
評
価
に
つ
い
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
項
目
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
 

一
 
品
質
管
理
の
体
制
（
日
本
公
認
会
計
士
協
会
の
定
め
る
監
査
の
品
質
管
理
に
関
す
る
指
針
等
に
即
し
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た
品
質
管
理
を
行
っ
て
い
る
か
な
ど
を
評
価
）
 

二
 
会
計
監
査
人
候
補
者
に
関
し
て
公
認
会
計
士
法
に
基
づ
く
処
分
が
あ
る
場
合
は
そ
の
内
容
と
こ
れ

に
対
し
て
取
っ
た
措
置
（
過
去
○
年
間
）
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 第
６
章
 
評
議
員
、
理
事
、
監
事
及
び
会
計
監
査
人
の
報
酬
 

（
１
）
評
議
員
の
報
酬
 

・
 
評
議
員
の
報
酬
等
（
報
酬
、
賞
与
そ
の
他
の
職
務
遂
行
の
対
価
と
し
て
受
け
る
財
産
上
の
利
益

及
び
退

職
手
当
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
定
款
で
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

45
条

の
8

第
4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法

人
法
第

196
条
）
。
無
報
酬
の
場
合
に
は
、
そ
の
旨
定
め
る

こ
と
と

な
る
。

 
 

（
２
）
理
事
の
報
酬
 

・
 
理
事
の

報
酬
等
の
額

は
、
定
款
に

そ
の
額
を
定
め
て
い
な
い
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ

っ
て
定

め
る
こ
と
と
な
る
（
法
第

4
5
条
の

1
6
第

4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

8
9

条
）
。
 

 

（
３
）
監
事
の
報
酬
 

・
 
監
事
の
報
酬
等
の
額
は
、
定
款
に
そ
の
額
を
定
め
て
い
な
い
と
き
は
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ

っ
て
定
め
る
こ
と
と
な
る
（
法
第

4
5
条
の

1
8
第

3
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
0
5

条
）
。
 

・
 
定
款
又
は
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
監
事
の
報
酬
総
額
の
み
が
決
定
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、

そ
の
具
体
的
な
配
分
は
、
監
事
の
協
議
（
全
員
一
致
の
決
定
）
に
よ
っ
て
定
め
る
こ
と
と
な
る
（
同

条
2
項
）
。
 

・
 
ま
た
、
監
事
は
、
そ
の
適
正
な
報
酬
を
確
保
す
る
た
め
、
評
議
員
会
に
お
い
て
、
監
事
の
報
酬

等
に
つ
い
て
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
（
同
条

3
項
）
。
 

・
 
無
報
酬
の
場
合
に
は
、
そ
の
旨
定
め
る
こ
と
と
な
る
。
 

 

（
４
）
会
計
監
査
人
の
報
酬
 

・
 
会
計

監
査
人
又
は
一
時
会
計
監
査
人
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
の
報
酬
等
を
定
め
る
場
合
に
は
監

事
の
過

半
数
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

1
9
第

6
項
に
お
い
て
準
用
す
る

一
般
法

人
法
第

1
1
0
条
）
。
 

 
（
５
）
理
事
、
監
事
及
び
評
議
員
に
対
す
る
報
酬
等
支
給
基
準
 

・
 
理
事
、
監
事
及
び
評
議
員
に
対
す
る
報
酬
等
に
つ
い
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
民
間
事
業
者
の
役
員
の
報
酬
等
及
び
従
業
員
の
給
与
、
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
経
理
の
状

況
そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
不
当
に
高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
な
支
給
の
基
準
を
定
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
5
条
の

3
5
第
１
項
）
。
 

な
お
、
こ
の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
は
、
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け
る
と
と
も
に
（
法
第

4
5

条
の

3
5
第

2
項
）
、
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

5
9
条
の

2
第

1
項
第

2
号
）
。
 

・
 
厚
生
労
働
省
令
で
は
、
具
体
的
に
は
、
以
下
①
か
ら
④
ま
で
の
と
お
り
、
理
事
等
の
勤
務
形
態

に
応
じ
た
報
酬
等
の
区
分
及
び
そ
の
額
の
算
定
方
法
並
び
に
支
給
の
方
法
及
び
形
態
に
関
す
る
事

項
を
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
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・
 
な
お
、
無
報
酬
と
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
役
員
等
報
酬
基
準
に
定
め
る
こ
と
と
な
る
。

 

 

①
 
役
員
等
の
勤
務
形
態
に
応
じ
た
報
酬
等
の
区
分
 

・
 
常
勤
・
非
常
勤
別
に
報
酬
を
定
め
る
こ
と
。
 

 

②
 
報
酬
等
の
金
額
の
算
定
方
法
 

(
a
)
 
報
酬
等
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
額
、
役
職
、
在
職
年
数
な
ど
、
ど
の
よ
う
な
過
程
を
経
て

そ
の
額
が
算
定
さ
れ
た
か
、
法
人
と
し
て
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
基
準
を
設
定

す
る
こ
と
。
 

(
b
)
 
評
議
員
会
が
役
職
に
応
じ
た
一
人
当
た
り
の
上
限
額
を
定
め
た
上
で
、
各
理
事
の
具
体
的

な
報
酬
金
額
に
つ
い
て
は
理
事
会
が
、
監
事
や
評
議
員
に
つ
い
て
は
評
議
員
会
が
決
定
す
る

と
い
っ
た
規
定
は
、
許
容
さ
れ
る
（
国
等
他
団
体
の
俸
給
表
等
を
準
用
し
て
い
る
場
合
、
準

用
す
る
給
与
規
程
（
該
当
部
分
の
抜
粋
も
可
）
を
支
給
基
準
の
別
紙
と
位
置
づ
け
、
支
給
基

準
と
一
体
の
も
の
と
し
て
所
轄
庁
に
提
出
す
る
こ
と
。
）
。
 

(
c
)
 
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
総
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
決
定
す
る
と
い
う

規
定
や
、
単
に
職
員
給
与
規
程
に
定
め
る
職
員
の
支
給
基
準
に
準
じ
て
支
給
す
る
と
い
う
だ

け
の
規
定
は
、
ど
の
よ
う
な
算
定
過
程
か
ら
具
体
的
な
報
酬
額
が
決
定
さ
れ
る
の
か
を
第
三

者
が
理
解
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、
法
人
と
し
て
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
な
い

た
め
、
認
め
ら
れ
な
い
。
 

(
d
)
 
退
職
慰
労
金
に
つ
い
て
は
、
退
職
時
の
月
例
報
酬
に
在
職
年
数
に
応
じ
た
支
給
率
を
乗
じ

て
算
出
し
た
額
を
上
限
に
各
理
事
に
つ
い
て
は
理
事
会
が
、
監
事
や
評
議
員
に
つ
い
て
は
評

議
員
会
が
決
定
す
る
と
い
う
方
法
も
許
容
さ
れ
る
。
 

 

③
 
支
給
の
方
法
 

・
 
支
給
の
方
法
と
は
、
支
給
の
時
期
（
毎
月
か
出
席
の
都
度
か
、
各
月
ま
た
は
各
年
の
い
つ

頃
か
）
や
支
給
の
手
段
（
銀
行
振
込
み
か
現
金
支
給
か
）
等
を
い
う
。
 

 

④
 
支
給
の
形
態
 

・
 
支
給
の
形
態
と
は
、
現
金
･
現
物
の
別
等
を
い
う
。
た
だ
し
、
「
現
金
」
「
通
貨
」
と
い
っ
た

明
示

的
な

記
載

が
な

く
と
も

、
報

酬
額

に
つ

き
金

額
の

記
載

し
か

な
い

な
ど

金
銭

支
給

で
あ

る
こ
と
が
客
観
的
に
明
ら
か
な
場
合
は
、「

現
金
」
等
の
記
載
は
特
段
な
く
て
も
差
し
支
え
な

い
。
 

 

（
６
）
理
事
、
監
事
及
び
評
議
員
の
区
分
ご
と
の
報
酬
等
の
総
額
の
公
表
 

・
 
理

事
、

監
事
及

び
評

議
員
の

区
分

ご
と
の

報
酬

等
の
総

額
（

職
員
と

し
て

の
給
与

も
含

む
。
）

に
つ
い
て
は
、
平
成

2
9
年
度
以
降
の
現
況
報
告
書
に
記
載
の
上
、
公
表
す
る
こ
と
。
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 第
７
章
 
理
事
、
監
事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
の
損
害
賠
償
責
任
 

（
１
）
理
事
、
監
事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
の
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任

 
ア
 
損
害
賠
償
責
任
 

・
 
理
事
、
監
事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
は
、
社
会
福
祉
法
人
に
対
し
、
そ
の
任
務
を
怠
っ

た
こ
と
に
よ
り
生
じ
た
損
害
を
賠
償
す
る
責
任
を
負
う
（
法
第

4
5
条
の

2
0
第

1
項
）
。
 

・
 
理
事
、
監
事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
と
法
人
と
の
関
係
は
、
委
任
に

関
す
る
規
定
に
従

う
た
め
（
法
第

3
8
条
）
、
任
務
を
怠
っ
た
と
は
、
法
人
に
対
す
る
善
管
注
意
義
務
違
反
（
理

事
の
場
合
は
、
忠
実
義
務
違
反
（
第

4
5
条
の

1
6
第

1
項
）
も
含
ま
れ
る
。
）
で
あ
る
。
 

・
 
な
お
、
評
議
員
に
は
、
業
務
執
行
権
が
な
く
、
評
議
員
会
と
い
う
会
議
体
の
構
成
員
と
し
て

の
任
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
個
々
の
評
議
員
の
任
務
懈
怠
に
よ
り
法
人
に
直
接

損
害
が
発
生
す
る
ケ
ー
ス
は
少
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
 

 

イ
 
損
害
賠
償
責
任
の
免
除
 

(
ア
)
 
総
評
議
員

※
の
同
意
に
よ
る

免
除
 

・
 
理
事
、
監
事
、
評
議

員
又
は
会
計
監
査
人
の
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
責
任
は
、
原
則
と

し
て
総
評
議
員
の
同
意
が
な
け
れ
ば
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
（
法
第

4
5
条
の

3
0
第

4

項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法

1
1
2
条
）
。
 

※
 
「
総
評
議
員
」
と
は
、
定

款
上

の
評

議
員
定

数
や
評
議

員
の

出
席

者
数
で

は
な
く
、
評

議
員
の

現
在
員
数
の
こ
と
で
あ
る
。
 

 

(
イ
)
 
評
議
員
会
の
特
別
決
議
に
よ
る
一
部
免
除
 

・
 

法
人
に
対
す
る
損
害

賠
償
責
任
を
負
う
理
事
、
監
事
又
は
会
計
監
査
人
が
、
そ
の
職
務
を

行
う
に
つ
き
、
善
意
で
か
つ
重
大
な
過
失
が
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
賠
償
責
任
を
負
う
額
の

う
ち
、
理
事
、
監
事
又
は

会
計
監
査
人
が
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
執
行
の
対
価
と
し
て
受
け

る
財
産
上
の
利
益
の

1
年
間
当
た
り
の
額
に
相
当
す
る
額
に
以
下
の
数
を
乗
じ
た
額
（
(
ｳ
)

に
お
い
て
「
最
低
責
任
限
度
額
」
と
い
う
。
）
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
会
の

決
議
に
よ
り
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

2
0
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人

法
第

1
1
3
条
第

1
項
）
。
 

①
 
理
事
長
 
６
 

②
 
業
務
執
行
理
事
 
４
 

③
 
理
事
、
監
事
、
会
計
監
査
人
 
２
 

・
 

こ
れ
は
、
理
事
が
軽

微
な
過
失
に
よ
り
多
額
の
損
害
賠
償
責
任
を
負
担
す
る
こ
と
を
お
そ

れ
て
業
務
執
行
が
萎
縮
す
る
の
を
防
止
す
る
た
め
で
あ
る
。
 

・
 

理
事
、
監
事
又
は
会

計
監
査

人
の
責
任
の
免
除
に
関
す
る
議
案
を
評
議
員
会
に
提
出
す
る

場
合
に
は
、
監
事
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

3
0
第

4
項
に
お
い
て

準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
1
3
条

3
項
）
。
 

・
 

な
お
、
評
議
員
の
社

会
福
祉
法
人
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
会
の

決
議
に
よ
る
責
任
の
一
部
免
除
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
評
議
員
は

業
務
執
行
を
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担
わ
な
い
こ
と
か
ら
実
際
に
賠
償
責
任
を
負
う
ケ
ー
ス
は
非
常
に
少
な
い
と
考
え
ら
れ
、
総

評
議
員
に
よ
る
責
任
免
除
に
加
え
、
こ
れ
よ
り
も
軽
い
要
件
に
よ
る
免
除
の
制
度
を
認
め
る

必
要
が
な
い
か
ら
で
あ
る
。
 

 

(
ウ
)
 
理
事
会
の
決
議
に
よ
る
一
部
免
除
 

・
 
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
は
、
理
事
、
監
事
又
は
会
計
監
査
人
の
責
任
に
つ
い
て
、
職
務

を
行
う
に
つ
き
善
意
で
か
つ
重
大
な
過
失
が
な
く
、
そ
の
原
因
や
職
務
執
行
状
況
な
ど
の
事

情
を
勘
案
し
て
特
に
必
要
と
認
め
る
場
合
に
は
、
そ
の
賠
償
責
任
を
負
う
額
の
う
ち
最
低
責

任
限
度
額
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る

旨
を
定
款
で
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

3
0
第

4
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般

法
人
法
第

1
1
4
条
第

1
項
）
。
 

・
 

こ
の
旨
を
定
款
で
定
め
る
議
案
を
評
議
員
会
に
提
出
す
る
場
合
、
又
は
定
款
の
定
め
に
基

づ
く
理
事
、
監
事
又
は
会
計
監
査
人
の
責
任
の
免
除
に
つ
い
て
理
事
会
に
議
案
を
提
出
す
る

場
合
に
は
、
い
ず
れ
も
監
事
の
同
意
を
要
す
る
（
同
条

2
項
）
。
 

・
 
な
お
、
評
議
員
の
社
会
福
祉
法
人
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
に
つ
い
て
は
、
(
ｲ
)
同
様
、

一
部
免
除
に
関
す
る
定
款
の
定
め
は
認
め
ら
れ
て
い
な
い
。
 

 （
２
）
理
事
、
監
事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
の
第
三
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
責
任
 

・
 
理
事

、
監
事
、
評
議

員
又
は

会
計
監
査
人
は
、
本
来
、
社
会
福
祉
法
人
に
対
し
て
任
務
を
負
う

に
す
ぎ
ず
、
第
三
者
に
対
し
て
は
一
般
の
不
法
行
為
（
民
法
第

7
0
9
条
）
責
任
以
外
の
責
任
は
負

わ
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
 

・
 
し
か
し
、
理
事
、
監

事
、
評
議
員
又
は
会
計
監
査
人
の
任
務
懈
怠
に
よ
っ
て
損
害
を
受
け
た
第

三
者
を
保
護
す
る
観
点
か
ら
、
職
務
を
行
う
に
つ
き
悪
意
又
は
重
大
な
過
失
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、

第
三
者
に
対
し
て
責
任
を
負
う
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
5
条
の

2
1
第

1
項
）
。
 

・
 
な
お
、
評
議
員
は
、
業
務
執
行
を

行
う
立
場
で
は
な
い
た
め
、
第
三
者
に
損
害
を
与
え
る
こ
と

は
多
く
な
い
と
考
え
ら
れ
る
が
、
評
議
員
も
法
人
と
委
任
関
係
に
あ
り
、
善
良
な
管
理
者
と
し
て

の
注
意
を
も
っ
て
そ
の
職
務
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
者
で
あ
る
以
上
（
民
法
第

6
4
4
条
）
、

悪
意
又
は
重
大
な
過
失
に
よ
り
第
三
者
に
損
害
を
与
え
た
場
合
の
責
任
に
関
す
る
規
定
を
設
け

て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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 第
８
章
 
計
算
 

第
１
節
 
会
計

帳
簿
 

（
１
）
会
計
帳
簿
の
作
成
及
び
保
存
 

・
 
社
会
福
祉
法
人
は
、
適
時
に
、
正
確
な
会
計
帳
簿
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5

条
の

2
4
第

1
項
）
。
会
計
帳
簿
は
後
日
紛
争
を
生
じ
た
場
合
の
重
要
な

資
料

と
な

り
得

る
た

め
、

そ
の
閉
鎖
の
時
か
ら

1
0
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同
条
第

2
項
）
。
 

 （
２
）
会
計
帳
簿
の
閲
覧
等
の
請
求
 

・
 
社
会

福
祉
法
人
の
評

議
員
は
、
計
算
書
類
の
承
認
等
を
行
う
評
議
員
会
の
構
成
員
と
し
て
、
社

会
福
祉
法
人
の
経
理
の
状
況
を
会
計
帳
簿
等
か
ら
正
確
に
知
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
評
議

員
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
業
務
時
間
内
は
、
い
つ
で
も
、
次
に
掲
げ
る
請
求
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
（
法
第

4
5
条
の

2
5
）
。
 

①
 
会
計
帳
簿
又
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
書
面
で
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
書
面
の
閲

覧
又
は
謄
写
の
請
求
。
 

②
 
会
計
帳
簿
ま
た
は
こ
れ
に
関
す
る
資
料
が
電
磁
的
記
録
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
て
い
る
と
き

は
、
当
該
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
法
務
省
令
で
定
め
る
方
法
（
紙
等
に
印
字
し
た

も
の
を
想
定
）
に
よ
り
表
示
し
た
も
の
の
閲
覧
又
は
謄
写
の
請
求
。
 

 第
２
節
 
計
算
書
類
等
 

（
１
）
計
算
書
類
等
の
作
成
及
び
保
存
 

・
 
法
第

4
5
条
の

2
7
第

2
項
に
お
い
て
、
社
会
福
祉
法
人
が
各
事
業
年
度
に
お
い
て
作
成
す
べ
き

書
類
と
し
て
、
①
貸
借
対
照
表
、
②
収
支
計
算
書
、
③
事
業
報
告
、
④
①
～
③
の

附
属
明
細
書
が

規
定
さ
れ
て
い
る
。
 

・
 
ま
た

、
計
算
書
類
等

は
後
日
紛
争
を
生
じ
た
場
合
の
重
要
な
資
料
と
な
り
得
る
た
め
、
そ
の
作

成
後

1
0
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 （
２
）
計
算
書
類
等
の
監
査
等
 

・
 
計
算

書
類
及
び
事
業
報
告
並
び
に
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
は
、
監
事
の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

2
8
第

1
項
）
。
 

・
 
さ
ら
に
、
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
監
事
の
監
査
に
加
え
、
計
算
書
類
及
び
こ
れ
ら
の
附

属
明
細
書
並
び
に
財
産
目
録
に
つ
い
て
、
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
同

条
第

2
項
）
。
 

・
 
監
事

及
び
会
計
監
査
人
の
監
査
を
受
け
た
計
算
書
類
、
事
業
報
告
及
び
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書

は
、
理
事
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 

（
３
）
計
算
書
類
等
の
定
時
評
議
員
会
へ
の
提
出
等
 

・
 
理
事
は
、
監
事
の
監
査
（
会
計
監
査
人
を
置
く
場
合
は
、
会
計
監
査
人
の
監
査
も
含
む
。
）
を

受
け
、
さ
ら
に
理
事
会
の
承
認
を
受
け
た
計
算
書
類
及
び
事
業
報
告
を
定
時
評
議
員
会
に
提
出
し
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な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

・
 
定
時

評
議
員
会
に
提
出
さ
れ
た
計
算
書
類
は
、
定
時
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
（
法
第

4
5
条
の

3
0
第

2
項
）
。
事
業
報
告
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
会
へ
の
報
告
で
足
り
る

こ
と
と
し
て
い
る
（
同
条
第

3
項
）
。
 

 

（
４
）
会
計
監
査
人
設
置
社
会
福
祉
法
人
の
特
則
 

・
 
会
計
監
査
人
を
置
く
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
は
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、（

３
）

に
か
か
わ
ら
ず
、
計
算
書
類
に
つ
い
て
、
定
時
評
議
員
会
の
承
認
を
受
け
る
こ
と
を
要
せ
ず
、
定

時
評
議
員
会
に
お
い
て
そ
の
内
容
を
報
告
す
る
こ
と
で
足
り
る
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
5
条

の
3
1
）
。
 

・
 
一
定

の
要
件
は
、
厚

生
労
働
省
令

で
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
以
下
の
要
件
を
み
た
し
て

い
る
こ
と
を
定
め
る
予
定
で
あ
る
。
 

ア
 
計
算
書
類
に
つ
い
て
の
会
計
監
査
報
告
の
内
容
に
無
限
定
適
正
意
見
が
含
ま
れ
て
い
る
こ

と
 

イ
 
会
計
監
査
報
告
に
係
る
監
査
報
告
の
内
容
と
し
て
会
計
監
査
人
の
監
査
の
方
法
又
は
結
果

を
相
当
で
な
い
と
認
め
る
意
見
が
な
い
こ
と
 
 

ウ
 
特
定
監
事

※
１
が
特
定

理
事

※
２
及
び
会
計
監
査
人

に
対
し
て
監
査
報
告
の
内
容
を
通
知
す
べ

き
日
ま
で
に
通
知
せ
ず
、
当
該
通
知
す
べ
き
日
に
監
事
の
監
査
を
受
け
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た

計
算
書
類
で
な
い
こ
と
。

 
※

1 
会

計
監

査
報

告
の

内
容

の
通

知
を

受
け
る

監
事
と

し
て
定

め
ら
れ

た
監
事

。
当
該

通
知
を

受
け
る

監
事

を

定
め

て
い

な
い

場
合

は
、

全
て

の
監
事
。
 

※
2 

会
計

監
査

報
告

の
内

容
の

通
知
を

受
け
る

理
事
と

し
て
定

め
ら
れ

た
理
事

。
当
該

通
知
を

受
け
る

理
事

を

定
め

て
い

な
い

場
合

は
、

監
査

を
受
け
る

べ
き
計

算
関
係

書
類
の

作
成
に

関
す
る

職
務
を

行
っ
た

理
事

。
 

 

（
５
）
計
算
書
類
等
の
備
え
置
き
及
び
閲
覧
等
 

・
 
計
算

書
類
及
び
事
業
報
告
並
び
に
こ
れ
ら
の
附
属
明
細
書
並
び
に
監
査
報
告
（
会
計
監
査
報
告

を
含
む
。
）
を
定
時
評
議
員
会
の
日
の

2
週
間
前
の
日
か
ら

5
年
間
主
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の

3
2
第

1
項
）
。
 

・
 
従
た
る
事
務
所
に
お
い
て
も
３
年
間
備
え
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
（
同
条

2
項
）
、
当
該

法
人
が
計
算
書
類
を
電
磁
的
記
録
に
よ
っ
て
作
成
し
、
従
た
る
事
務
所
に
備
え
置
か
な
く
と
も
閲

覧
に
対
応
で
き
る
措
置
を
と
っ
て
い
る
場
合
に
は
備
置
き
は
不
要
で
あ
る
（
同
項
た
だ
し
書
）
。
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「
社
会
福
祉

法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
」
 

に
関
す
る

FAQ
に
つ
い
て
 

                    

Ｈ
2
8
.7.8

社
会

福
祉

法
人

制
度

改
革

の

施
行

に
向

け
た

全
国

担
当

者
説

明
会

 
参

考
資

料
２
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事
務

連
絡
 

平
成
２
８
年
６
月
２
０
日
 

 

都
道
府
県
 

各
 
指
定
都
市
 
社
会
福
祉
法
人
担
当
課
（
室
）
 
御
中
 

 
 
 
中

核
市
 

 

厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
 
   

「
社
会
福
祉

法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
」
に
関
す
る

F
A
Q
に
つ
い
て
 

   
 
「
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
」
（
平
成

2
8
年

6
月

2
0
日
付
厚

生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課
事
務
連
絡
）
を
発
出
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
 

 
 
当
該
事
務
連
絡
に
関
す
る

F
A
Q
に
つ
い
て
、
別
添
の
と
お
り
、
ま
と
め
ま
し
た
の
で
、
お
示
し
い
た
し

ま
す
。
今
後
、
F
A
Q
に
つ
い
て
は
、
随
時
追
加
等
を
行
っ
て
い
く
予
定
で
す
。
 

な
お
、
本

F
A
Q
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
の
考
え
方
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
あ
り
得
る

こ
と
を
申
し
添
え
ま
す
。
 

ま
た
、
都
道
府
県
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
貴
管
内
の
市
（
指
定
都
市
及
び
中
核
市
を
除
き
、
特
別
区
を

含
む
。
）
に
対
し
て
周
知
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
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「
社
会
福
祉

法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
」

に
関
す
る

F
A
Q
 

 
             

社
会

・
援

護
局
 
福

祉
基
盤

課
 

平
成

2
8
年

6
月

20
日
 

  ※
本
質
疑
応
答
集
に
お
い
て
は
下
記
の
略
語
を
用
い
る
。
 

「
改
正
法
」
：
社
会
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成

2
8
年
法
律
第

2
1
号
）
 

「
法
」
：
社
会
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
社
会
福
祉
法
（
昭
和

2
6
年
法
律
第

4
5
号
）
 

 
 

（
注
）
現
時
点
の
考
え
方
を
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
、
変
更
が
あ
り
得
る
。
 

- 123 -



 

3 
 

（
目
次
）

 

評
議
員
選

任
・
解

任
委

員
会

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 6
 

問
１
 
評

議
員
選
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が
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。
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。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 7
 

評
議
員
の

兼
職
禁

止
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 8
 

問
1
3 

現
職
の

理
事

が
新

制
度

の
評

議
員

に
就

任
す
る
場

合
に
は

、
理
事

を
辞
職

し
な
け

れ
ば
な

ら
な
い

の
か
。

 .
.
.
.
.
.
.
 8
 

評
議
員
の

特
殊
関

係
者

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 9
 

問
1
4 

A
社
会
福

祉
法

人
の

評
議

員
に

は
、
B
社

会
福
祉

法
人
の

評
議
員

が
就
任

す
る
こ

と
は
可

能
か
。
可
能
な

場
合
、
人

数

制
限
は
あ

る
の
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 9
 

問
1
5 

A
社
会
福

祉
法

人
の

評
議

員
に

は
、
B
社

会
福

祉
法
人
の

役
員
や

職
員
が

就
任
す

る
こ
と

は
可
能

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
0 

問
1
6 

A
社
会

福
祉

法
人

の
評

議
員

に
は

、
社

会
福
祉
法

人
で
な

い
B
法
人
の

役
員
又

は
職
員
が

就
任
す

る
こ
と

は
可
能

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
1 

社
会
福
祉

法
人
の

適
正

な
運

営
に

必
要

な
識

見
を

有
す

る
者

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
1
7 

当
該
法

人
の

職
員

で
あ

っ
た

者
は

評
議

員
と
な
る

こ
と
が

で
き
る

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
1
8 

当
該
法

人
の

経
営

に
つ

い
て

理
解

し
て

い
る
地
域

住
民
は

評
議
員

と
な
る

こ
と
が

で
き
る

の
か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
1
9 

評
議
員

は
当

該
法

人
の

あ
る

地
域

に
居

住
す
る
者

に
限
定

さ
れ
る

の
か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
2
0 

共
同
評

議
員

会
の

開
催

は
可

能
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
2
1 

当
該
社

会
福

祉
法

人
の

顧
問

弁
護

士
、

顧
問
税
理

士
、
顧

問
会
計

士
は
評

議
員
と

な
る
こ

と
は
で

き
る
か

。
 .
.
.
.
 1
2 

問
2
2 

「
社
会
福

祉
法

人
制

度
改

革
の

施
行

に
向

け
た
留

意
事
項

に
つ
い

て
（
経

営
組
織

の
見
直

し
）
」

P
2
5
に
お

い
て
、

会

計
監
査
人

を
設
置

し
な

い
法

人
は

、
専

門
家

か
ら

、
財
務

会
計
に

係
る
態

勢
整
備

状
況
の

点
検
等

の
支
援

を
受
け

る
こ
と

が
望

ま
し
い
と

さ
れ
て

い
る

が
、
法

人
か

ら
委

託
を

受
け
て
財

務
会
計

に
係
る

態
勢
整

備
状
況

の
点
検

等
の
支

援
を
行

う
者
は

評
議

員
に
な
る

こ
と
は

で
き

る
の

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
2 

問
2
3 

当
該
社

会
福

祉
法

人
の

会
計

監
査

人
は

評
議
員
と

な
る
こ

と
が
で

き
る
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
3 

評
議
員
会

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
3 

問
24
 
評

議
員

会
で

役
員

の
選

任
・

解
任

の
決

議
を
行
う

場
合

、
議

題
に
記

載
さ

れ
て
い

る
者

以
外

の
者
を

選
任

又
は
解

任

す
る
こ
と

が
可
能

か
。
例

え
ば

、「
Ａ

を
役

員
と

し
て

選
任
す
る

件
」
と

い
う
議

題
に
つ

い
て
、
評
議
員

が
「
Ｂ
を

選
任
す

る
」
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4 
 

と
い
う
議

案
を
提

案
す

る
こ

と
は

可
能

か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
3 

問
2
5 

評
議
員

会
の

議
事

録
に

は
、

理
事

、
監

事
又
は
評

議
員
が

記
名
押

印
す
る

必
要
が

あ
る
か

。
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
3 

問
2
6 

評
議
員

会
に

お
い

て
、

役
員

の
再

任
案

が
否
決
さ

れ
、
欠

員
が
生

じ
た
場

合
、
ど

の
よ
う

に
対
応

す
る
の

か
。

 .
.
 1
4 

問
27
 
「

評
議

員
に

欠
員

が
生

じ
、

事
務

が
停

滞
す
る
こ

と
に

よ
り

損
害
を

生
ず

る
お
そ

れ
が

あ
る

と
き
は

、
所

轄
庁
は

利

害
関
係
人

の
請
求

に
よ

り
又

は
職

権
で

、
一

時
評

議
員
の

職
務
を

行
う
べ

き
者
を

選
任
す

る
こ
と

が
で
き

る
」
と

あ
る
が

、「
利

害
関
係
人

」
は
ど

の
よ

う
な

者
が

該
当

す
る

の
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
4 

問
2
8 

軽
微
な

定
款

の
変

更
を

行
う

場
合

に
お

い
て
も
、

評
議
員

会
を
開

催
し
て

決
議
を

経
る
必

要
が
あ

る
の
か

。
 .
.
.
.
 1
4 

問
2
9 

「
社

会
福
祉

法
人

制
度

改
革

の
施

行
に

向
け
た
留

意
事
項

に
つ
い

て
（
経

営
組
織

の
見
直

し
に
つ

い
て

）」
P9

に
お

い

て
、
「
所
轄

庁
は

、
評

議
員

の
申

立
て

が
権

限
濫

用
と
認
め

ら
れ

る
場

合
に
は

、
評

議
員
会

の
招

集
を

許
可
し

な
い

こ
と
が

で

き
る
。
」
と
あ

る
が

、
ど

の
よ

う
な

場
合

が
権

限
濫
用
と

認
め
ら

れ
る
の

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
5 

役
員

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
5 

問
3
0 

関
係
行

政
庁

の
職

員
か

ら
役

員
を

選
任

す
る
こ
と

は
可
能

か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
5 

問
3
1 

新
制
度

の
理

事
、

監
事

、
評

議
員

の
任

期
に
つ
い

て
教
え

て
い
た

だ
き
た

い
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
5 

問
3
2 

理
事
の

任
期

を
「

２
年

」
の

確
定

期
間

と
す
る
定

款
の
規

定
は
許

さ
れ
る

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
6 

問
33
 
新

制
度

の
理

事
及

び
監

事
の

任
期

の
起

算
点
は
い

つ
か

。
理

事
及
び

監
事

の
選
任

に
際

し
、

選
任
決

議
の

効
力
発

生

時
期

を
遅

ら
せ

た
り

、
就

任
承

諾
日

を
遅

ら
せ

る
こ

と
に

よ
り

、
任

期
の

起
算

点
を

遅
ら

せ
た

り
す

る
こ

と
は

で
き

る
か

。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
6 

問
3
4 

理
事
、

監
事

、
評

議
員

の
補

欠
を

あ
ら

か
じ
め
選

任
し
て

お
く
こ

と
は
可

能
か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
7 

問
35
 
理

事
の

資
格

要
件

に
お

い
て

「
当

該
社

会
福
祉
法

人
が

施
設

を
設
置

し
て

い
る
場

合
に

あ
っ

て
は
、

当
該

施
設
の

管

理
者
」
と

な
っ
て

い
る

が
、

当
該

法
人

の
全

て
の

施
設
の

管
理
者

を
理
事

に
す
る

と
い
う

こ
と
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
7 

問
36
 
株

式
会

社
の

よ
う

な
執

行
役

員
制

度
を

設
け
、
業

務
執

行
の

責
任
者

を
理

事
で
は

な
い

者
（

執
行
役

員
）

と
す
る

こ

と
は
可
能

か
。
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
7 

問
3
7 

監
事
の

資
格

要
件

の
「

財
務

管
理

に
識

見
を
有
す

る
者
」

と
は
ど

の
よ
う

な
者
を

い
う
の

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
7 

問
38
 
当

該
社

会
福

祉
法

人
の

顧
問

弁
護

士
、

顧
問
税
理

士
又

は
顧

問
会
計

士
は

、
同
時

に
、

当
該

法
人
の

監
事

に
な
る

こ

と
は
可
能

か
。
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
8 

問
3
9 

「
社
会
福

祉
法

人
制

度
改

革
の

施
行

に
向

け
た
留

意
事
項

に
つ
い

て
（
経

営
組
織

の
見
直

し
）
」

P
2
5
に
お

い
て
、

会

計
監
査
人

を
設
置

し
な

い
法

人
は

、
専

門
家

か
ら

、
財
務

会
計
に

係
る
態

勢
整
備

状
況
の

点
検
等

の
支
援

を
受
け

る
こ
と

が
望

ま
し
い
と

さ
れ
て

い
る

が
、
法

人
か

ら
委

託
を

受
け
て
財

務
会
計

に
係
る

態
勢
整

備
状
況

の
点
検

等
の
支

援
を
行

う
者
は

監
事

に
な
る
こ

と
は
で

き
る

の
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
8 

会
計
監
査

人
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
8 

問
4
0 

会
計
監

査
人

の
設

置
義

務
は

、
施

行
日
（

平
成

2
9
年
４

月
１
日

）
以
降

最
初
に

招
集
さ

れ
る
定

時
評
議

員
会
の

終
結

の
時
か
ら

適
用
と

さ
れ

て
い

る
た

め
、

会
計

監
査

人
に
よ

る
監
査

は
平
成

2
9
年

度
決
算

か
ら
必

要
と
な

る
も
の

で
あ
り

、
平

成
28

年
度
決

算
に

つ
い

て
は

監
査

不
要

と
理

解
し
て
よ

い
か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
8 

問
41
 

社
会

福
祉

法
第

45
条

の
２

に
お

い
て

、「
公

認
会
計
士

法
の
規

定
に
よ

り
、
計

算
書
類

に
つ
い

て
監
査

を
す
る

こ
と

が
で
き
な

い
者
は

、
会

計
監

査
人

と
な

る
こ

と
が

で
き
な

い
」
と

さ
れ
て

い
る
が

、
公
認

会
計
士

法
の
規

定
に
よ

り
計
算

書
類

を
監
査
す

る
こ
と

が
で

き
な

い
者

と
は

具
体

的
に

ど
の
よ

う
な
者

か
。
例
え
ば

、
役
員

、
職

員
、
評
議

員
は
会

計
監
査

人
に

な

る
こ
と
が

で
き
な

い
の

か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
8 

問
42
 
当

該
社

会
福

祉
法

人
か

ら
委

託
を

受
け

て
記
帳
代

行
を

行
う

公
認
会

計
士

は
、
同

時
に

、
当

該
法
人

の
会

計
監
査

人
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に
な
る
こ

と
は
可

能
か

。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
9 

問
43
 
当

該
社

会
福

祉
法

人
か

ら
委

託
を

受
け

て
税
理
士

業
務

を
行

う
公
認

会
計

士
は
、

同
時

に
、

当
該
法

人
の

会
計
監

査

人
に
な
る

こ
と
は

可
能

か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 1
9 

問
44
 
会

計
監

査
人

設
置

義
務

対
象

法
人

に
つ

い
て
、
「
法
人

の
責

め
に
よ

ら
な

い
理
由

（
監

査
法

人
の
倒

産
等

）
に
よ

り
、

会
計
監
査

人
に
よ

る
会

計
監

査
報

告
を

所
轄

庁
に

届
け
出

る
こ
と

が
で
き

な
い
場

合
に
お

い
て
は

、
所
轄

庁
は
届

出
の
猶

予
等

を
行
う
こ

と
が
必

要
。
」

と
あ

る
が

、
「

法
人

の
責

め
に
よ
ら
な

い
理
由

」
と
は

何
か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 2
0 

報
酬

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 2
0 

問
4
5 

交
通
費

は
支

給
基

準
を

定
め

る
必

要
が

あ
る
報
酬

に
含
ま

れ
る
の

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 2
0 

問
46
 
報

酬
等

の
支

給
基

準
を

定
め

る
こ

と
と

さ
れ
て
い

る
が

、
こ

れ
は
、

非
常

勤
理
事

や
評

議
員

に
対
し

て
報

酬
を
支

給

し
な
け
れ

ば
な
ら

な
い

と
い

う
こ

と
を

意
味

す
る

の
か
。
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 2
0 

問
47
 
理

事
、

監
事

及
び

評
議

員
の

区
分

ご
と

の
報
酬
等

の
総

額
に

つ
い
て

は
、

職
員
と

し
て

の
給

与
も
含

め
て

公
表
す

る

こ
と
と
し

て
い
る

が
、
職

員
給

与
を

受
け

て
い

る
理
事
が

１
名
し

か
い
な

い
場
合

、
当

該
理
事
の

職
員
給

与
額
が

実
質
的

に
特

定
さ
れ
る

こ
と
が

あ
る

が
、

こ
の

よ
う

な
場

合
で

あ
っ
て

も
、
公

表
す
る

必
要
が

あ
る
の

か
。

 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 2
1 
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「
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
」
に
関
す
る

F
A
Q
 

 

評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会

 

問
１
 
評
議
員
選
任
・
解

任
委
員
会

を
置
く

場
合
は
、
常
時
設
置
と
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
の
か
。
そ
れ
と

も
、
必
要
に
応
じ
そ
の
都
度
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
な
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
が
欠
け
た
場
合
等
に
迅
速
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
常
時
設
置
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
２
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
を
常
時
設
置
す
る
場
合
、
委
員
の
任
期
を
設
け
る
必
要
は
あ
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
常
時
設
置
す

る
場
合
に
は
、
理
事
や
評
議

員
の
任
期
を
参
考
に
委
員
の
任
期
を
設
け
る
こ
と
が
適
当
で

あ
る
。
 

 問
３
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
は
誰
が
招
集
す
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の

招
集
は
、
法
人
運
営
の
状
況
を
把
握
し
、
業
務
執
行
に
関
し
責
任
を
負

う
理
事
会
に
お
い
て
決
定
し
、
理
事
が
行
う
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
４
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
議
事
録
を
作
成
・
保
存
す
る
必
要
が
あ
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
適
正
な
手
続

に
よ
り
評
議
員
の
選
任
・
解
任
を
行
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
議
事
録
を
作
成
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

２
．
そ
の
際
、
出
席
委
員

又
は
委
員
長
を
置
く

場
合
に
は
委
員
長
の
署
名
又
は
押
印
が
さ
れ
て
い
る
こ
と
が

適
当
で
あ
る
。
 

３
．
ま
た
、
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
議
事
録
は
、
評
議
員
会
や
理
事
会
の
議
事
録
と
同
様
に
、
１
０

年
間
保
存
し
て
お
く
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
５
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
の
委
員
は
誰
が
選
任
す
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
選
任
・
解
任

委
員
は
、
法
人
運
営
の
状
況
を
把
握
し
、
業
務
執
行
に
関
し
責
任
を
負
う

理
事
会

に
お
い
て
選
任
す
る
方
法
が
考
え
ら
れ
る
。
 

２
．
こ
の
場
合
、
特
定
の
理
事
が
委
員
を
選
任
す
る
と
し
た
場
合
、
偏
っ
た
委
員
構
成
と
な
る
お
そ
れ
が
あ

る
た
め
、
理
事
会
に
お
い
て
決
定
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
６
 
理
事
が
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
と
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
又
は
理

事
会
が
評
議
員
を
選
任
す
る
旨
の
定
款
の
定
め
は
無
効
で
あ
る
こ
と
か
ら
（
法
第
３
１
条

第
５
項
）
、
理
事
が
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
と
な
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
な
い
。
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7 
  問
７
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
に
理
事
は
出
席
で
き
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
又
は
理
事
会
が
評
議
員
を
選
任
す
る
旨
の
定
款
の
定
め
は
無
効
（
法
第

3
1
条
第
５
項
）
と
す

る

法
の
趣
旨
か
ら
、
理
事
が
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員

会
の
議
決
に
加
わ
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
議
事
に

影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
 

２
．
他
方
、
評
議
員
選
任
候
補
者
等
の
提
案
は
理
事
会
の
決
定
に
従
い
、
理
事
が
行
う
こ
と
が
通
常
と
考
え

ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
提
案
の
説
明
・
質
疑
対
応
の
た
め
に
理
事
が
出
席
す

る
こ

と
は

可
能

で
あ

る
。
 

 問
８
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
で
あ
る
事
務
局
員
に
法
人
の
職
員
が
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
事
務
局
員
に
法
人
の
職
員
（
介
護
職
員
等
を
含
む
。
）
が
な
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

 問
９
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
に
お
い
て
、
監
事
・
事
務
局
員
・
外
部
委

員
を
委
員
に
し
な
い
こ
と
は

可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
監
事
・
事
務
局
員
を
委
員
と
し
な
い
こ
と
は
可
能
で
あ
る
が
、
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会
が

法
人
関

係
者
で
な
い
中
立
的
な
立
場
に
あ
る
外
部
の
者
が
参
加
す
る
機
関
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
少
な
く
と
も
外
部

委
員

1
名
を
委
員
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
1
0
 
理
事
、
評
議
員
は
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
に
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
に
つ
い
て
は
、
理
事
又
は
理
事
会
に
よ
る
評
議
員
の
選
任
・
解
任
を
禁
止
し
た
法
第

3
1
条
第

5

項
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
認
め
ら
れ
な
い
。
 

２
．
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
自
分
を
選
任
・
解
任
す
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
適
当
で
は
な
い
。
 

 問
1
1
 
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
の
人
数
に
制
限
は
あ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
の
人
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
の
規
模
等
に
応
じ
て
、
各
法
人
に
お
い
て
判
断

す
る
こ
と
と
な
る
。
 

２
．
た
だ
し
、
評
議
員
選

任
・
解
任
委
員
会

は
合
議

体
の
機
関
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
3
名
以
上
と
す
る
こ

と

が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
1
2
 
評
議
員
選
任
・

解
任
委
員
会
に
お
け
る
評

議
員
の
選
任
又
は
解
任
に

係
る
議
題
又
は
議
案
の
提

案

は
誰
が
行
う
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
の
選

任
又
は
解
任
に
係
る
議
題
又
は
議
案
の
提
案
は
、
理
事
が
行
う
こ
と
と
す
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
。
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 ２
．
そ
の
場
合
、
恣
意
的
な
評
議
員
の
選
任
又
は
解
任
を
防
止
す
る
観
点
か
ら
、
理
事
会
の
決
定
を
必
要
と

す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 評
議
員
の
兼
職
禁
止

 
問

1
3
 
現
職

の
理
事

が
新
制
度
の
評

議
員
に

就
任

す
る
場
合
に

は
、
理

事
を

辞
職
し
な
け

れ
ば
な

ら
な

い
の
か
。
 

（
答
）

 

１
．
新
制
度
の
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
牽
制
関
係
を
適
正
に
働
か
せ
る
観
点
か
ら
、
理
事
と
の
兼
務
は
認
め

ら
れ
て
い
な
い
（
法
第

4
0
条
第
２
項
）
。

こ
の
た
め
、
現
職
の
理
事
が
施
行
日
に
評
議
員
に
就
任
す
る

場
合
に
は
、
施
行
日
の
前
日
ま
で
に
理
事
を
辞
職
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

２
．
当
該
理
事
が

辞
職
す
る
こ
と
に
よ
り
、
施
行
日
以
後
法
律
又
は
定
款
で
定
め
た
理
事
の
員
数
が
欠
け
る

こ
と
と
な
る
場
合
に
は
、
施
行
日
ま
で
に
代
わ
り
の
理
事
が
就
任
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

こ
の
場
合
、
当
該
代
わ
り
の
理
事
の
任
期
は
、
施
行
日
以
後
最
初
に
招
集
さ
れ
る
定
時
評
議
員
会
の
終

結
の
時
ま
で
と
さ
れ
る
（
改
正
法
附
則
第

1
4
条
）

た
め
、
４
月
１
日
か
ら
３
月
末
ま
で
を
会
計
年
度
と

し
て
い
る
法
人
で
、
定
時
評
議
員
会
を
毎
年
６
月
末
に
行
っ
て
い
る
法
人
を
例
に
す
る
と
、
そ
の
任
期
は
、

平
成

2
9
年
６
月
末
ま
で
と
な
る
。
 

３
．
代
わ
り
の
理

事
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
以
後
最
初
に
招
集
さ
れ
る
定
時
評
議
員
会
に
お
い
て
新
制
度
の

理
事
と
し
て
再
任
さ
れ
う
る
者
を
、
あ
ら
か
じ
め
選
任
し
て
お
く
こ
と
が
望
ま
し
い
と
思
わ
れ
る
。
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 評

議
員
の
特
殊
関
係
者

 

問
1
4
 
A
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
に
は
、
B
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
が
就
任
す
る
こ
と
は
可
能
か
。
可

能
な
場
合
、
人
数
制
限
は
あ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
人
数
に
制
限
な
く
兼
務
可
能
で
あ
る
。
 

Ａ
社

会
福

祉
法

人

理
事

（
６

名
以

上
）

監
事

（
２

名
以

上
）

評
議

員
（
理

事
定

数
を

超
え

る
数

）
Ａ

法
人

の
評

議
員

・理
事

・
監

事
が

役
員

等
※

1と
な

っ
て

い
る

他
の

法
人

（社
福

除
く
。

）
※

2

役
員
・

評
議
員

か
ら
受

け
る
金

銭
等
に

よ
り
生

計
を
維

持
す
る

者

事
実
上
婚
姻

関
係
と
同
様

の
者

※
理

事
の

う
ち

に
は

、
各

理
事

と
、

親
族

等
特

殊
関

係
者

が
3
人

を
超

え
て

含
ま

れ
て

は
な

ら
な

い

※
各

理
事

並
び

に
当

該
理

事
と

、
親

族
等

特
殊

関
係

に
あ

る
者

が
理

事
総

数
の

3
分

の
1
を

超
え

て
は

な
ら

な
い

。

※
監

事
の

う
ち

に
は

、
各

役
員

と
、

親
族

等
特

殊
関

係
者

が
含

ま
れ

て
は

な
ら

な
い

。

兼職禁止

役員等

兼
職

禁
止

兼
職

禁
止

役員

※
評

議
員

の
う

ち
に

は
、

各
評

議
員

と
、

親
族

等
特

殊
関

係
者

が
含

ま
れ

て
は

な
ら

な
い

。

※
評

議
員

の
う

ち
に

は
、

各
役

員
と

、
親

族
等

特
殊

関
係

者
が

含
ま

れ
て

は
な

ら
な

い
。

（
※

1）
法

人
の

取
締

役
、

執
行

役
、

会
計

参
与

、
監

査
役

、
理

事
、

監
事

な
ど

法
人

の
経

営
に

従
事

し
て

い
る

者
（評

議
員

は
含

ま
れ

な
い

。
）

（
※

2）
当

該
理

事
等

を
含

め
1/

3ま
で

は
兼

務
可

能

役
員
等

※
1

職
員

社
会
福
祉

法
人
に

お
け

る
親
族
等

の
特
殊

の
関

係
の
あ
る

者

親
族

配
偶
者

３
親
等
内

の
親
族

配
偶

者
３
親
等
内

の
親
族

親
族

配
偶
者

３
親
等
内

の
親
族

親
族

生
計

を
一

生
計

を
一

親
族

等
の

特
殊

の
関

係
が

あ
る

者
（
親

族
等

特
殊

関
係

者
）

･･･法
律

で
定

め
る

者
･･･省

令
で

定
め

る
予

定
の

者

役
員
・
評
議

員
に
雇
用
さ

れ
る
者

生
計

を
一

親
族配

偶
者

３
親
等
内

の
親
族

Ａ法人の理事・監事・評議員と右の特殊関係にある者は選任不可（理事の場合はまで） 1/3

 

 

＜
問
1
4
＞
評
議
員
に
お
け
る
特
殊
関
係
者

Ａ
社
会
福
祉
法
人

Ｂ
社
会
福
祉
法
人

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

○
○
○
●

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

●
○
○
○

兼
務
可

（
人
数
制
限
な
し
）
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10 
 問

1
5
 
A
社
会
福

祉
法
人
の
評
議
員
に
は
、
B
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
や
職
員
が
就
任
す
る
こ
と
は
可
能
か
。 

（
答
）
 

１
．
人
数
に
制
限
な
く
兼
務
可
能
で
あ
る
。
（
図
１
）
 

２
．
た
だ
し
、
牽
制
関
係

を
適
正
に
働
か
せ
る
観
点
か
ら
、
A
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
の
過
半
数
を

B
社

会
福
祉
法
人
の
役
員
が
占
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
A
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
又
は
職
員
が

B
社
会
福
祉

法
人
の
評
議
員
と
な
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
（
図
２
）
 

＜
問
1
5
－
1
＞
評
議
員
に
お
け
る
特
殊
関
係
者

Ａ
社
会
福
祉
法
人

Ｂ
社
会
福
祉
法
人

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

○
○
○
●

〔
理
事
〕

●
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

○
○
○
○

兼
務
可

（
人
数
制
限
な
し
）

※
監
事
・
職
員
も
同
様

図
１

＜
問
1
5
－
2
＞
評
議
員
に
お
け
る
特
殊
関
係
者

Ａ
社
会
福
祉
法
人

Ｂ
社
会
福
祉
法
人

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
●

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

●
●
○

●
●
○
○

〔
理
事
〕

●
●
●
●
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

●
○
○
○

兼
務
不
可

※
監
事
・
職
員
も
同
様

（
兼
務
）

図
２
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11 
 

＜
問
1
5
－
3
＞
評
議
員
に
お
け
る
特
殊
関
係
者

Ａ
社
会
福
祉
法
人

Ｂ
社
会
福
祉
法
人

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
●

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
●

○
○
●
●

〔
理
事
〕

●
●
●
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

●
○
○
○

（
兼
務
）

兼
務
可

（
評
議
員
の
過
半
数
未
満
）

※
監
事
・
職
員
も
同
様

 

 問
1
6
 
A
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
に
は
、
社
会
福
祉
法
人
で
な
い

B
法
人
の
役
員
又
は
職
員
が
就
任
す
る

こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
可
能
で
あ
る
。
 

２
．
た
だ
し
、
A
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
と

B
法
人
の
役
員
又
は
職
員
を
兼
務
し
て
い
る
者
が
、
A
法
人

の
評
議
員
総
数
の
３
分
の
１
を
超
え
て
含
ま
れ
て
は
な
ら
な
い
。
 

＜
問
1
6
＞
評
議
員
に
お
け
る
特
殊
関
係
者

Ａ
社
会
福
祉
法
人

Ｂ
法
人
（
社
福
以
外
）

〔
理
事
〕

○
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

○
○
○
●

〔
理
事
〕

●
○
○
○
○
○

〔
監
事
〕

○
○

〔
評
議
員
〕

○
○
○

○
○
○
○

兼
務
可
（
1
/
3
ま
で
）

※
監
事
・
職
員
も
同
様
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12 
 社

会
福
祉
法
人
の
適
正
な
運
営
に
必
要
な
識
見
を
有
す
る
者

 

問
1
7
 
当
該
法
人
の
職
員
で
あ
っ
た
者
は
評
議
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
可
能
で
あ
る

。
た
だ
し
、
牽
制
関
係
を
適
正
に
働
か
せ
る
た
め
、
退
職
後
、
少
な
く
と
も
１
年
程
度
経

過
し
た
者
と
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
。
 

 問
1
8
 
当
該
法
人
の
経
営
に
つ
い
て
理
解
し
て
い
る
地
域
住
民
は
評
議
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
法
人
に

お
い
て

、
「

社
会
福
祉
法

人
の
適

正
な

運
営
に
必
要

な
識
見

を
有

す
る
者
」
と

し
て
適

正
な

手

続
に
よ
り
選
任
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
評
議
員
と
な
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

 問
1
9
 
評
議
員
は
当
該
法
人
の
あ
る
地
域
に
居
住
す
る
者
に
限
定
さ
れ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
居
住
地
等
の
地
域
に
よ
る
制
限
は
な
い
。
 

 問
2
0
 
共
同
評
議
員
会
の
開
催
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
会
は
法
人
の
機
関
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
法
人
ご
と
に
設
け
る
こ
と
と
な
る
。
 

２
．
他
方
、
他
の
社
会
福
祉
法
人
の
評
議
員
会
と
同
一
の
構
成
と
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

３
．
そ
の
場
合
に

は
、
そ
れ

ぞ
れ
の
評
議
員
会

を
同
じ
日
に
同
じ
場
所
で
開
催
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
が
、

時
間
帯
に
つ
い
て
は
区
分
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

 問
2
1
 
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
顧
問
弁
護
士
、
顧

問
税
理
士
、
顧
問
会
計
士

は
評
議
員
と
な
る
こ
と
は

で

き
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
法
人
運
営
の

基
本
的
事
項
を
決
定
す
る
者
と
業
務
執
行
を
行
う
者
を
分
離
す
る
観
点
か
ら
、
評
議
員
が

業
務
執
行
に
該
当
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
 

２
．
こ
の
た
め
、
例
え
ば
、
法
人
か
ら
委
託
を
受
け
て
記
帳
代
行
業
務
や
税
理
士
業
務
を
行
う
顧
問
弁
護
士
、

顧
問
税
理
士
又
は
顧
問
会
計
士
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
に
選
任
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
一
方
、
法
律

面
や
経
営
面
の
ア
ド
バ
イ
ス
の
み
を
行
う
契
約
と
な
っ
て
い
る
顧
問
弁
護
士
、
顧
問
税
理
士
又
は
顧
問
会

計
士
に
つ
い
て
は
、
評
議
員
に
選
任
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

 問
2
2
 
「
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
（
経
営
組
織
の
見
直
し
）
」
P
2
5

に
お
い
て
、
会
計
監
査
人

を
設
置
し
な
い

法
人
は
、
専
門
家
か
ら
、
財
務
会
計

に
係
る
態
勢
整
備
状
況
の

点
検
等
の
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
る
が
、
法
人
か
ら
委
託
を
受
け
て
財
務
会
計
に

係
る
態
勢
整
備
状
況
の
点
検
等
の
支
援
を
行
う
者
は
評
議
員
に
な
る
こ
と
は
で
き
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
に
つ

い
て
は
、
法
人
運
営
の
基
本

的
事
項
を
決
定
す
る
者
と
業
務
執
行
を
行
う
者
を
分
離
す
る
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13 
 

観
点
か
ら
、
業
務
執
行
に
該
当
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
 

２
．
こ
の
た
め
、
財
務
会

計
に
係
る
態
勢
整
備

状
況
の
点
検
等
の
支
援
の
内
容
が
助
言
に
と
ど
ま
る
場
合
は

可
能
で
あ
る
が
、
業
務
執
行
に
当
た
る
場
合
に
は
、
評
議
員
に
選
任
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
 

 問
2
3
 
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
会
計
監
査
人
は
評
議
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
会
計
監
査
人
に
つ
い
て
は
、
公
認
会
計
士
法
第

2
4
条
に
お
い
て
、
役

員
や
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
若
し

く
は

財
務

に
関

す
る

事
務

の
責

任
あ

る
担

当
者

に
つ

い
て

は
会

計
監

査
人

に
な

る
こ

と
が

で
き

な
い

と

さ
れ
て
い
る
。
評
議
員
に
つ
い
て
は
、
当
該
規
定
の
「
役
員
や
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
」
に
該
当
す
る

こ
と

か
ら
、
評
議
員
に
選
任
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 評
議
員
会

 

問
2
4
 
評
議
員
会
で
役

員
の
選
任
・
解
任
の
決
議

を
行
う
場
合
、
議
題
に
記

載
さ
れ
て
い
る
者
以
外
の

者

を
選
任
又
は
解
任
す
る
こ

と
が
可
能
か
。
例
え
ば
、
「
Ａ
を
役
員
と
し
て
選
任

す
る
件
」
と
い
う
議
題
に

つ
い
て
、
評
議
員
が
「
Ｂ
を
選
任
す
る
」
と
い
う
議
案
を
提
案
す
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
は
、
評
議
員
会
の
場
に
お
い
て
、
議
題
の
範
囲
内
で
議
案
を
提
案
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

8
第

4
項
で
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
8
5
条
）
と
さ
れ
て
い
る
。
 

２
．
議
題
が

「
役
員

を
選

任
（
解
任
）

す
る
件

」
で

あ
れ
ば
、
理

事
提
案

の
「

A
を
選
任
（

解
任
）

す
る

」

と
い
う
議
案
に
対
し
、
「
B
を
選
任
（
解
任
）
す
る
」
と
い
う
提
案
を
行
う
こ
と
は
可
能
。
 

３
．
こ
れ
に
対
し
、
議
題
が
「
A
を
選
任
（
解

任
）
す
る
件
」
で
あ
れ
ば
、「

B
を
選
任
（
解
任
）
す
る
」
と

い
う
議
案
は
、
当
該
議
題
の
範
囲
外
で
あ
る
た
め
、
こ
の
よ
う
な
提
案
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 問
2
5
 
評
議
員
会
の
議
事
録
に
は
、
理
事
、
監
事
又
は
評
議
員
が
記
名
押
印
す
る
必
要
が
あ
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
評
議
員
会
の
議
事
録
は
、
評
議
員
会
の
記
録
・
証
拠
で
あ
る
が
、
理
事
会
の
議
事
録
の
よ
う
に
出
席
理

事
等
の
署
名
又
は
記
名
押
印
か
ら
生
ず
る
特
別
の
法
的
効
果
（
法
第

4
5
条
の

1
4
第
８
項
参
照
）
は
な
い

こ
と
か
ら
、
法
で
は
、
理
事
等
の
議
事
録
へ
の
記
名
押
印
は
、
特
に
必
要
と
し
て
い
な
い
（
注
１
）
。
 

２
．
し
か
し
、
議
事
録
の
原
本
を
明
ら
か
に
し
、
改
ざ
ん
を
防
止
す
る
観
点
等
か
ら
、
評
議
員
会
の
議
事
録

に
つ
い
て
も
、
議
事
録
作
成
者
が
記
名
押
印
を
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
と
思
わ
れ
る
。
 

 （
注
１
）
 

理
事
会
の
議
事
録
に
は
、
出
席
し
た
理
事
及
び
監
事
が
記
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

定
款
で
、
記
名
押
印
す
べ
き
出
席
理
事
を
、
出
席
し
た
理
事
長
と
定
め
る
こ
と
も
で
き
る
（
法
第

4
5
条
の

14
第
６

項
）
が
、
こ
の
よ
う
な
定
款
の
定
め
を
設
け
た

場
合
で
あ
っ
て
も
、
理
事
長
が
出
席
し
な
か
っ
た
と
き
に
は
、

出
席

し
た
理
事
と
監
事
の
全
員
が
記
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 （
参
照
条
文
）
 

 
（
理
事
会
の
運
営
）
 

- 134 -



 

14 
 第
四
十
五
条
の
十
四
 
（
略
）
 

２
～
５
 

（
略
）
 

６
 
理
事

会
の
議
事

に
つ
い
て

は
、
厚

生
労
働
省

令
で
定
め

る
と
こ

ろ
に
よ
り

、
議
事
録

を
作
成

し
、
議
事

録
が
書

面
を

も
つ
て
作

成
さ
れ

て
い
る

と
き

は
、
出

席
し
た

理
事
（

定
款

で
議
事

録
に
署

名
し
、

又
は

記
名
押

印
し
な
け
れ
ば

な
ら

な
い
者
を

当
該
理

事
会
に

出
席

し
た
理

事
長
と

す
る
旨

の
定

め
が
あ

る
場
合

に
あ
つ

て
は

、
当
該

理
事
長
）
及
び

監
事

は
、
こ
れ
に
署
名
し
、
又
は
記
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

７
 

（
略
）
 

８
 
理
事

会
の
決
議

に
参
加
し

た
理
事

で
あ
つ
て

第
六
項
の

議
事
録

に
異
議
を

と
ど
め
な

い
も
の

は
、
そ
の

決
議
に

賛
成

し
た
も
の
と
推
定
す
る
。
 

９
 

（
略
）
 

 問
2
6
 
評
議
員
会
に
お

い
て
、
役
員
の
再
任
案
が

否
決
さ
れ
、
欠
員
が
生
じ

た
場
合
、
ど
の
よ
う
に
対

応

す
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
法
律
又
は
定
款
で
定
め
た
役
員
の
員
数
が
欠
け
た
場
合
に
は
、
選
任
し
た
役
員
（
再
任
さ
れ
な
か
っ
た

役
員

）
が

、
新

た
に

選
任

さ
れ

た
役

員
が

就
任

す
る

ま
で

、
役

員
と

し
て

の
権

利
義

務
を

有
す

る
（

第

4
5
条
の
６
第
１
項
）
。
 

 問
2
7
 
「
評

議
員
に

欠
員
が
生
じ
、

事
務
が

停
滞

す
る
こ
と
に

よ
り
損

害
を

生
ず
る
お
そ

れ
が
あ

る
と

き
は
、
所
轄
庁

は
利
害
関
係
人
の
請
求
に
よ
り
又
は
職
権
で
、
一
時
評
議
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を

選
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
る
が
、
「
利
害
関
係
人
」
は
ど
の
よ
う
な
者
が
該
当
す
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
当
該
法
人
の
他
の
評
議
員
、
役
員
、
会
計
監
査
人
、
職
員
、
債
権
者
等
が
該
当
す
る
。
 

 問
2
8
 
軽
微
な
定
款
の

変
更
を
行
う
場
合
に
お
い

て
も
、
評
議
員
会
を
開
催

し
て
決
議
を
経
る
必
要
が

あ

る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
が
評
議
員
会
の
目
的
で
あ
る
事
項
（
議
題
）
に
つ
い
て
提
案
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
提
案
に

つ
き
評
議
員
（

当
該
事
項
に
つ
い
て
決
議
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
る
者
）
の
全
員
が
書
面
又
は
電
磁
的
記

録
に
よ
り
同
意
の
意
思
表
示
を
し
た
場
合
は
、
当
該
提
案
を
可
決
す
る
旨
の
評
議
員
会
の
決
議
が
あ
っ
た

も
の
と
み
な
さ
れ
る
（
法
第

4
5
条
の
９
第

1
0
項
に

お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
9
4
条
第
１
項
）
。
 

２
．
し
た
が
っ
て
、
評
議
員
会
の
議
案
に
つ
き
、
評
議
員
の
全
員
か
ら
書
面
や
電
子
メ
ー
ル
で
同
意
を
得
れ

ば
、
評
議
員
会
を
現
実
に
開
催
し
な
い
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

３
．
な
お
、
適
正
な
手
続
を
行
っ
た
こ
と
の
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
意
思
表
示
に
係
る

文
書
又
は
電
磁
的
記
録
に
つ
い
て
は
、
議
事
録
と
同
様
に
、
そ
の
主
た
る
事
務
所
に
１
０
年
間
保
存
し
て

お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
法
第

4
5
条
の
９
第

1
0
項
に
お
い
て
準
用
す
る
一
般
法
人
法
第

1
9
4
条
第
２

項
）
。
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 問

2
9
 
「
社
会
福
祉
法

人
制
度
改
革
の
施
行
に
向

け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て

（
経
営
組
織
の
見
直
し
に

つ

い
て
）
」
P
9
に
お
い
て
、
「
所
轄
庁
は
、
評
議
員
の

申
立
て
が
権
限
濫
用
と
認

め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
評

議
員
会
の
招
集
を
許
可
し

な
い
こ
と
が
で
き
る
。
」

と
あ
る
が
、
ど
の
よ
う
な

場
合
が
権
限
濫
用
と
認
め

ら
れ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
権
限
濫
用
と
認
め
ら
れ
る
場
合
と
は
、
例
え
ば
、
 

・
 
平
成

2
8
年

6
月

2
0
日
付
け
事
務
連
絡
「
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
に
お
け
る
理
事
等
の
解
任
に
つ

い
て
」
に
お

い
て
示
し
た
と
お
り
、
理
事
等
の
解
任
事
由
は
法
人
運
営
に
重
大
な
損
害
を
及
ぼ
す
よ
う

な
重
大
な
義
務
違
反
等
が
あ
る
場
合
に
限
定
さ
れ
る
と
解
さ
れ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
該
当
し
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
不
当
な
動
機
に
よ
り
、
又
は
議
題
が
法
人
の
利
益
に
適
合
せ
ず
決
議
が
成
立
す

る
見
込
み
の
な
い
こ
と
が
客
観
的
に
明
ら
か
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
評
議
員
会
を
招
集
し
よ
う
と
す
る
場

合
で
あ
る
。
 

 役
員

 

問
3
0
 
関
係
行
政
庁
の
職
員
か
ら
役
員
を
選
任
す
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 
 

１
．
関
係
行
政
庁
の
職
員
が
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
と
な
る
こ
と
は
、
法
第

6
1
条
第

1
項
の
公
私
分
離
の

原
則
に
照
ら
し
適
当
で
な
い
。
 

２
．
社
会
福
祉
協

議
会
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
目
的
で
あ
る
地
域
福
祉
の
推
進
を
図
る
た
め
の
行
政
と
の
連
携

が
必

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
関

係
行

政
庁

の
職

員
が

、
そ

の
役

員
と

な
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

（
法

第

1
0
9
条
第

5
項
及
び
第

1
1
0
条
第

2
項
）
。
た
だ
し
、
当
該
社
会
福
祉
協
議
会
の
役
員
総
数
の
五
分
の
一

を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。
（
法

1
0
9
条
第

5
項
及
び
第

1
1
0
条
第

2
項
）
 

 問
3
1
 
新
制
度
の
理
事
、
監
事
、
評
議
員
の
任
期
に
つ
い
て
教
え
て
い
た
だ
き
た
い
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
の
任
期
 

 
 
理
事
の
任
期
は
、
選
任
後
２
年
以
内
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
評
議

員
会
の
集
結
の
時
ま
で
と
さ
れ
る
（
法
第

4
5
条
）
。
た
だ
し
、
定
款
に
よ
っ
て
短
縮
す
る
こ
と
は

可
能
（
法

第
4
5
条
た
だ
し
書
）
。
 

 
 
任
期
の

終
期
が

、
「

定
時
評
議
員

会
の
終

結
の

時
ま
で
」
と

さ
れ
て

い
る

の
は
、
評
議

員
会
で

選
任

さ

れ
る
こ
と
に
鑑
み
、
次
の
選
任
の
前
に
任
期
切
れ
と
な
り
欠
員
状
態
が
生
じ
る

の
を

防
ぐ

た
め

で
あ

る
。
 

 
 
例
え
ば
、
４

月
１
日
か
ら
３
月
末
ま
で
を
会
計
年
度
と
し
て
い
る
法
人
で
、
定
時
評
議
員
会
を
毎
年
６

月
末
に
行
っ
て
い
る
法
人
の
理
事
の
任
期
を
例
に
す
る
と
、
平
成

3
0
年
６
月

末
の
定
時
評
議
員
会
で
理

事
を
選
任
し
た
場
合
の
理
事
の
任
期
は
平
成

3
2
年

６
月
末
の
定
時
評
議
員
会
ま
で
の
２
年
間
と
な
る
が
、

平
成

3
0
年

４
月
中
旬

に
行
っ
た
臨

時
評
議
員

会
で

理
事
を
選

任
し
た
場

合
の

理
事
の
任

期
は
平
成

3
1

年
６
月
末
の
定
時
評
議
員
会
ま
で
の
１
年
３
ヶ
月
間
余
と
な
る
。
 

 ２
．
監
事
の
任
期
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監
事
の
任
期
に
つ
い
て
も
、
同
様
で
あ
る
。
 

 
 

３
．
評
議
員
の
任
期
 

 
 
評
議
員
の
任
期
は
、
原
則
と
し
て
、
選
任
後
４
年
以
内
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に

関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
と
さ
れ
る
（
法
第

4
1
条
第
１
項
）
。
定
款
で
「
４
年
」
を
「
６

年
」
ま
で
伸
長
す
る
こ
と
は
可
能
（
同
項
た
だ
し
書
）
。
 

 問
3
2
 
理
事
の
任
期
を
「
２
年
」
の
確
定
期
間
と
す
る
定
款
の
規
定
は
許
さ
れ
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
の
任
期

は
、
選

任
後
２
年
以
内
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
う
ち
最
終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
評
議
 
 

員
会
の
終
結
の
時
ま
で
で
あ
り
、
定
款
に
よ
っ
て
短
縮
す
る
こ
と
が
可
能
と
さ
れ
て
い
る
（
法
第

4
5
条

た
だ
し
書
）
が
伸
ば
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 
こ
の
た
め
、
理
事
の
任
期
を
「
２
年
」
と

す
る
規
定
を
設
け
る
と
、
定
時
評
議
員
会
で
理
事
を
選
任
し

た
場
合
は
特
段
の
問
題
は
な
い
も
の
の
、
他
方
で
、
例
え
ば
、
年
度
末
の
臨
時
評
議
員
会
で
理
事
を
選
任

し
た
場
合
（
３
月
末
決
算
の
法
人
が
３
月
中
旬
の
臨
時
評
議
員
会
で
理
事
を
選
任
し
た
場
合
）
に
は
、
理

事
の
法
定
の
最
長
の
任
期
を
伸
長
す
る
こ
と
な
る
。
 

２
．
し
た
が
っ
て
、
そ
の
よ
う
な
規
定
を
設
け
る
こ
と
は
適
当
で
は
な
い
。
 

 （
参
照
条
文
）
 

 
（
役
員
の
任
期
）
 

第
四
十
五

条
 
役

員
の
任
期
は

、
選
任

後
二
年
以

内
に
終
了

す
る
会

計
年
度
の

う
ち
最
終

の
も
の

に
関
す
る

定
時
評

議
員

会
の
終
結
の
時
ま
で
と
す
る
。
た
だ
し
、
定
款
に
よ
つ
て
、
そ
の
任
期
を
短
縮
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
 

 問
3
3
 
新
制
度
の
理
事

及
び
監
事
の
任
期
の
起
算

点
は
い
つ
か
。
理
事
及
び

監
事
の
選
任
に
際
し
、
選

任

決
議
の
効
力
発
生
時
期
を
遅
ら
せ
た
り
、
就
任
承
諾
日
を
遅
ら
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
任
期
の
起
算
点
を
遅

ら
せ
た
り
す
る
こ
と
は
で
き
る
か
。
 

（
答
）
 

１
．
新
制
度

の
理
事

及
び

監
事
の
任
期

の
起

算
点
は

、
い
ず
れ
も

「
選
任

時
」
（
選
任
決
議

を
し
た

時
）

と

な
る
（
法
第

4
5
条
）
。
 

 
あ
る
者
が

、
社
会

福
祉

法
人
の
理
事

又
は
監

事
と

な
る
に
は
、

評
議
員

会
の

選
任
行
為
（

選
任
決

議
）

と
被
選
任
者
の
就
任
承
諾
と
が
必
要
と
な
る
（
同
法
第

3
8
条
参
照
）
が
、
任
期
の
起
算
点
を
「
就
任
時
」

と
す
る
と
、
就

任
承
諾
は
被
選
任
者
の
意
向
に
委
ね
ら
れ
る
結
果
、
評
議
員
会
の
選
任
決
議
と
就
任
承
諾

と
の
間
に
長
期
間
の
隔
た
り
が
あ
る
場
合
な
ど
に
お
い
て
、
任
期
の
終
期
が
評
議
員
会
の
意
思
に
反
す
る

事
態
が
生
じ
か
ね
な
い
た
め
、
任
期
の
起
算
点
は
、
評
議
員
会
に
お
け
る
「
選
任
時
」
と
な
る
。
 

例
え
ば
、
会

計
年
度
末
が
３
月
の
法
人
が
、
３
月
下
旬
に
開
催
し
た
臨
時
評
議
員
会
で
理
事
の
選
任
決

議
を
行
い
、
当

該
理
事
の
就
任
承
諾
が
６
月
１
日
に
な
さ
れ
た
と
し
て
も
、
任
期
の
起
算
点
に
つ
い
て
は
、

選
任
決
議
の
日
と
な
る
。
 

２
．
な
お
、
例
え
ば
、
会

計
年
度
末
が
３
月
の

法
人
が
、
３
月
下
旬
に
開
催
し
た
臨
時
評
議
員
会
で
理
事
の
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選
任
決
議
を
行
い
、
そ
の
選
任
決
議
の
効
力
発
生
時
期
を
６
月
１
日
と
す
る
場
合
の
よ
う
に
、
評
議
員
会

の
決
議
で
、
選
任
決
議
の
効
力
発
生
時
期
を
遅
ら
せ
た
と
し
て
も
、
任
期
の
起
算
点
に
つ
い
て
は
、
選
任

決
議
の
日
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
 

 
 
 

問
3
4
 
理
事
、
監
事
、
評
議
員
の
補
欠
を
あ
ら
か
じ
め
選
任
し
て
お
く
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
理
事
及
び
監

事
に
つ
い
て
は
、
欠
員
が
生
じ
た
場
合
に
備
え
て
補
欠
を
選
任
し
て
お
く
こ
と
が
で
き
る

（
第
4
3
条
第
２
項
）
。
補
欠
の
役
員
の
任
期
に
つ
い
て
は
、「

２
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最

終
の
も
の
に
関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
」
を
原
則
と
し
つ
つ
（
法
第
4
5
条
）
、
定
款
に
よ

っ
て
、
短
縮
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
ま
た
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
こ
と
が
可
能
（
法
第
4
5

条
）
。
 

２
．
評
議
員
に
つ
い
て
も
、
定
款
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
補
欠
を
選
任
し
て
お
く
こ
と
が
可
能
で
あ
る

（
第

4
1
条
第

2
項
）
。
補
欠
の
評
議
員
の
任
期
も
、
「
４
年
以
内
に
終
了
す
る
会
計
年
度
の
う
ち
最
終
の

も
の
に
関
す
る
定
時
評
議
員
会
の
終
結
の
時
ま
で
」
を
原
則
と
す
る
が
（
法
第

4
1
条
第

1
項
）
、
定
款
に

よ
っ
て
、
任
期
を
前
任
者
の
残
任
期
間
の
満
了
す
る
時
ま
で
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
第

4
1
条
第

2

項
）
。
 

 問
3
5
 
理
事
の
資
格
要
件
に
お
い
て
「
当
該
社
会
福
祉
法
人
が
施
設
を
設
置
し
て
い
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、

当
該
施
設
の
管
理
者
」
と
な
っ
て
い
る
が
、
当
該
法
人
の
全
て
の
施
設
の
管
理
者
を
理
事
に
す
る
と
い
う

こ
と
か
。
 

（
答
）
 

１
．
施
設
経
営
の
実
態
を
法
人
運
営
に
反
映
さ
せ
る
た
め
、
1
人
以
上
の
施
設
の
管
理
者
が
理
事
と
し
て
参

加
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
当
該
法
人
の
全
て
の
施
設
の
管
理
者
を
理
事
に
す
る
必
要
は

な
い
。
 

 （
答
）
 

１
．
理
事
会
に
お

い
て
、
特
定
の
業
務
執
行

を
理
事
（
理
事
長
、
業
務
執
行
理
事
）
で
は
な
い
執
行
役
員
に

委
譲
す
る
こ
と
を
決
定
す
れ
ば
、
そ
の
よ
う
な
取
扱
い
は
可
能
で
あ
る
。
 

２
．
た
だ
し

、
こ
の

業
務

執
行
権
は
あ

く
ま
で

も
理

事
会
に
よ
り

内
部
的

に
委

譲
さ
れ
て
い

る
に
す

ぎ
ず

、

対
外
的
に
は
、
執
行
役
員
は
代
表
権
を
持
た
な
い
。
 

 問
3
7
 
監
事
の
資
格
要
件
の
「
財
務
管
理
に
識
見
を
有
す
る
者
」
と
は
ど
の
よ
う
な
者
を
い
う
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
監
事
は
、
計
算
書
類
等
の
監
査
を
行
う
た
め
、
財
務
管
理
に
つ
い
て
識
見
を
有
す
る
者
が
い
る
こ
と
が

必
須
で
あ
る
。
 

問
3
6
 
株
式
会
社
の
よ

う
な
執
行
役
員
制
度
を
設

け
、
業
務
執
行
の
責
任
者

を
理
事
で
は
な
い
者
（
執

行

役
員
）
と
す
る
こ
と
は
可
能
か
。
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18 
 ２
．
公
認
会
計
士
や
税
理
士
の
資
格
を
有
す
る
者
が
望
ま
し
い
が
、
社
会
福
祉
法
人
、
公
益
法
人
や
民
間
企

業
等
に
お
い
て
財
務
・
経

理
を
担
当
し
た
経
験
を
有
す
る
者
な
ど
法
人
経
営
に
専
門
的
知
見
を
有
す
る
者

等
も
考
え
ら
れ
る
。
 

 問
3
8
 
当
該
社
会
福
祉

法
人
の
顧
問
弁
護
士
、
顧

問
税
理
士
又
は
顧
問
会
計

士
は
、
同
時
に
、
当
該
法

人

の
監
事
に
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
監
事
は
、
理
事
の
職
務
や
法
人
の
計
算
書
類
を
監
査
す
る
立
場
に
あ
る
。
 

２
．
法
人
か
ら
委

託
を
受
け
て
記
帳
代
行
業
務
や
税
理
士
業
務
を
行
う
場
合
に
、
計
算
書
類
等
を
作
成
す
る

立
場
に
あ
る
者
が
当
該
計
算
書
類
等
を
監
査
す
る
と
い
う
自
己
点
検
に
当
た
る
た
め
、
こ
れ
ら
の
者
を
監

事
に
選
任
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
が
、
法
律
面
や
経
営
面
の
ア
ド
バ
イ
ス
の
み
を
行
う
契
約
と
な
っ
て

い
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
監
事
に
選
任
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
 

 問
3
9
 
「
社
会
福
祉
法
人
制
度
改
革
の
施
行
に
向
け
た
留
意
事
項
に
つ
い
て
（
経
営
組
織
の
見
直
し
）
」
P
2
5

に
お
い
て
、
会
計
監
査
人

を
設
置
し
な
い

法
人
は
、
専
門
家
か
ら
、
財
務
会
計

に
係
る
態
勢
整
備
状
況
の

点
検
等
の
支
援
を
受
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
る
が
、
法
人
か
ら
委
託
を
受
け
て
財
務
会
計
に

係
る
態
勢
整
備
状
況
の
点
検
等
の
支
援
を
行
う
者
は
監
事
に
な
る
こ
と
は
で
き
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
監
事
は
、
理
事
の
職
務
や
法
人
の
計
算
書
類
を
監
査
す
る
立
場
に
あ
る
。
 

２
．
財
務
会
計
に

係
る
態
勢
整
備
状
況
の
点
検
等
の
支
援
の
内
容
が
、
助
言
に
と
ど
ま
る
場
合
は
可
能
で
あ

る
が
、
業
務
執

行
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
自
身
で
行
っ
た
業
務
を
自
身
で
監
査
す
る
と
い
う
自
己
点
検

に
当
た
る
た
め
、
監
事
に
選
任
す
る
こ
と
は
適
当
で
な
い
。
 

 会
計
監
査
人

 

問
4
0
 
会
計
監
査
人
の
設
置
義
務
は
、
施
行
日
（
平
成

2
9
年
４
月
１
日
）
以
降
最
初
に
招
集
さ
れ
る
定
時

評
議
員
会
の
終
結
の
時
か
ら
適
用
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
会
計
監
査
人
に
よ
る
監
査
は
平
成

2
9
年
度
決

算
か
ら
必
要
と
な
る
も
の
で
あ
り
、
平
成

2
8
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
監
査
不
要
と
理
解
し
て
よ
い
か
。
 

（
答
）
 

１
 
お
見
込
み
の
と
お
り
。
 

 問
4
1
 
社
会
福
祉
法
第

4
5
条
の
２
に
お
い
て
、
「

公
認
会
計
士
法
の
規
定
に
よ
り
、
計
算
書
類
に
つ
い
て

監
査
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
者
は
、
会

計
監
査
人

と
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
さ
れ
て
い
る
が

、
公

認
会

計
士

法
の

規
定

に
よ

り
計

算
書

類
を

監
査

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
者

と
は

具
体

的
に

ど
の

よ
う

な

者
か
。
例
え
ば
、
役
員
、
職
員
、
評
議
員
は
会
計
監
査
人
に
な
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
会
計
監
査
人
に
つ
い
て
は
、
公
認
会
計
士
法
第

2
4
条
第
１
項
に
お
い

て
、
以
下
の
計
算
書
類
に
つ
い

て
は
、
会
計
監
査
が
で
き
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。
 

①
 
公
認
会
計
士
又
は
そ
の
配
偶
者
が
、
役
員
、
こ

れ
に
準
ず
る
も
の
若
し
く
は
財
務
に
関
す
る
事
務
の
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19 
 

責
任
あ
る
担
当
者
で
あ
り
、
又
は
過
去
一
年
以
内
に
こ
れ
ら
の
者
で
あ
つ
た
会
社
そ
の
他
の
者
の
財
務

書
類
 
 

②
 
公
認
会
計
士
が
そ
の
使
用
人
で
あ
り
、
又
は
過
去
一
年
以
内
に
使
用
人
で
あ
つ
た
会
社
そ
の
他
の
者

の
財
務
書
類
 

③
 
①
及
び
②
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
公
認
会
計
士
が
著
し
い
利
害
関
係
を
有
す
る
会
社
そ
の
他
の
者

の
財
務
書
類
 
 

２
．
し
た
が
っ
て
、
 

・
 
当
該
社
会
福
祉
法
人
の
役
員
（
過
去
１
年
以
内
に
当
該
法
人
の
役
員
で
あ
っ
た
者
含
む
。
）
、
職
員
（
過

去
１
年
以
内
に
当
該
法
人
の
職
員
で
あ
っ
た
者
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
は
、
上
記

①
又
は
②
に
該
当
し
、

会
計
監
査
人
に
な
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

・
 
評
議
員
に

つ
い
て
は
、
上
記
①
の
「
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
」
に
該
当
す
る
た
め
、
会
計
監
査
人
と
な

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 問
4
2
 
当
該
社
会
福
祉

法
人
か
ら
委
託
を
受
け
て

記
帳
代
行
を
行
う
公
認
会

計
士
は
、
同
時
に
、
当
該

法

人
の
会
計
監
査
人
に
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
記
帳
代
行
業
務
を
行
う
公
認
会
計
士
が
、
同
時
に
、
当
該
法
人
の
会
計
監
査
人
に
就
任
し
た
場
合

、
自

身
が
作
成
し
た
計
算
書
類
を
自
身
で
監
査
す
る
こ
と
と
な
り
、
自
己
点
検
に
該
当
す
る
た
め
、
適
当
で
な

い
。
 

 問
4
3
 
当
該
社
会
福
祉

法
人
か
ら
委
託
を
受
け
て

税
理
士
業
務
を
行
う
公
認

会
計
士
は
、
同
時
に
、
当

該

法
人
の
会
計
監
査
人
に
な
る
こ
と
は
可
能
か
。
 

（
答
）
 

１
．
公
認
会
計
士

法
第

2
4
条
第

1
項
第

3
号
及
び
第

2
項
、
同
施
行
令
第

7
条
第

1
項
第

6
号
に
お
い
て
、

税
理
士
業
務
を
行
う
公
認
会
計
士
又
は
そ
の
配
偶
者
が
、
当
該
法
人
か
ら
当
該
業
務
に
よ
り
継
続
的
な
報

酬
を
受
け
て
い
る
と
き
に
は
、
監
査
業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
会
計
監
査
人
に
な

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
 

 （
参
照
条
文
）
 

○
公
認
会
計
士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
号
）
 

（
特
定
の
事
項
に
つ
い
て
の
業
務
の
制
限
）

  

第
二
十
四

条
 
公

認
会
計
士
は

、
財
務

書
類
の
う

ち
、
次
の

各
号
の

一
に
該
当

す
る
も
の

に
つ
い

て
は
、
第

二
条
第

一
項

の
業
務
を
行
な
つ
て
は
な
ら
な
い
。
  

一
 

公
認
会
計

士
又
は
そ
の
配
偶
者
が
、
役
員

、
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
若
し
く
は
財
務
に
関
す
る
事
務
の
責
任
あ

る
担

当
者
で
あ
り
、
又
は
過
去
一
年
以
内
に
こ
れ
ら
の
者
で
あ
つ
た
会
社
そ
の
他
の
者
の
財
務
書
類
 

二
 

公
認
会
計

士
が
そ
の
使
用
人
で
あ
り
、
又
は

過
去
一
年
以
内
に
使
用
人
で
あ
つ
た
会
社
そ
の
他
の
者
の
財
務

書
類
 

三
 

前
二
号
に

定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
公
認
会
計
士
が
著
し
い
利
害
関
係
を
有
す
る
会
社
そ
の
他
の
者
の
財
務
書
類
  

２
 
前
項

第
三
号
の

著
し
い
利

害
関
係

と
は
、

公
認
会
計
士

又
は
そ

の
配
偶
者

が
会
社
そ

の
他
の

者
と
の
間

に
そ
の
者

の

営
業
、
経

理
そ
の

他
に
関

し
て

有
す
る

関
係
で

、
公
認

会
計

士
の
行

な
う
第

二
条
第

一
項

の
業
務

の
公
正
を
確
保

す
る

た
め
業
務
の
制
限
を
す
る
こ
と
が
必
要
か
つ
適
当
で
あ
る
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。
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 ３

 
国
家

公
務
員
若

し
く
は
地

方
公
務

員
又
は
こ

れ
ら
の
職

に
あ
つ

た
者
は
、

そ
の
在
職

中
又
は

退
職
後
二

年
間
は
、

そ

の
在
職
し

、
又
は

退
職
前

二
年

間
に
在

職
し
て

い
た
職

と
職

務
上
密

接
な
関

係
に
あ

る
営

利
企
業

の
財
務
に
つ
い

て
、

第
二
条
第
一
項
の
業
務
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い
。
  

 

○
公
認
会
計
士
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
七
年
政
令
第
三
百
四
十
三
号
）
 

（
公
認
会
計
士
に
係
る
著
し
い
利
害
関
係
）

  

第
七
条
 

法
第
二
十

四
条
第
二
項
（
法
第
十
六
条
の
二
第
六
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

に
規
定
す
る
政
令
で

定
め
る
関

係
は
、

次
の
各

号
に

掲
げ
る

場
合
に

お
け
る

当
該

各
号
に

規
定
す

る
公
認

会
計

士
又
は

そ
の
配
偶
者
と

被
監

査
会
社
等
と
の
間
の
関
係
と
す
る
。
 

六
 

公
認
会
計

士
又
は
そ
の
配
偶
者
が
、
被
監

査
会
社
等
か

ら
税
理
士
業
務
（
税
理
士
法

（
昭
和
二
十
六
年
法
律

第
二

百
三
十
七
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
税
理
士
業
務
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
そ
の
他
法
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の

業
務
以
外
の
業
務
に
よ
り
継
続
的
な
報
酬
を
受
け
て
い
る
場
合
  

 
 

問
4
4
 
会
計
監
査
人
設
置
義
務
対
象
法
人
に
つ
い
て
、「

法
人
の
責
め
に
よ
ら
な
い
理
由
（
監
査
法
人
の
倒

産
等
）
に
よ
り
、
会
計
監
査
人
に
よ
る
会
計
監
査
報
告
を
所
轄
庁
に
届
け
出
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に

お
い
て
は
、
所
轄
庁
は
届

出
の
猶
予
等
を

行
う
こ
と
が
必
要
。
」
と
あ
る
が
、「

法
人
の
責
め
に
よ
ら
な
い

理
由
」
と
は
何
か
。
 

（
答
）
 

１
．
法
人
の
責
め
に
よ
ら
な
い
理
由
と
は
、
①
災
害
の
発
生
、
②
公
認
会
計
士
事
務
所
又
は
監
査
法
人
の
倒

産
、
③
会
計
監
査
人
が
法
第

4
5
条
の
５
第

１
項
各

号
（
以
下
ⅰ
か
ら
ⅲ
）
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ

と
、
に
よ
り
会
計
監
査
人
と
契
約
解
除
せ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
で
あ
る
。
 

 
ⅰ
 
職
務
上
の
義
務
に
違
反
し
、
又
は
職
務
を
怠
っ
た
と
き
 

 
ⅱ
 
会
計
監
査
人
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な
い
非
行
が
あ
っ
た
と
き
 

 
ⅲ
 
心
身
の
故
障
の
た
め
、
職
務
の
執
行
に
支
障
が
あ
り
、
又
は
こ
れ
に
堪
え
な
い
と
き
 
 
等
 

 報
酬

 

問
4
5
 
交
通
費
は
支
給
基
準
を
定
め
る
必
要
が
あ
る
報
酬
に
含
ま
れ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
交
通
費

の
実
費

相
当

分
は
報
酬
に

含
ま
れ

な
い

。
な
お
、
名

称
（
「

車
代

」
等
）
に
か

か
わ
ら

ず
、

実

質
的
に
報
酬
に
該
当
す
る
も
の
は
、
支
給
基
準
の
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

  問
4
6
 
報
酬
等
の
支
給

基
準
を
定
め
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
、

非
常
勤
理
事
や
評
議
員
に

対

し
て
報
酬
を
支
給
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
社
会
福
祉
法

人
の
報
酬
等
が
、
民
間
事
業
者
の
役
員
の
報
酬
等
及
び
従
業
員
の
給
与
や
社
会
福
祉
法
人

の
経
理
状
況
等
に
照
ら
し
、
不
当
に
高
額
な
場
合
に
は
、
法
人
の
公
益
性
・
非

営
利
性
の
観
点
か
ら
適
当

で
は
な
い
。
こ

の
た
め
、
理
事
等
に
対
す
る
報
酬
等
が
不
当
に
高
額
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
支
給
の
基

準
を
定
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
（
法
第

4
5
条
の

3
5
第
１
項
）
。
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21 
 ２
．
報
酬
等
の
支
給
基
準
の
策
定
は
、
報
酬
等
の
支
給
を
義
務
付
け
る
趣
旨
で
は
な
く
、
無
報
酬
で
も
問
題

な
い
。
そ
の
場
合
は
、
報
酬
等
の
支
給
基
準
に
お
い
て
無
報
酬
で
あ
る
旨
を
定
め
る
こ
と
に
な
る
。
 

 ３
．
な
お
、
定
款
で
無
報
酬
と
定
め
た
場
合
、
又
は
、
常
勤
役
員
等
に
対
し
て
「
支
給
す
る
こ
と
が
で
き

る
」

と
規
定
し
つ
つ
、
当
面
の
間
は
役
員
報
酬
を
支
給
す
る
予
定
が
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
支
給
基
準
は
策

定
し
、
無
報
酬
で
あ
る
旨
を
定
め
る
必
要
が
あ
る
。
 

 問
4
7
 
理
事
、
監
事
及

び
評
議
員
の
区
分
ご
と
の

報
酬
等
の
総
額
に
つ
い
て

は
、
職
員
と
し
て
の
給
与

も

含
め
て
公
表
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
が
、
職
員
給
与
を
受
け
て
い
る
理
事
が
１
名
し
か
い
な
い
場
合
、
当

該
理
事
の
職
員
給
与
額
が
実
質
的
に
特
定
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
が
、
こ
の
よ
う
な
場
合
で
あ
っ
て
も
、
公

表
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。
 

（
答
）
 

１
．
社
会
福
祉
法
人
の
財
務
規
律
の
確
立
、
事
業
運
営
の
透
明
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
、
役
員
報
酬
等
の
総

額
を
公
表
す
る
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。
 

２
．
他
方
、

個
人
情

報
の

保
護
の
観
点

か
ら
、

職
員

給
与
を
受
け

て
い
る

理
事

が
１
名
の
場

合
で
あ

っ
て

、

個
人
の
職
員
給
与
が
特
定
さ
れ
て
し
ま
う
場
合
に
は
、
職
員
給
与
の
支
給
を
受
け
て
い
る
理
事
が
い
る
旨

明
記
し
た
上
で
、
職
員
給
与
の
支
給
を
当
該
理
事
の
職
員
給
与
額
を
含
め
ず
に
役
員
報
酬
等
の
総
額
を
公

表
す
る
こ
と
と
し
て
差
し
支
え
な
い
。
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社
会
福
祉
法
人
に
対

す
る
評

議
員

確
保

の
支

援
に

つ
い

て
 

（
全

国
社
会

福
祉

協
議

会
）
 

 
 

Ｈ
2
8
.7.8

社
会

福
祉

法
人

制
度

改
革

の

施
行

に
向

け
た

全
国

担
当

者
説

明
会

 
参

考
資

料
３
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全
社

地
発

第
184

号
 

平
成

28
年

7
月

4
日

 
 都

道
府

県
・

指
定
都
市
社
会
福
祉
協
議
会

 
事
務
局

長
 
殿

   
社

会
福

祉
法

人
 
全

国
社
会
福

祉
協

議
会
 

事
務

局
長

 
  

社
会
福
祉
法
人
に
対

す
る
評
議

員
確

保
の

支
援
に

つ
い
て

 
   

本
会

事
業

の
推
進
に
つ
き
ま
し
て
は
、
平
素
よ

り
ご
高
配

賜
り

深
謝

申
し
あ

げ
ま
す
。

 
 

今
般

の
社

会
福
祉
法
改
正
に
よ
り
、
平
成

29
年

4
月

1
日

よ
り
全

て
の
社

会
福
祉
法

人
に

お
い

て
評
議

員
会

を
設

置
す
る

こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。
し

か
し

、
と

く
に

小
規

模
な
法

人
な
ど
で

は
、
評

議
員
の

候
補
者

と
な

り
得
る

地
域
の
人
材
の
情
報
を
得
る
こ
と
が

難
し
い
状

況
も

あ
る

こ
と
か

ら
、
地
域

の
住

民
や

福
祉
関

係
者

の
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
を
有
す
る
社
協
の
支
援
が
期
待

さ
れ
て
い

ま
す

。
 

 
こ

の
た
び

、
厚

生
労
働
省
よ
り
法
改
正
に
か
か
る

対
応
に

つ
い

て
、
平

成
28

年
6
月

20
日

付
で
事

務
連
絡

が

発
出

さ
れ
、
評

議
員
確
保
支
援
に
関
し
て
「
地
方

自
治
体
が

行
う

べ
き

支
援
」
や
「
社
会

福
祉

協
議

会
に
期

待
さ

れ
る

取
組
」
が

示
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
基
本
的

な
考
え

方
や

実
施

内
容
等
に

つ
い
て
別

紙
の
と

お
り
整

理
し

ま
し

た
。
つ

き
ま
し
て
は
、
貴
会
に
お
け
る
体
制

整
備
等
と

と
も

に
市

区
町
村

社
協
へ
の

周
知
及
び
取

組
の

推
進

に
ご

尽
力
賜

り
ま
す
よ
う
お
願
い

申
し
あ
げ
ま
す

。
 

 
な

お
、
上

記
の

他
に
、
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な

取
組
の

責
務

化
等

に
伴
う
社

会
福
祉

法
人
・
福

祉
施

設
と
の

協
働

の
推
進

に
つ
い
て
は
、
本
会

地
域
福
祉
推
進
委

員
会
に

お
い

て
「

社
会

福
祉

法
人
制

度
の

見
直

し
に
対

応
し

た
社

会
福
祉

協
議
会
と
社
会
福
祉
法
人
・
福
祉
施

設
の

協
働

に
よ

る
活

動
の
推

進
方
策
」
を
作
成

中
で
あ

り
、
追

っ
て

お
示
し

す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

 
   

【
本
件
に
関
す
る
問
合
せ
先
】

 
 
社
会
福
祉
法
人
 
全
国
社
会
福
祉
協
議
会

 
 
 
地
域
福
祉
部
 
担
当
：
水
谷
、
桑
原
、
平
井

 
 

 ℡
03-3581-4655

 
FAX03-3581-7858 

 
 z-chiiki@shakyo.or.jp 
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１
．

基
本
的

な
考
え
方
 

①
社

協
と
し

て
の
取
組
の
意
義

 

 
地

域
に
お

け
る
様
々
な
生
活
課
題
へ
の
対
応
が

求
め
ら
れ

る
中
、
社
協

は
地
域

福
祉
を

推
進

す
る
組

織
と

し
て

役
割

を
発
揮

し
、
地
域
住
民
、
社
会
福
祉
法
人
・
福

祉
施
設

を
は

じ
め

と
す
る

社
会
福
祉

関
係

者
等

と
地
域

の
課

題
を

共
有
し

、
解
決
に
む
け
た
取
組

を
強
化
し
て

い
く
必
要

が
あ

る
。

 
 

評
議

員
確

保
の
支
援
は
、
地
域
の

社
会
福
祉
法

人
・
福
祉

施
設

と
の

連
携
・
協
働
を
推

進
す

る
う

え
で
重

要
な

取
組

で
あ
り

、
社
協
と
し
て
積
極
的
に
対
応
す
る

必
要
が
あ

る
。

 
 

ま
た

、
社
会

福
祉
法
第

109
条
第

1
項
第

4
号
（

社
会

福
祉

を
目

的
と
す

る
事
業
の

健
全

な
発

達
を
図

る
た
め

に
必

要
な
事

業
）
及
び
第

110
条
第

1
項
第

1
号

に
基
づ
き

社
協
に
求

め
ら

れ
る
、
そ

の
本

来
的

な
活
動

の
一
環

と
し

て
主
体

的
に
取
り
組
む
べ
き
事
項
で
あ

る
。

 
 ②

社
会

福
祉

法
人
と
の
関
係
 

評
議

員
会
は

社
会
福
祉
法
人
の
意
思
決
定
機
関
（

議
決
機
関

）
で

あ
り

、
評

議
員
の

選
任

に
当

た
っ

て
は
、
社

会
福

祉
法
人

の
自
主
性
、
主
体
性
が
尊
重
さ
れ
、
最

終
的
な

決
定

と
そ

の
結
果

責
任
は
当

該
社

会
福

祉
法
人

に
あ

る
。
ま

た
、
評

議
員
の
選
任
は
あ
く
ま
で
も
当
該

社
会
福
祉

法
人

と
評

議
員
へ

の
就
任
を

承
諾

す
る
者

の
間

で
の

合
意

に
基
づ

い
て
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
 

 ③
所

轄
庁
等

の
自
治
体
と
の
関
係
 

社
会

福
祉
法

人
の
評
議
員
会
設
置
に
つ
い
て

具
体

的
な
推
進

や
指

導
を

行
い
、
適

正
な
運

営
を

確
保

す
る
こ
と

は
所

轄
庁
（
都

道
府
県
・
市
）
の
役
割
で
あ
り
、
社
協

は
、
所

轄
庁

等
の

関
係
自

治
体
と

連
携

し
て

、
評

議
員
の

候
補

者
と
な

り
得
る
と
考
え
ら
れ
る
地
域
の
人
材

に
つ
い
て

情
報

提
供

し
、
評
議

員
会
設

置
に

む
け

た
環
境

づ
く

り
を

行
う
。
 

 ２
．

都
道
府

県
・
指
定
都
市
社
会
福
祉
協
議
会
に

お
け
る
取

組
 

①
担

当
者
（
部
署
）
を
決
定
し
、
市
区
町
村
社
協
に

対
す
る

支
援

を
実

施
す
る
。
特

に
、
専

門
職

団
体

等
と
連

携
し

、
必
要
な
情
報
を
市
区
町
村

社
協
に
対
し
、

情
報
提
供
す

る
。
 

【
市

区
町
村

社
協
へ
の
支
援
の
例
】

 
 

市
区

町
村
社
協
の
担
当
者
（
部
署
）
及
び
取

組
状

況
に

つ
い

て
、
ア

ン
ケ

ー
ト

や
担

当
者

会
議

を
通

じ
て

把
握

す
る
と
と
も
に
市
区
町
村
社
協
か
ら
の

相
談

に
対
応
し

支
援

を
行

う
。

 
 

都
道

府
県
庁
と
連
携
し
、
町
村
部
の
社
会
福

祉
法

人
に
対
し

て
町

村
社

協
と
と

と
も
に
支

援
を

行
う

。
 

【
専

門
職
団

体
の
例
】

 
 

社
会

福
祉
士
会

 
 

介
護

福
祉
士
会

 
 

そ
の

他
、
た
と
え
ば
日
常
生
活
自
立
支
援
事

業
や

成
年

後
見

制
度

利
用

支
援
で

の
弁

護
士

会
と

の
つ

な
が

り
を

生
か
し
て
連
携
す
る
こ
と
等
が
考
え
ら

れ
る

。
 

②
社

会
福
祉

法
人
か
ら
の
要
請
に
も
対
応
で
き
る

よ
う
相
談

窓
口

を
設

置
す
る

。
 

③
福

祉
関
係

団
体
等
を
通
じ
た

社
会
福
祉
施
設
関

係
者
へ
の
周

知
を
行

う
。
 

【
周

知
の
取

組
例
】

 
 

種
別

協
議

会
で
の
会
議
及
び
情
報
誌

、
メ

ー
ル

ニ
ュ

ー
ス
等

に
お

い
て
所

轄
庁

や
社

協
に

お
け

る
評

議
員

（
別
紙
）
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確
保

支
援
の
取
組
に
つ
い
て
説
明
、
広
報

す
る
。

 
 

３
．

市
区
町

村
社
協
に
お
け
る
取
組
 

①
担

当
者
（

部
署

）
を
決
定
し
、
社

会
福
祉
法
人
か

ら
要
請

が
あ

っ
た

場
合
に

は
、
社
会

福
祉

法
人

の
適
正

な
運

営
に

必
要
な

識
見
を
有
す
る
人
材
に
関
す
る
情
報

を
提
供
す

る
。
 

 
【

地
域
の

人
材
の
例
】
 

 
住

民
組
織
の
代
表
者

 
 

地
域

に
お
い
て
福
祉
活
動
を
行
う
者
（
民

生
委
員

・
児
童
委

員
、

福
祉

委
員
、

高
齢
者
見

守
り

員
等
）

 
 

ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
団
体
や

N
PO

の
活
動

者
 

 
福

祉
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
当
事
者
（
団

体
の
リ

ー
ダ
ー
等

）
 
等

 
 

 
※

社
会

福
祉
法
人
制
度
改
革
の
趣
旨
や
評
議

員
の
役
割

に
つ

い
て

説
明
す

る
と
と
も

に
、
本

人
の

了
解
を
得

た
上

で
社
会
福
祉
法
人
へ
情
報
提
供
を
行

う
こ
と

が
必
要
で

あ
る

。
 

 ②
地

域
の
状

況
等
に
応
じ
て
対
応
す
る
こ
と
 

・
あ

ら
か
じ

め
社
会
福
祉
法
人
の
ニ
ー
ズ
等
を
把

握
す

る
た

め
、

社
会

福
祉
法

人
に

対
す

る
説

明
会

や
調
査
等

を
行

う
。
な
お
、
施
設
連
絡
会
等
を
設
置
し

て
い

る
場
合
は

、
当

該
連

絡
会
の

取
組
と
し

て
実

施
す

る
。

 
・

評
議

員
の

候
補
者
と
な
り
得
る
地
域
住
民
へ
の

説
明

会
の

開
催

等
に

よ
り
評

議
員

会
制

度
に

係
る

理
解
の
促

進
を

図
る
。
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